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第1章 序論 
1.1 本研究の背景 
近年，通信ネットワークの大容量化や新たな通信システムの開発が急速に進めら
れている．このような流れのもと，大容量を必要とする通信サービスの拡大化や通
信需要の多様化が進んでいる．また，ユーザによる通信ネットワークの利用環境の
多様化によりモバイルネットワークの存在が不可欠になっている．このようなユー
ザニーズに応えるため，通信ネットワークの大容量化はもとより，さまざまな新た
な通信システムの開発も活発に進められている．通信システムの中でも特に，時間
と場所を問わずに通信サービスを享受できる無線通信システムの伝送容量は目覚
しい発展をとげており，人間の生活環境のみならず，社会構造や産業構造も改革す
る大きな柱のひとつとなっている． 
無線通信システムの中でも一般社会に普及しているのは，携帯電話サービスやさ
まざまなパケット通信サービスを提供するセルラーシステムと，近年ではパソコン
のみならずさまざまな電化製品への搭載が進んでいる無線 LAN（Local Area 
Network）システムである．これらのシステムのサービスエリアは国や地域，ある
いは，建物内などの限定された領域であるが，サービスエリアを地球規模とする無
線通信システムの実現に向けた検討も進められてきた．これは，通信システムのブ
ロードバンド化やモバイル化の流れに加え，「世界中いつでもどこでも通信ができ
る」という，通信サービスの究極の形態を実現するために必要なサービスエリアの
グローバル化を意味する．現在でも，既存の通信システムを相互接続することによ
ってサービスエリアのグローバル化が進められているが，世界を見渡すと通信イン
フラが整備されていない地域も少なくないため，既存の通信システムの相互接続だ
けでは真の通信サービスのグローバル化を達成することはできない． 
この課題を克服するために考案されたのが，世界規模のサービスカバレッジを有
する非静止衛星通信システムである [1]-[8]．例として， IRIDIUMTM や
TELEDESICTM，GLOBALSTARTM，ICOTM などがあり，現在もなお，次世代の
非静止衛星通信システムの提案や研究開発が進められている[9]-[20]．グローバル
カバレッジの提供を目指す非静止衛星通信システムは，従来の静止衛星通信システ
ムとは異なり，複数の衛星を使用する．また，サービスエリアの“穴”が生じない
よう，衛星のカバレッジエリアの一部を隣接する衛星のカバレッジエリアと重複さ
せることも特徴である． 
このような非静止衛星通信システムは，静止衛星通信システムの課題である伝搬
遅延時間の短縮化のほか，衛星や端末に必要とされる大容量の送信電力について改
善を図るため，静止衛星軌道の高度である 36,000 kmよりも低い衛星高度で運用
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されることが多い．例えば，低軌道（LEO: Low Earth Orbit）を用いる非静止衛
星通信システムの衛星高度は 1,000km程度であるため，伝搬遅延時間は 30分の 1
以下，また，送信電力は 1000分の 1以下に低減できる．ところが，低軌道を用い
ることによって，衛星の移動速度が地球の自転速度よりも速くなる．したがって，
地表面上の端末が静止状態であっても，衛星から照射されるスポットビーム間のハ
ンドオーバが発生する．この他，スポットビームにおけるトラヒック変動がセルラ
ーシステムに比べて激しいこと，さらに，セルラーシステムや無線 LANシステム
に比べてシステムの規模が大きいことから，通信品質を確保しつつ，かつ，効率的
な通信システムの運用を実現するためには，非静止衛星通信システム用の無線リソ
ースの有効利用技術を確立する必要がある． 
ところで，衛星通信システムを対象にした無線リソース割当手法に関する研究は，
古くから，静止衛星通信システムを対象とした無線リソースの最適割当手法に関す
る研究開発が進められてきた[21]-[35]．しかし，静止衛星通信システムとは異なり，
非静止衛星通信システムは衛星自身の移動に伴って，衛星から放射されるスポット
ビームが移動するため，静止衛星通信システムで適用されていた従来の無線リソー
ス割当手法をそのまま適用することはできない．また，従来は，無線リソースの仲
でも主に周波数リソースを対象に研究が進められてきたが，発電量が限られており，
また，干渉回避などの観点から送信電力を規定レベル以下に抑制する必要がある衛
星通信システムでは，周波数リソースのみならず，電力リソースを含めた無線リソ
ース割当手法の確立が求められている． 
衛星通信システムと同様，周波数リソースのみならず電力リソースも貴重な無線
リソースであるシステムとして，成層圏プラットフォームシステム（あるいは，高
高度プラットフォームシステム，HAPS: High Altitude Platform Systemとも呼ば
れる）が挙げられる．HAPSも実運用に向けて研究開発が進められており，飛翔体
の高度が地上約 20km であるため，HAPS は非静止衛星通信システムよりもさら
に電波伝搬時間が短く，かつ，少ない送信電力で通信が可能である上，セルラーシ
ステムに比べて基地局の数が少ないことが特徴である[36]-[38]．HAPSにおいても
非静止衛星通信システムと同様，周波数リソースと電力リソースの上限を考慮した
無線リソース割当手法が必要である． 
一方で，地上の無線通信システムに目を移すと，近年は伝送速度の高速化が目覚
しい．例えば，社会生活の上で不可欠になったセルラーシステムの伝送速度を例に
とると，PDC（Personal Digital Cellular）システムや GSM（Global System for 
Mobile Communications）システム，IS-95システムに代表される第二世代と称さ
れるセルラーシステムの伝送速度は数十～数百 kbpsであったが，現在，サービス
が提供されている第三世代セルラーシステムの伝送速度は 2 Mbps 以上に達する
[21]．また，無線 LAN システムにおいても大容量化に向けての研究開発が盛んに
進められている．無線 LAN システムが普及するきっかけとなった IEEE802.11b
システムの最大伝送速度は 11 Mbpsであるが[22]，すでに最大伝送速度 52 Mbps
を有する IEEE802.11g システム [23]や IEEE802.11a システム [24]が
IEEE802.11b システムを凌駕している．この伝送速度に留まらず，IEEE802.11
の作業部会（Working Group）では，最大伝送速度 100 Mbpsを目指す Task Group 
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nを設立し，標準化検討を進めている．さらに，バックボーンネットワークやコア
ネットワークからエンドユーザに向けてのラストワンマイルを装置の設置とサー
ビスの導入が容易な無線を用いたシステムの普及を促進するため，IEEE802.16の
作業部会ではすでに固定無線通信システムを対象にした標準規格文書の作成を完
了している．ちなみに，IEEE802.16 システムの標準規格での最大伝送速度は
75Mbpsである[25]． 
このような近年のブロードバンド化のニーズを背景に，新たな無線通信システム
の研究開発では，広い周波数帯域を確保しやすい高い周波数帯の使用を視野に入れ
ることが多い．しかしながら，高い周波数帯を使用することによって，電波の到達
可能距離の短距離化と通信路の安定性に対する懸念がある．この課題を解決する手
段として期待されているのが，他の無線局を介して無線局間の通信経路を確保する
メッシュ網アーキテクチャを有するマルチホップ型の無線通信システムである．す
でに，IEEE802.16の標準規格でもメッシュシステムを運用するための規定が明記
されているほか，IEEE802.11作業部会の Task Group sにおいても無線 LANシ
ステムのメッシュ網化に関する標準規格の実現に向け，検討を進めている．また，
無線LANシステムで使用しているCSMA/CAをベースにした無線メッシュ網の運
用方法に関するさまざまな研究が進められている[26]-[29]．しかしながら，準ミリ
波帯以上の高周波帯を使用する固定無線アクセス（FWA: Fixed Wireless Access）
システムにおいてマルチホップ型の無線メッシュ網を使用する場合は，従来のセル
ラーシステムや無線 LANシステムのようなシングルホップ型の無線通信システム
で考案された無線リソース割当手法をそのまま適用することはできない．したがっ
て，マルチホップ型無線通信システムのための無線リソース割当手法の考案も望ま
れている． 
1.2 関連研究 
1.2.1 非静止衛星通信システムにおける無線リソース割当手法 
無線リソース割当，とりわけ，周波数リソース割当に関しては，主にセルラーシ
ステムを対象にした研究が多く進められてきた．周波数リソースの割当手法は大き
く分けて 4種類に分類される．一つ目がセル内に発生する時変のトラヒック量にか
かわらず，あらかじめ見積もられたトラヒック量を元に，セルに固定的に通信用の
無線チャネル（ユーザトラヒックを運ぶための論理的な通信回線を表す）を割り当
てる Fixed Channel Assignment（FCA）法，トラヒックの変動を検出し，各セル
に割り当てる無線チャネル数を変動させる Flexible Channel Assignment
（FLEXCA）法，呼の発生と終了のイベントごとに，無線チャネルの割当と割当
解除を行う Dynamic Channel Assignment（DCA）法，さらに，FCA法と DCA
法のそれぞれの利点を活かすために両手法を混合した Hybrid Channel 
Assignment（HCA）法が存在する[36]． 
静止衛星通信システムについては，3次混変調を最小化する衛星搭載のトランス
ポンダ上の周波数配置に関する研究が進められた[21]-[32]．また，衛星がマルチス
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ポットビームを搭載するようになってからは，マルチスポットビームを有する衛星
のための周波数割当に関する研究が進められた[33]-[35]． 
非静止衛星通信システムの場合は，セルラーシステムや静止衛星通信システムと
は異なり，照射するスポットビームが移動することから，干渉条件が時刻の経過に
伴って変動する．また，スポットビームが照射する地域が時間によって変動するこ
とから，セルラーシステムや静止衛星通信システムのトラヒック量の 1日における
時間変化に比べて大きな変化がある．非静止衛星通信システムの周波数リソース割
当手法に関する研究は，セルラーシステムで考案された，線形計画法（LP: Linear 
Programming）を用いた最適な割当方法[40]を非静止衛星通信システムに拡張し
た手法[41]-[42]がある．しかし，時間とともに干渉条件やトラヒック量が大きく変
動し，同一衛星内のスポットビーム間のハンドオーバや衛星間のハンドオーバが頻
繁に発生する非静止衛星通信システムでは，ハンドオーバ呼のトラヒック量を考慮
した周波数リソース割当手法が必要となる． 
特に，多元接続方式として FDMA/TDMA（ Time Division Multiple 
Access/Frequency Division Multiple Access）併用型（あるいは，MF-TDMA: 
Multi-Frequency Time Division Multiple Accessとも言う）を採用する衛星通信
システムの場合は，周波数リソースの割当単位が周波数スロットとタイムスロット
の組み合わせとなる．さらに，システムの実運用を考慮すると，呼の接続品質を確
保するため，呼の継続中に割り当てた周波数リソースの変更，すなわち，Intra-cell 
handoverの発生を最小化する必要がある．このためには，時間が経過しても割り
当てた周波数リソースが極力変動しないような，“時間的な連続性”を考慮する必
要がある．このような周波数スロットとタイムスロットの割当を行うだけでなく，
時間軸における連続性を実現する周波数リソース割当手法は確立されていなかっ
た． 
この他，近年では音声通話のサービスの他に，世界のさまざまな地域でメッセー
ジサービスの普及が進んでいるが，非静止衛星通信システムを用いることでグロー
バルなメッセージサービスの提供が可能である．非静止衛星通信システムは衛星の
移動に伴って，地表面から見た衛星の仰角が常に変化するため，さまざまな仰角の
衛星を用いてメッセージのダイバーシチ送信を行うことで，メッセージの端末への
受信確率が高くなると期待できる．このような非静止衛星通信システムを活用した
メッセージサービス提供に有効な周波数リソース割当手法に関する研究は進めら
れていなかった． 
1.2.2 周波数制約と電力制約を考慮した無線リソース割当手法 
セルラーシステムなどのすべての無線局が地上にある無線通信システムとは異
なり，衛星通信システムは衛星での発電量の上限がある上，他のシステムとの干渉
を回避するため，衛星の送信電力は上限がある．近年，衛星通信システムよりもイ
ンフラの展開費用が安価で，かつ，飛翔体の飛行高度が 20km程度と低軌道の非静
止衛星通信システムよりも伝搬距離と伝搬遅延時間が 50分の 1程度のHAPSも衛
星通信システムと同様，電力リソースも貴重な無線リソースである．しかしながら，
これまでの研究報告では，研究の対象は周波数リソースのみであり，周波数リソー
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スのみならず電力リソースを同時に考慮した無線リソース割当手法に関する検討
はなされていなかった． 
また，セルラーシステム等を対象に検討されてきた従来の周波数リソース割当手
法に関する研究は，想定されるトラヒック量を最少の周波数リソースで収容するこ
とを目的としていた．この理由の一つとして，従来は，トラヒック量の予測や推定
が比較的容易な電話呼がトラヒックの主流であったことが挙げられる．しかしなが
ら，近年ではバースト性を有するデータトラヒックが急増し，トラヒック量の予測
は困難になっている．一般的に，衛星通信システムや HAPS では，システムで使
用可能な周波数リソースと電力リソースはあらかじめ確定していることが多い．従
って，トラヒックの予測が困難なデータトラヒックが主流となる場合，システムに
割り当てられたリソースを最大限有効に使用し，ユーザの満足度を高めるようなシ
ステムの運用，つまり，使用可能な周波数リソースと電力リソースを有効に使用し，
トラヒックのスループットを最大化するような無線リソースの割当手法が望まれ
ていた． 
1.2.3 メッシュ型 FWA システムにおける自律分散型無線リソース割当手法 
近年のインターネット通信の急激な需要の増加に伴い，ADSLや光ファイバなど
の高速な有線のアクセス回線が提供されている．同時に，ADSLや光ファイバが整
備されていない地域を中心に，安価で簡易に無線アクセス回線も注目を集めており，
その一つが広帯域加入者系無線アクセス（BFWA: Broadband Fixed Wireless 
Access）システムである[43]-[46]．この BFWAシステムに関する研究開発が盛ん
に行われており，すでに地方自治体を中心として 5 GHzや 26 GHz帯を用いた実
験も行われている[47]．また，BFWA システムの標準規格である IEEE802.16 シ
ステムがすでに開発されており，商用化が進められている． 
無線通信システムは有線通信システムと異なり，無線という媒体を使用すること
により通信回線を比較的に自由に構築することができる．この無線通信システムの
特徴を活かし，無線ネットワークを構成する無線局同士が自律的に無線リンクを確
立するシステムアーキテクチャが注目を集めている[48]-[51]．この代表的な例は，
アドホックネットワークである．さらに，単に無線リンクを自律分散的に形成する
だけでなく，１つの無線局が複数の無線局と無線リンクを形成し，メッシュ網を構
成すると，複数の通信ルートを確立することができる．複数ルートを有するネット
ワークでは迂回ルートの利用が可能になるため，降雨減衰や端末の移動に伴うシャ
ドウイングの発生時でも通信路を確保しやすくなり，ネットワーク稼働率の改善に
つながる[52]-[54]． 
従来の FWA システムのシステムアーキテクチャは，Point-to-Point（P-P）型，
もしくは，Point-to-Multipoint（P-MP）型のみであった．近年になり，メッシュ
型の FWAシステムの重要性が認識されつつあり，IEEE802.16標準規格でもメッ
シュ網アーキテクチャをオプションとして記載している．しかし，
Multipoint-to-Multipoint（MP-MP）型といわれるメッシュ網構成を有する FWA
システムを対象とした自律分散型の周波数リソースの割当手法に関する研究は行
われておらず，この必要性が認識されていた． 
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1.3 本論文の構成 
本論文では，スポットビーム間の干渉条件が時変であり，かつ，スポットビーム
間，衛星間のハンドオーバが頻繁に発生する，非静止衛星通信システムのための周
波数リソースの割当手法に関する研究のほか，衛星通信システムや成層圏プラット
フォームといった，周波数リソースと同様，電力リソースが貴重な無線リソースで
ある，広域型の無線アクセスシステムのための集中制御型無線リソース最適割当手
法に関する研究，さらには，メッシュ網アーキテクチャを有する固定無線アクセス
（FWA: Fixed Wireless Access）システムのための自律分散型周波数リソース割当
手法に関する研究成果をまとめる． 
図 1.1に本論文の構成と各章の関係を示す． 
集中制御型無線リソース最適割当手法
第2章 非静止衛星通信システムにおける
周波数割当手法
¾ 線形計画法を用いた周波数割当の基本手法
¾ ハンドオーバーを考慮した周波数割当手法
¾ 再利用制約を考慮した周波数割当手法
第3章 非静止衛星通信システムにおける
タイムスロット割当手法
¾ 連続性を考慮した周波数スロット・タイム
スロット割当手法
¾ ショートメッセージサービス用タイムスロッ
ト割当手法
第5章 メッシュ型FWAシステムにおける自律分散型無線リソース割当手法
¾ 周波数スロット割当手法
¾ 可変TDD制御手法
第4章 広域無線通信システムにおける周波数・電力リソース割当手法
¾ 周波数制約と電力制約を同時に考慮した無線リソース割当手法
自律分散型無線リソース割当手法
第6章 結論
第1章 序章
 
図 1.1 本論文の構成と各章の関係 
図 1.1を用いて，各章の概要を以下に記載する． 
第 2章ではまず，非静止衛星通信システムの概要を述べるとともに，非静止衛星
通信システムのスポットビームへの周波数スロット割当計画の基本的な手法を紹
介する．この基本手法では，線形計画法（LP: Linear Programming）を用いてお
り，最適な周波数スロットの割当解が得られることが特長として挙げられる．次に，
実運用では新規呼の収容率よりもハンドオーバ呼の収容率を優先する必要がある
ため，ハンドオーバ呼のトラヒック量を考慮した周波数スロット割当手法や呼制御
手法の適用効果を紹介する．この他，所定の回線品質を満足するため，同一周波数
の再利用回数の上限値が与えられた場合を想定し，基本手法で用いた LPのモデル
式を拡張した周波数スロットの割当手法を提案する．なお，計算機シミュレーショ
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ンを用いたさまざまな性能評価を行う上で使用した非静止衛星通信システムは，筆
者が実際に研究開発に従事した ICOシステムである． 
第 3章では，FDMA/TDMA併用型の多元接続方式を有する非静止衛星通信シス
テムにおける周波数リソースの割当手法を提案する．FDMA/TDMA併用型のシス
テムでは，周波数リソースの割当単位は，周波数スロットとタイムスロットの組み
合わせとなる．ちなみに，第 2章では，多元接続方式として FDMAを想定してお
り，周波数リソースの割当単位は周波数スロットのみであった．したがって，第 3
章では，周波数リソースの割当問題がより複雑になっている．ところで，
FDMA/TDMA 併用型の非静止衛星通信システムを集中制御型のアーキテクチャ
で運用する場合，スポットビームに割り当てられた周波数リソースは一般にゲート
ウェイ地球局（以下，GW局）で管理される．この場合，スポットビームごとに割
り当てた周波数リソースを複数の GW局に配分する必要がある．この GW局への
周波数リソースの配分に当たっては，各 GW 局と衛星軌道上を移動する各衛星と
の接続性を考慮する必要がある．さらに，呼に対して割り当てた周波数リソースを
変更するという Intra-cell handoverを行うと呼の接続品質に影響を与えることが
あるため，時間が経過しても，スポットビームごと・GW局ごとに割り当てた周波
数リソースを極力変化させないような時間的な連続性を考慮する必要がある．第 3
章ではこのような時間的連続性を考慮した周波数リソースの割当方法を紹介する．
この他，非静止衛星通信システムを用いたメッセージサービスの提供に必要なタイ
ムスロット割当手法についても第 3章で紹介する．このメッセージサービスは，衛
星の多くの送信電力量を使用し，端末へのメッセージ到着率を向上させることを目
的として，1タイムスロットで同時に電波を輻射できるスポットビーム数は衛星内
で高々1つであること，また，全衛星で同一周波数スロットを使用することから干
渉を回避しつつ，非静止衛星通信システムの場合，複数の衛星のスポットビームが
地表面を照射可能であることから，タイムスロットをずらしながらさまざまな衛星
から照射されるように割当計画を作成することが求められる． 
第 3章までは，無線リソースとして周波数リソースに着目した研究成果を紹介す
るが，第 4章では，周波数リソースと同様に貴重な無線リソースである電力リソー
スの制約が存在する衛星通信システムや HAPS などのシステムにおいて，周波数
制約と電力制約の両方を同時に考慮し，周波数・電力リソースを割り当てる手法を
提案する．この手法では，線形計画手法を用いているため，最適解を得ることがで
きる．また，提案手法は，与えられた無線リソースを余すことなく有効に使用し，
スループットの向上を実現するだけでなく，地域によって，トラヒックの収容率に
差が生まれないような工夫もされている．この第 4章で紹介する，周波数リソース
と電力リソースの両方を考慮した，最適な無線リソース割当手法が本論文における
集中制御型の無線リソース割当手法の集大成的な位置づけとなる． 
第 4章までの集中制御型の無線リソース割当計画手法とは異なり，第 5章では，
自律分散型の周波数リソース割当手法について紹介する．自律分散型では，集中制
御型のように大局的な最適解は得られないものの，無線通信システムのネットワー
ク規模が変化するアドホックネットワークやインターネットトラヒックに代表さ
れるトラヒック量の変動が激しく，トラヒック量の変動に応じて周波数リソースの
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割当をダイナミックに行うためには，高速で割当解を探索し，スケーラビリティに
富む自律分散型の周波数リソース割当手法が望まれる．この章では，メッシュ網ト
ポロジーを有する加入者系固定無線アクセス（FWA: Fixed Wireless Access）シス
テムを対象にした自律分散型周波数スロット割当手法を紹介する．この他，周波数
リソースの有効利用を実現する上で参考となる，時分割複信方式（TDD: Time 
Division Duplex）の TDD境界（TDD boundary）の決定方法についても紹介する． 
最後に，第 6章では，本論文に記載した研究成果の結論をまとめるとともに，無
線リソース割当手法に関する今後の研究の方向性について触れる． 
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第2章 非静止衛星通信システムにおける周波数割当手法 
本章ではまず，非静止衛星通信システムの特徴を概説する．その後，マルチスポ
ットビームを有する非静止衛星通信システムを対象に，各スポットビームに対する
周波数割当において考慮すべき制約条件を明確化した上で，線形計画法を用いた周
波数割当手法を紹介する．次に，衛星の移動に伴うスポットビーム間ハンドオーバ
の発生時においても呼の話中切断を回避する周波数割当手法を提案する．この他，
周波数再利用回数に制約が存在する場合の周波数割当手法も述べる． 
2.1 まえがき 
非静止衛星通信システムは，グローバルなサービスカバレッジを有し，音声呼と
データ呼の通信回線を提供する，低高度もしくは中高度の衛星軌道上を多くの衛星
が移動するシステムである．代表例として，イリジウム TMや GLOBALSTARTM，
ICOTMなどが存在する．これらのシステムは，使用周波数帯が 1 GHzを超え，音
声呼やデータ呼などのマルチメディアトラヒックを扱う大規模な LEOシステムで
あることから，Big-LEO と呼ばれている．一方，データ伝送のみを扱い，1 GHz
以下の周波数帯（UHF 帯や VHF 帯など）を使用する比較的小規模な非静止衛星
通信システムは Little LEOと呼ばれている．いずれのシステムの場合も音声呼や
データ呼を効率よく収容し，高品質な通信サービスを提供するためには，周波数リ
ソースを適切に割り当てる必要がある．ここで，周波数リソースとは，例えば，多
元接続方式が FDMAの場合，周波数スロットという割当単位から構成される集合
とする． 
これまで，地上のセルラーシステムを対象にした周波数割当手法については多く
の研究成果が報告されている．周波数割当手法は，大きく分けて，固定チャネル割
当（FCA: Fixed Channel Assignment），フレキシブルチャネル割当（FLEXCA: 
Flexible Channel Assignment），ダイナミックチャネル割当（DCA: Dynamic 
Channel Assignment），ハイブリッドチャネル割当（HCA: Hybrid Channel 
Assignment）という 4種類に分類される[36]，[55]-[60]．FCAでは，各セルに割
り当てられる周波数リソース量を一度決定すると，その割り当てられた周波数リソ
ース量を変化させない．割り当てられる周波数リソース量が固定であるということ
から“Fixed”という用語を使用している．一方，FLEXCAは，トラヒック量の変
動に応じて各セルに割り当てる周波数リソースを変化させることを特徴とし，あら
かじめ，セル毎のトラヒック量の変動を把握し，トラヒック量が多いセルにおいて
も多くの呼損が発生しないよう，“flexibleに”周波数リソースを割り当てる．一
般的に，FCAや FLEXCAは，周波数割当を司る装置が周波数割当に必要な全ての
情報を収集し，周波数割当を行うという，集中制御型アーキテクチャで実行される．
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DCA は，呼が生起する度に周波数リソースを割り当てるという方針に基づくもの
であり，集中制御型と自律分散型の二種類のアーキテクチャで実現可能である．集
中制御型アーキテクチャを用いて割当を行う場合，周波数リソースの割当処理を担
当する装置がシステム内の全てのセルにおいて発生する呼の生起や終了というす
べてのイベントを即座に収集し，呼の生起や終了に応じて周波数リソースの割当・
解放を行う．このように集中制御型アーキテクチャの場合は，大局的な情報を元に
周波数リソースを割り当てるため，大局最適な割当解を得ることができるが，割当
対象のセル数が多くなるほどイベント情報の収集や周波数リソースの割当などの
必要なシグナリング情報が多くなる上，呼の生起から周波数リソース割当までに要
する時間が長くなることが欠点である．これに対して，自律分散型アーキテクチャ
を採用する場合は，各セルが収集可能な局所的な情報を用いて周波数リソースの割
当・解放を自律分散的に行う．したがって，呼の生起から周波数リソース割当まで
に要する時間は短いが，情報が局所的であるため，大局最適ではなく局所最適な割
当解しか得られない．最後に，HCAは FCAと DCAなど，複数の割当手法を組み
合わせたものである．例えば，FCAと DCAの組み合わせを用いる HCAでは，「予
め決定された固定の周波数リソースを各セルに割り当てておき，その固定の周波数
リソースが不足した場合にのみ，全セルで共通に使用可能な周波数リソースのプー
ルから新規に発生した呼に対して周波数リソースを割り当て，その新規呼が終了す
ると使用していた周波数リソースをリソースプールに返還する」という流れで周波
数リソースを使用する． 
衛星が移動する非静止衛星通信システムでは，スポットビームの照射領域に相当
する無線セルあたりのトラヒック量の変動がセルラーシステムに比べて激しいた
め，固定の周波数リソースを割り当てる FCAは非静止衛星通信システムには不向
きである．しかし，呼の生起や終了，ハンドオーバなどのイベントが発生する度に
様々な処理を行う自律分散型の DCAでは，高速かつ高負荷にも耐用可能なプロセ
ッサが必要である．しかし，動作環境が厳しい宇宙空間において，このような高度
なオンボードプロセッサを搭載することは容易ではなく，また，リスクも高い．し
たがって，非静止衛星通信システムのように衛星の移動に伴って多くの制御イベン
トが発生する環境では，自律分散型の DCA を採用することは困難である．また，
集中制御型の DCAを採用する場合も，自律分散型 DCAと同様に，呼の生起や終
了，ならびに，これに付随する周波数リソースの割当や解放など，制御用トラヒッ
クに多くの周波数リソースを使用する上，衛星通信の場合は自由空間の伝搬距離が
長いため，呼設定やハンドオーバに伴う周波数リソースの移し替えに長い時間を要
し，品質の劣化を招く． 
以上より，本章では，高速なオンボードプロセッサを必要としない集中制御型ア
ーキテクチャで，かつ，トラヒック量の変動にも追従可能な FLEXCAも割当手法
モデルをベースに，大局最適な割当解を与える線形計画法（LP: Linear 
Programming）を採用した周波数リソース割当手法（FLEXCA-LP と呼ぶ）を紹
介する[41][42]． 
ところで，前述のように，非静止衛星通信システムでは衛星の移動に伴ってスポ
ットビーム間や衛星間のハンドオーバが生じる．特に，スポットビームの移動速度
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と平均通話時間の積（つまり，通話中に衛星が移動する距離）がスポットビームの
照射領域と同等以上の場合は，スポットビーム間のハンドオーバが頻繁に発生する．
したがって，無線セル当たりのトラヒック量は新規呼とハンドオーバ呼という二種
類のトラヒック量の総和となる．国際電気通信連合（ITU）の勧告文書にも記載さ
れているように，一度システムによってサービスを開始した通話中の呼の切断率は，
新規呼の呼損率よりも低く抑える必要がある [61]-[64]．本章では，前述の
FLEXCA-LP手法で使用した LPのモデル式を改良し，ハンドオーバ呼のトラヒッ
ク量を考慮した周波数リソース割当手法を提案する．また，LPを用いて得られた
割当結果に対して，通話中の呼やハンドオーバ呼といった優先呼に対して優先的に
通信回線を割り当てる Call Admission Control（CAC）手法[65]-[66]を適用し，ハ
ンドオーバの失敗率や話中の呼の切断率を改善する割当手法を提案する．また，計
算機シミュレーションを用いて，これらの手法の有効性を示す[67]． 
一般に，周波数割当では，周波数リソースの有効利用を図るため，周波数スロッ
トを再利用する．しかし，周波数再利用によるシステム内干渉によって発生する回
線品質の劣化を回避するためには，周波数再利用回数の上限を設けることがある．
本章では，周波数リソースの再利用回数の制約が存在する場合の周波数割当手法も
紹介する． 
2.2 非静止衛星通信システムのモデル 
本節では，非静止衛星通信システムの概要を述べたあと，非静止衛星通信システ
ム特有の衛星の移動に伴う無線セル当たりのトラヒック量の変動と無線セル間の
干渉条件の変動について紹介する． 
2.2.1 非静止衛星通信システムの例 
非静止衛星通信システムの衛星配置例を図 2.1に示す．1衛星軌道面で照射でき
る地表面領域は限られていることから，一般に，グローバルサービスを提供する非
静止衛星通信システムは，複数の衛星軌道を用い，複数の衛星を配備する．また，
携帯端末などの小型端末による通信を可能にするため，アンテナの放射パターンの
指向性が鋭いマルチスポットビームを採用し，等価等方輻射電力（EIRP：
Equivalent Isotoropic Radiated Power）を高めている．なお， 1衛星から照射さ
れるスポットビーム数はシステムによって異なるが，数十～数百である．例として
図 2.2に，衛星高度が約 1万 kmの ICOシステムの衛星が搭載する 163個のスポ
ットビームのカバレッジエリアを示す．スポットビームのカバレッジエリアがセル
ラーシステムのセルと同様であることから，以降では，スポットビームのカバレッ
ジエリアを“無線セル”と呼ぶ． 
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図 2.1 非静止衛星通信システムの衛星配置例 
 
図 2.2 スポットビームのカバレッジエリア（無線セル）の例 
静止衛星通信システムと同様，非静止衛星通信システムのネットワーク構成は図 
2.3に示すように衛星，端末，ゲートウェイ地球局から構成される．ゲートウェイ
地球局～衛星間の無線リンクはフィーダリンクと呼ばれ，本章では，フィーダリン
クのカバレッジエリアは衛星に搭載される単一のグローバルビームを用いて形成
されると仮定する．一方，端末～衛星間の無線リンクはサービスリンクと呼ばれ，
サービスリンクのカバレッジエリアは衛星に搭載されるマルチスポットビームに
よって形成される．図 2.3に示すように，フィーダリンクカバレッジとスポットビ
ームカバレッジが地表面で重なっているため，フィーダリンクに使用する周波数帯
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とサービスリンクに使用する周波数帯は異なる． 
Satellite
Movement
Satellite
Spot-beams
Gateway
Earth Station
Single Global Beam Coverage
for Feeder-link
Feeder-link
Service-link
 
図 2.3 非静止衛星通信システムにおける無線リンク 
2.2.2 衛星移動に伴う周波数再利用条件の変動 
非静止衛星通信システムは複数の衛星軌道上を周回する複数の衛星から構成さ
れ，指向性利得が高いマルチスポットビームをサービスリンクで用いる．これによ
って，携帯端末のような小型端末でもグローバルな通信サービスを行うことが可能
になる．前節で述べたように，衛星通信システムのスポットビームによって形成さ
れるカバレッジエリアはセルラーシステムのカバレッジエリアを概念的に定義し
た“無線セル”に相当する．したがって，周波数リソースの割当問題を考えたとき
には，セルラーシステムを対象にした周波数リソースの割当問題と同様であると考
えられる．すなわち，セルラーシステムにおいて活用されている周波数リソースの
繰り返し再利用の概念を非静止衛星通信システムにも適用可能である． 
しかしながら，非静止衛星通信システムの場合は，衛星の移動に伴ってスポット
ビームが移動するため，ある衛星のスポットビームの無線セルと，この衛星とは異
なる衛星軌道上の衛星のスポットビームの無線セルとの距離が変動するため，無線
セル間の干渉条件が時間とともにダイナミックに変動する．以降，無線セル間で同
一の周波数リソースを再利用できるか否かを示す情報を“周波数再利用条件”と呼
ぶことにすると，非静止衛星通信システムの場合は，この周波数再利用条件が時変
となる． 
図 2.4の例では，時間の経過とともに，衛星 Aと衛星 Bが移動し，衛星 Aのス
ポットビーム aと衛星 Bのスポットビーム bの無線セルが重なったり近づいたり
すると，これら 2つのスポットビームには同一の周波数リソースを割り当てること
が出来ない．一方，衛星 Cのスポットビーム cの無線セルは衛星 Aのスポットビ
ーム aや衛星 Bのスポットビーム bから遠ざかる方向にあるため，衛星 Cのスポ
ットビーム cは衛星 Aのスポットビーム a，もしくは，衛星 Bのスポットビーム b
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と同一の周波数リソースを使用することが可能である．したがって，時間の経過と
ともにスポットビームによって形成される無線セル間の周波数再利用条件を求め
ておく必要がある． 
Satellite C
Satellite B
Satellite A
Spot-beam a Spot-beam b
Spot-beam c
Orbital Plane #2
Orbital Plane #3
Orbital Plane #1
 
図 2.4 スポットビームカバレッジの移動に伴う干渉条件の変化 
2.3 線形計画法を用いた周波数リソース割当手法 
本節では，線形計画法（LP: Linear Programming）を用いた FLEXCA 手法
（FLEXCA-LP）について説明する[61][62]． 
2.3.1 目的と制約条件 
2.2.2節でも述べたように，非静止衛星通信システムでは，無線セル当たりのト
ラヒック量のみならず，無線セル間の周波数再利用の可否が時間的に変化する（つ
まり，時変になる）．図 2.5中の(a)と(b)は，各無線セルにおいて，時刻によって
変動するトラヒック量と周波数再利用の可否についての概念を表している．時間変
動に伴って，割り当てる周波数リソース量を変化させる FLEXCA手法は，このよ
うな時間変動の激しいシステムにも適用可能であり，FLEXCA 手法の考えに基づ
いて割り当てられる周波数スロット数は，図 2.5中の(c)のようになる． 
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図 2.5 非静止衛星通信システムにおける FLEXCA手法による周波数リソースの割当結果イ
メージ 
次に，FLEXCA-LPを用いて周波数リソースを割り当てる際に考慮する目的と制
約条件を以下にまとめる． 
 
＜目的＞ 
z システム全体で使用する周波数リソース（つまり，割り当てる周波数スロッ
ト数の総和）を最小化すること． 
 
＜制約条件＞ 
z 時変の周波数再利用条件を満足すること． 
z 各無線セルのトラヒック量と許容される呼損率から求められる無線セルご
との所要周波数スロット数以上の周波数スロットを割り当てること． 
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2.3.2 線形計画モデル 
2.3.2.1 周波数再利用集合行列 
2.3.1節に記載した目的と制約条件に沿った線形計画モデルを作成するため，ま
ず，各無線セルの周波数再利用条件を表す“周波数再利用集合行列”を定義する． 
セルラーシステムなどの無線通信システムにおいて適用される周波数再利用の
概念は，無線セル間の干渉条件を考慮し，システム内の全無線セルを，同一周波数
リソースを繰り返して使用するセルの集合に分けるというものである．この無線セ
ルの集合は複数存在するので，それぞれの無線セル集合に対して周波数スロットを
割り当てることにより，無線セル間干渉を回避した周波数割当が可能になる．以上
の概念を非静止衛星通信システムにも応用する． 
以下の説明のために，“周波数ブロック”という用語を定義する．周波数ブロッ
クとは，セルラーシステムで適用されるセル繰り返しパターンの“ID”に相当す
るものである．例えば，3セル繰り返しなら，周波数ブロックの IDは 1，2，3の
3種類となる．すなわち，同一の周波数ブロック IDを有する無線セルは同一の周
波数スロットを再利用できる．提案手法では，無線セルと周波数ブロックの対応付
けを行った後，周波数ブロック内の周波数スロット数を決定することにより，無線
セルに割り当てる周波数スロット数を決定している．一般に，セルラーシステムの
場合は，周波数ブロック数は繰り返しセル数と等しくなる．ところが，非静止衛星
通信システムの場合，ある衛星から照射されるスポットビームの無線セルが隣接す
る衛星のスポットビームの無線セルと重なる．1衛星内のセルについては，セルラ
ーシステムと同様の考え方を適用することができるが，このセルには隣接衛星のセ
ルのカバレッジエリアと重なるため，カバレッジエリアがオーバラップしている無
線セルについては，セルラーシステムの周波数ブロックの考え方をそのまま流用す
ることはできない．したがって，非静止衛星通信システム用に周波数ブロックを定
義し，いかなる無線セル間でも干渉が発生しないように無線セルに周波数リソース
を割り当てる必要がある．ちなみに，本章の数値評価では，周波数ブロックの総数
を 16としている．この数値の根拠を以下に説明する．まず，セルラーシステムの
4セル繰り返しを衛星内の無線セルに適用するという前提の下，非静止衛星通信シ
ステムにおいて異なる軌道面で衛星のカバレッジエリアが重なる領域でも 4 セル
繰り返しを行うために，軌道面毎に 4つの周波数ブロックを使用する．さらに，同
一軌道面内でも衛星のカバレッジエリアが重なるため，さらに 2種類に分けている．
したがって，この 2軌道面の非静止衛星通信システムで 4セル繰り返しを満足する
ために必要な周波数ブロック数は 4×2×2＝16となる． 
以上より，まず，無線セル間の干渉が発生しないようにM 個の周波数ブロック
を生成する．非静止衛星通信システムの衛星軌道面数，軌道面当たりの衛星数，衛
星当たりの無線セル数をそれぞれ， pN ， sN ， bN とすると，システム内の無線セ
ル総数 Nは p s bN N N となる．無線セルと周波数ブロックをそれぞれインデックス i
と jで表す．時刻 tにおいて，無線セル iが周波数ブロック jの使用可否を表す変数
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( )ijA t を“周波数再利用集合行列”と呼び，以下のとおり定義する． 
 1: if radio-cell  can use frequency block ( )
:otherwiseij
i j
A t
⎧⎪⎪⎨⎪⎪⎩
=
0
 (2.1) 
なお，行列 ( )ijA t⎡ ⎤⎢ ⎥⎣ ⎦のサイズは， N M× となる． 
2.3.2.2 リソース要求ベクトル 
各無線セルにおける周波数リソースの要求量（所要周波数スロット数）は各無線
セルのトラヒック量（呼量）を元に求める．無線セルのトラヒック量の推定値の求
め方は，過去に取得した無線セルごとのトラヒック量の時系列データを元に求める
方法と，地表面を細分化した領域（以降，GC: Ground Cellと呼ぶ）ごとに取得し
たトラヒック量の推定値と，時刻ごとの各無線セルのカバレッジエリア内に含まれ
る GCの情報を元に求める方法が考えられる． 
後者の方法によって，無線セル毎のトラヒック量の変動を求める例を示す．まず，
図 2.6のように GCごとの最繁忙時におけるトラヒック量を仮定するとともに，図 
2.7のような最繁忙時を 100%としたときのトラヒック量の比率を表すローカル時
刻でのトラヒックプロファイルを仮定する．最繁忙時のトラヒック量とローカルプ
ロファイルから，各 GCにおける各時刻でのトラヒック量を推定することができる．
各時刻におけるスポットビームのカバレッジエリアから，図 2.8に示すような無線
セル当たりのトラヒック量の推移を知ることができる．図 2.8では代表的な 4つの
無線セルを例として示されているが，この図からわかるように，トラヒックのピー
クが無線セルによって異なることや，トラヒック量の絶対値が大きく異なることが
わかる． 
なお，時刻 tにおける無線セル iのトラヒック量 ( )iE t が得られると，所要周波数
スロット数 ( )iR t は，システムで許容する呼損率 thB と次に示すアーランの損失式
（Erlang’s B-Formula）を用いることにより求められる． 
 
( ) ( )
( )
( )( )th
0
!
!
i
i
R t
i
i
nR t
i
n
E t
R t
B
E t
n=
=
∑
 (2.2) 
 
第 2章 非静止衛星通信システムにおける周波数割当手法 
- 18 - 
 
図 2.6 最繁忙時のトラヒック量の分布例 
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図 2.7 トラヒック量のローカルプロファイル 
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図 2.8 無線セルにおけるトラヒック変動の代表例 
2.3.2.3 サンプリング間隔と更新間隔 
実際に，周波数リソースの割当を行う際，トラヒック量や無線セルのカバレッジ
エリアを時刻が変化するたびに取得する必要がある．また，FLEXCA-LPを用いて，
周波数リソースの割当結果を更新する間隔についても検討する必要がある．よって，
以降では，各種情報を取得する“サンプリング時刻” 1 2 3, ,τ τ τ "と“サンプリング
間隔” τΔ ，ならびに，周波数リソースの割当結果を更新する“更新時刻” 1 2 3, ,T T T "
と“更新間隔” TΔ を図 2.9のように定義する．更新間隔 TΔ は周波数リソースの
割当結果が激しく変化しない程度の値に，また，サンプリング間隔 τΔ は無線セル
当たりのトラヒック量やカバレッジエリアの変動を追随できる程度の値に設定す
る必要がある． 
1T
τΔ
Sampling interval Update interval
1τ
TΔ
2T 3T
2τ 3τ "
Update times
Sampling times
FLEXCA-LP:
channel requirement is estimated
during this period
Time
 
図 2.9 情報取得のためのサンプリング間隔と周波数スロット割当の更新間隔 
サンプリング時刻 τにおける周波数再利用集合行列の要素と周波数リソース要
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求ベクトルの要素をそれぞれ ( )ijA τ ， ( )iR τ と表す．更新時刻Tにおいて次の更新時
刻までの周波数リソース割当を行うため，更新時刻Tにおける ( )ijA T と ( )iR T は時刻
Tから次の更新時刻までの間に存在する全てのサンプリング時刻で取得した情報
をもとに，以下の式によって求める． 
 ( ) ( ),   for all  and ij ij
T T T
A T A i j
τ
τ
≤ < +Δ
= ∩  (2.3) 
 { }( ) max ( ) ,   for all i iR T R T T T iτ τ= ≤ < +Δ  (2.4) 
2.3.2.4 FLEXCA-LP 手法の線形計画モデル式 
更新時刻Tにおいて，周波数ブロック jに割り当てる周波数スロット数を ( )jB T
とすると，2.3.1節の目的と制約条件から FLEXCA-LP手法の LPモデル式は以下
の通りとなる． 
Minimize 
1
( )
M
j
j
B T
=
∑  (2.5) 
Subject to 
1
( ) ( ) ( ),    for all 
M
ij j i
j
A T B T R T i N
=
× ≥ ∈∑  (2.6) 
更新時刻ごとにこの LP モデル式を解くことにより，例えば 24 時間分などの必
要とする期間における非静止衛星通信システムのための周波数リソース割当計画
を得ることができる． 
2.4 ハンドオーバを考慮した周波数割当手法 
2.4.1 シミュレーションソフトを用いた呼切断の評価 
2.3.2節で示した FLEXCA-LP手法の中で求めたリソース要求ベクトルの各要素
( )iR T は，新規呼の呼量と許容される呼損率を用いて算出しているため，
FLEXCA-LP手法は新規呼のみを考慮した手法である．非静止衛星通信システムで
は，衛星の移動に伴って無線セル間ハンドオーバが発生する．また，継続呼も存在
する．しかしながら，FLEXCA-LP手法によって，更新時刻ごとに周波数ブロック
毎の最適な周波数スロット数を決定すると，周波数ブロックによっては更新時刻で
割り当てられた周波数スロット数が減少することもある．この場合，(1)継続呼の
切断，(2)ハンドオーバ呼のハンドオーバ失敗という望ましくない事象となる． 
そこで，呼毎のイベントを全て管理するイベントドリブン型のシミュレーション
ソフトを用いた，新規呼の呼損率の他にハンドオーバ呼のハンドオーバ失敗率や継
続呼の切断率の計測を行う． 
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2.4.2 呼切断の評価指標 
評価指標として，新規呼の呼損率B，ハンドオーバ失敗率F，（周波数スロット
の更新時刻での周波数リソース不足による）呼切断率Dを以下のように定義する． 
 100(%)B
S B
FB
F F
= ×+  (2.7) 
 100(%)F
S F
HF
H H
= ×+  (2.8) 
 100(%)D
C B F D
CD
C F H C
= ×+ + +  (2.9) 
なお，式中の変数の定義は以下の通りである． 
SF ： システムに収容された新規呼の総数 
BF ： 呼損となった新規呼の総数 
SH ： ハンドオーバが成功したハンドオーバ呼の総数 
FH ： ハンドオーバ失敗となったハンドオーバ呼の総数 
CC ： 終話した呼の総数 
DC ： 強制切断となった継続呼の総数 
2.4.3 継続呼を考慮した FLEXCA-LP 手法の改良 
ITUの勧告によると，新規呼の呼損率に比べて，一度システムによってサービス
を受けた継続呼の切断率（ハンドオーバによる失敗を含む）を低くする必要がある
[61]-[64]．本節では，継続呼の切断率を改善するための手法を紹介する． 
2.4.3.1 追加周波数スロット割当法 
追加周波数スロット割当法は，FLEXCA-LPを用いて各周波数ブロックに割り当
てた周波数スロット数に対し，単に固定分の周波数スロット eΔ を追加するという
手法である．数式で表すと，以下のようになる． 
 ˆ ( ) ( ) ,   for all j jB T B T e j= +Δ  (2.10) 
この手法は周波数スロットを追加することによって，ハンドオーバ呼や継続呼の
みならず，新規呼も収容できるため，ハンドオーバ呼の失敗率のみならず，継続呼
の切断率や新規呼の呼損率の改善を図ることができる．しかし，システム全体で
M eΔ の追加の周波数スロットを必要とする． 
2.4.3.2 FLEXCA-Hys 手法 
FLEXCA-Hys手法は，継続呼のトラヒック量を勘案した FLEXCA-LP手法の改
良版であり，更新時刻において各無線セルにおける所要周波数スロット数を見積も
る際に，更新時刻の前に発生している呼のトラヒック量を考慮するというものであ
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る[67]．図 2.10に示すように，更新間隔に一定の期間（以降，“ヒステリシス期
間”と呼ぶ） hΔ を加えた期間における所要周波数スロット数を求める．更新時刻T
における無線セル iの所要周波数スロット数を数式で表すと以下の式のようになる． 
 { }( ) max ( ) ,   for all i iR T R T h T T iτ τ= −Δ ≤ < +Δ  (2.11) 
なお，周波数再利用集合行列 ( )ijA T はトラヒック量とは無関係な無線セルの領域と
いう幾何的な情報に基づく値であるため，ヒステリシス期間を考慮する必要はない． 
(2.6)式の右辺である ( )iR T の代わりに(2.11)式の ( )iR T を適用することにより，継
続呼のトラヒック量を考慮した周波数スロット割当結果を得ることができる． 
1T 2T0T
1τ 2τ 3τ "0τ
hΔ
Time
FLEXCA-Hys
FLEXCA-LP
Frequency slots Additional frequency slots 
allocated by FLEXCA-Hys
Original frequency slots 
allocated by FLEXCA-LP
 
図 2.10 FLEXCA-Hys手法を用いて割り当てられる周波数スロットの概念図 
2.4.4 GoS 制御手法の適用 
2.4.3節の 2 種類の手法は追加の周波数スロットを必要とするが，本節で紹介す
る制御手法は追加の周波数スロットを必要とせずに，GoS（Grade of Service）を
制御する．一般に，GoS とは呼損率や呼の接続遅延などの指標を意味するが，以
降では，新規呼の呼損率，ハンドオーバ呼のハンドオーバ失敗率，継続呼の切断率
という 3つの指標を表す．紹介する制御手法は，優先呼と非優先呼に分類し，周波
数スロットを使用する場合，非優先呼よりも先に優先呼に使用させるというもので
ある．（近年では，このような制御手法を，CAC: Call Admission Controlと呼ん
でいる．）継続呼やハンドオーバ呼を優先呼と位置づけ，新規呼を非優先呼とする
と，継続呼の切断率やハンドオーバ呼の失敗率が改善すると期待できる． 
本章では，以下の 3種類の GoS制御手法を使用する． 
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(b)                (c) 
図 2.11 GoS制御手法の概念図．(a) Channel Reservation Technique (CR)，(b) Split High-Usage 
Group Technique (SH)，(c) Split Final Group Technique (SF) 
2.4.4.1 Channel Reservation Technique（CR） 
この Channel Reservation Technique（以下，CRと略記）は，無線セルに割り
当てられた周波数スロットの一部を，優先呼用のみに占有的に使用させるというも
のである．図 2.11(a)に示すように，無線セル iに割り当てられた全周波数スロッ
ト数 iS の中で未使用の周波数スロット数が優先呼用に確保している周波数スロッ
ト数 r iC S 以下となると，非優先呼は呼損となるが，優先呼は優先呼用に確保されて
いる周波数スロット数 r iC S を使用することができる．ここで， rC は 0 以上 1 以下
の値域を有する，優先呼用に確保する周波数スロット数の割合を示すパラメータで
ある． 
2.4.4.2 Split High-Usage Group Technique（SH） 
Split High-Usage Group Technique（以下，SHと略記）は，図 2.11(b)に示す
ように，割り当てられた周波数スロット総数 iS を h iC S 個の周波数スロット数を有す
る“優先呼専用スロット”と i h iS C S− 個の“共通スロット”の二種類に分類する．
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ここで， hC は 0 以上 1 以下の値域を有する，優先呼用に確保する周波数スロット
数の割合を示すパラメータである． 
優先呼は，最初に優先呼専用スロットを使用し，優先呼専用スロットに空きがな
くなると，共通スロットを使用する．一方，非優先呼は共通スロットのみを使用可
能であるため，共通スロットに空きがなくなると呼損になる． 
2.4.4.3 Split Final Group Technique（SF） 
図 2.11(c)に示すように，Split Final Group Technique（以下，SFと略記）は
SHと同様，割り当てられた周波数スロット総数 iS を f iC S 個の周波数スロット数を
有する“優先呼専用スロット”と i f iS C S− 個の“共通スロット”の 2 つに分ける．
ここで， fC は 0以上 1以下の値域を有する，優先呼用に確保する周波数スロット
数の割合を示すパラメータである． 
SHと異なる点は，優先呼と非優先呼は共に共通スロットを使用し，共通スロッ
トの空きがなくなると，優先呼は優先呼専用スロットを使用し，非優先呼は呼損に
なるという点である． 
2.4.5 シミュレーションソフトの概要 
性能評価を行うため，イベントドリブン型のアーキテクチャを用いてシミュレー
ションソフトを開発した．このソフトでは，呼の発生や呼に対する周波数スロット
の割当，ハンドオーバの発生，継続呼の切断や呼の終話といった，すべてのイベン
トを呼ごとに管理している． 
FLEXCA-LPを用いて得た周波数スロットの割当結果を用いて，イベントドリブ
ン型のシミュレーションを実行しているため，非静止衛星通信システムの諸元は共
通である．また，シミュレーションでは，最もトラヒック量が多い時間帯の中で
1.5 時間分を選択した．この間に発生した新規呼の総数は約 10 万である．
FLEXCA-LP手法の評価およびシミュレーションソフトによる GoSパラメータの
評価に使用したシミュレーション諸元をそれぞれ表 2.1と表 2.2に示す． 
 
表 2.1 評価対象の非静止衛星通信システムと FLEXCA-LPを用いた周波数スロット割当の諸
元[67] 
Number of orbital planes 2 
Number of satellites per orbital plane 5 
Number of spot beams per satellite 121 
Altitude of orbital planes 10,355 km 
Sampling interval 2 minutes 
Update interval 10 minutes 
Number of frequency blocks 16 
Probability of loss in Erlang-B formula 5 % 
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表 2.2 イベントドリブン型シミュレーションソフトの諸元 
Number of the orbital planes 2 
Number of the satellites per orbital plane 5 
Number of the spot beams per satellite 121 
Altitude of the orbital planes 10,355 km 
Simulation period 6:30 - 8:00 UTC (1.5 hours) 
System M/M/S(0) 
Average call holding period 5 minutes 
 
2.4.6 シミュレーション結果 
2.4.6.1 FLEXCA-LP 手法による割当結果 
FLEXCA-LP 手法によって割り当てた結果を図 2.12にまとめる．この図からわ
かるように，周波数ブロックによっては，時間の変化に伴って，割り当てられた周
波数スロット数が大きく変動することがわかる． 
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図 2.12  FLEXCA-LPによって割り当てた各周波数ブロックの周波数スロット数 
2.4.6.2 シミュレーションソフトによる GoS パラメータの結果 
シミュレーションによって得られた新規呼の呼損率B，ハンドオーバ失敗率 F，
呼切断率Dの結果を表 2.3に示す． 
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表 2.3 新規呼の呼損率 B，ハンドオーバ失敗率 F ，呼切断率Dのシミュレーション結果 
B 0.117 % 
F 0.189 % 
D 0.807 % 
まず，この結果から全体的に，表 2.1に示すように許容呼損率として設定した
5%よりも呼損率が低いことがわかる．これは，FLEXCA-LP 手法の LP モデルの
制約式(2.6)に着目すると，不等号（≧）が等号（=）になっている無線セルが存在
することが推察できる．このようなスラックのない無線セルを除いては，割り当て
られた周波数スロット数（制約式の左辺の値）が所要周波数スロット数（制約式の
右辺の値）よりも大きいために，周波数スロットの割当量にゆとりがあることから，
全カバレッジエリアで見ると呼損率が低くなっているのだと考えられる． 
次に，新規呼の呼損率やハンドオーバ失敗率よりも継続呼の切断率が大きいこと
が結果の表からわかる．これは，図 2.12で示したように，周波数ブロックに割り
当てられた周波数スロット数が大幅に減少する際に，継続呼が使用できる周波数ス
ロットが不足し，呼の強制切断が発生しているためである． 
2.4.6.3 追加周波数スロット割当法と FLEXCA-Hys 手法による改善効果 
まず，追加周波数スロット割当法の効果を図  2.13に示す．この図より，
FLEXCA-LP 手法に基づいて各周波数ブロックに割り当てた周波数スロット数に
eΔ を追加すると，新規呼の呼損率B，ハンドオーバ失敗率 F，呼切断率Dの全て
が改善することがわかる． 
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図 2.13  追加周波数スロット割当法を用いた場合の追加スロット数対 GoS評価指標 
次に，FLEXCA-Hys 手法を用いた場合の GoS 性能に与える効果を図 2.14に示
す．この図より，ヒステリシス期間 hΔ の増加に応じて，切断率Dが改善すること
がわかる．追加周波数スロット割当法では，追加する周波数スロット数 eΔ が，新
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規呼の呼損率 B，ハンドオーバ失敗率 F，呼切断率Dの全ての改善に寄与してい
たが，FLEXCA-Hys手法は，特に，呼切断率Dの改善に大きく寄与している．こ
れは，FLEXCA-Hys 手法では，割当更新時刻以前のヒステリシス期間 hΔ のトラ
ヒック量（すなわち，所要周波数スロット数）が割当更新時刻以降のトラヒック量
（所要周波数スロット数）よりも多い場合に，割当更新時刻以前のヒステリシス期
間 hΔ に発生するトラヒック量を考慮して周波数スロットを割り当てるため，ヒス
テリシス期間 hΔ に発生した呼が継続しても周波数スロット数の不足による呼切断
が発生しにくくなっているのだと考えられる． 
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図 2.14  FLAXCA-Hys手法を用いた場合のヒステリシス時間対 GoS評価指標 
追加周波数スロット割当法と FLEXCA-Hys手法は共に，FLEXCA-LP手法より
も多くの周波数リソースを使用しているが，追加周波数スロット割当法と
FLEXCA-Hys手法における「GoS指標の改善に寄与する追加周波数スロット数の
有効性」を調べる必要がある．ここで，周波数スロット総数増加率を以下の通り定
義する． 
 390 480
390 480
( )
( )
X
j
T jX
LP
j
T j
B T
B T
ς ≤ <
≤ <
=
∑ ∑
∑ ∑  (2.12) 
ここで， ( )LPjB T は更新時刻Tで FLEXCA-LP 手法によって周波数ブロック jに割
り当てられた周波数スロット数を表す． X は FLEXCA-LP手法以外の手法である
追加周波数スロット割当法（この場合， ExtX = と表記）と FLEXCA-Hys手法（こ
の場合， HysX = と表記）を意味する． 
追加周波数スロット割当法とFLEXCA-Hys手法の周波数スロット総数の増加率
と GoSパラメータ（新規呼の呼損率B，ハンドオーバ失敗率F，呼切断率D）の
関係を表す結果を表 2.4にまとめる．この表より，呼切断率を 0.8%から 0.3%に改
善するために，追加周波数スロット割当法では 22%の周波数スロット数を追加す
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る必要があるが，FLEXCA-Hys手法では10%増でよいことがわかる．したがって，
FLEXCA-Hys手法が呼の切断率を少ない周波数リソースの増加で効率よく改善で
きることがわかる． 
表 2.4 周波数スロット総数増加率と GoS改善率のまとめ 
 B (%) F (%) D (%) 
 0.117 0.1 0.189 0.15 0.807 0.5 0.3 
Extς 1 1.01 1 1.03 1 1.12 1.22 
Hysς 1 1.03 1 1.08 1 1.06 1.10 
 
2.4.6.4 GoS 制御手法による改善効果 
2.4.4節で紹介した 3種類の GoS制御手法を適用し，留保周波数スロット数の割
合を変化させたときの GoS 指標（新規呼の呼損率B，ハンドオーバ失敗率 F，呼
切断率D）の結果を図 2.15に示す．なお，図中にある判例のB，F，Dはそれぞ
れ，新規呼の呼損率，ハンドオーバ失敗率，呼切断率を表し，C.R.，S.H.，S.F.
はそれぞれ，Channel Reservation Technique（CR），Split High-Usage Group 
Technique（SH），Split Final Group Technique（SF）を意味する． 
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図 2.15 GoS制御手法による優先呼専用周波数スロット数の割合の変化に対する GoS評価指
標の変化 
図 2.15より以下のことがわかる． 
z CR手法と SF手法は，継続呼のハンドオーバ失敗率や呼切断率を新規呼の
呼損率と同等，もしくはそれ以下にすることが可能である．特に，CR手法
は少ない優先呼専用の周波数スロット数によって，継続呼の呼切断率を新規
呼の呼損率よりも小さくすることができる．このシミュレーションでは，割
り当てられた周波数スロット数の 10%を優先呼専用とするだけで，新規呼
 
第 2章 非静止衛星通信システムにおける周波数割当手法 
- 29 - 
の呼損率を劣化させることなく，継続呼のハンドオーバ失敗率や呼切断率を
十分低く抑えている．SF手法も継続呼のハンドオーバ失敗率や呼切断率を
下げているが，CR 手法ほど有効ではない．SF 手法では周波数スロットを
優先呼専用と共通の周波数スロットに分け，それぞれの周波数スロット数群
で優先呼や非優先呼の割当を管理している．一方，CR手法は，割り当てら
れた周波数スロット数を優先呼専用と共通用に分割せず，割り当てられた周
波数スロットの総数に占める優先呼専用の周波数スロット数の割合のみで
管理しているため，SF手法のような分割損が発生しない．したがって，CR
手法は割り当てられた周波数スロット数を有効に利用できるのだと推察さ
れる． 
z CR 手法や SF 手法とは反対に，SH 手法は優先呼専用の周波数スロット数
の割合を 20%程度にしても，継続呼の切断率を新規呼の呼損率より低くす
ることができない．これは，SH手法では優先個が先に優先呼専用の周波数
スロットを使用し，優先呼専用の周波数スロットに空きがなくなってはじめ
て，非優先呼である新規呼が使用可能な共通の周波数スロットを使用するこ
とから，新規呼の周波数リソースをなるべく使用しないような制御になって
いるためだと思われる． 
2.4.6.5 FLEXCA-Hys 手法と GoS 制御手法の併用による改善効果 
2.4.6.3節より，FLEXCA-Hys手法はわずかな周波数スロットを追加するだけで，
継続呼の呼切断率を大幅に削減できることが明らかになった．また，2.4.6.4節から，
GoS 制御手法が継続呼の呼切断率とハンドオーバの失敗率を大幅に改善する効果
があることもわかった．よって，本節では，両手法を組み合わせた場合の評価結果
を示す．「両手法の組み合わせ」手法では，まず，FLEXCA-Hys手法を適用して
周波数スロットの割当結果を求め，さらに，割り当てられた周波数スロットの中で，
GoS制御手法を適用する．なお，表 2.2に示すように，シミュレーション評価にお
ける呼の保留時間の平均値を 5分としているため，FLEXCA-Hys手法でのヒステ
リシス期間 hΔ を 5分よりも長い 6分として評価した． 
図 2.16の(a)，(b)，(c)にそれぞれ，GoS制御手法である CR手法，SH手法，SF
手法を適用した場合を示す．なお，図にはFLEXCA-Hys手法の有効性を示すため，
FLEXCA-Hys手法を適用する場合（ 6 min .hΔ = ）と FLEXCA-Hys手法を適用し
ない場合（ 0hΔ = ）の両方の結果を示している． 
まず，この結果から，FLEXCA-Hys手法の適用によって，どの GoS制御手法で
も継続呼の呼切断率を大幅に改善していることがわかる．また，FLEXCA-Hys手
法を適用している場合でも，SH手法より CR手法と SF手法が優れた GoS制御を
であることが確認できる． 
表 2.5に CR 手法と SF 手法において，FLEXCA-Hys 手法の適用の結果，新規
呼の呼損率と継続呼の切断率が等しくなるときの呼損率の値と，この状況にするた
めに必要な優先呼専用周波数スロット数の割合をまとめている．この表から，
FLEXCA-Hys手法の適用によって，新規呼の呼損率と継続呼の呼切断率が等しく
なる点の値が半分程度になっていること，また，FLEXCA-Hys手法の適用によっ
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て，所望の状況に必要な優先呼専用周波数スロット数を減らす効果があることがわ
かる． 
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(a)  FLEXCA-Hys手法と CR手法の組み合わせ 
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(b)  FLEXCA-Hys手法と SH手法の組み合わせ 
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(c)  FLEXCA-Hys手法と SF手法の組み合わせ 
図 2.16 FLEXCA-Hys手法と GoS制御手法の組み合わせによる GoS評価指標の評価結果 
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表 2.5 新規呼の呼損率と継続呼の切断率が等しくなるときの呼損率と，そのときの CR手法
と SF手法における優先呼専用周波数スロット数の割合 
 Cr or Cf [%] B=D [%] 
CR without FLEXCA-Hys 8.9 0.61 
CR with FLEXCA-Hys 6.3 0.35 
SF without FLEXCA-Hys 13.2 0.62 
SF with FLEXCA-Hys 9.2 0.34 
 
2.5 周波数リソース割当計画手法におけるその他の技法 
2.5.1 カラム生成法 
(2.5)式と(2.6)式の LP 式では，ある決まった周波数ブロックを用いている．LP
解は更新時刻T における周波数ブロック jに割り当てられた周波数スロット数
( )jB T であるが，各周波数ブロックに割り当てられる周波数ブロック数はスラック
のない制約条件式，つまり，(2.6)式において等号（=）となっている無線セルによ
って決定される．このようなボトルネックとなっている制約条件式を緩和すること
で，目的関数値がより小さくなるようなより優れた解が得られると期待できる． 
“カラム生成法（Column Generation Technique）”と呼ばれる手法の基本概
念は，LP解を改善するため，ボトルネックとなっているカラム（つまり，無線セ
ル）に対して追加の周波数ブロックを用意し，LPモデル式を解くというものであ
る．スラックのない無線セルに対して周波数ブロックを追加するには，スラックの
ない無線セル集合の中から周波数再利用条件を満足する無線セルの組を作成し，そ
の組に対して追加の周波数ブロックを作成するという手法が考えられる．詳細の手
順は以下の通りである． 
 
Step 1: LP解の中からスラックのない critical rowの無線セル集合を求める． 
Step 2: Step 1 で求めた集合から，互いに干渉しない（つまり，周波数再利
用条件を満足する）無線セルのサブ集合を求める． 
Step 3: 周波数利用効率を向上させるため，Step 2 で求めた無線セル集合に
属する無線セルと干渉しない（つまり，周波数再利用条件を満足す
る）スラックのある無線セルを選択し，これらの無線セルを Step 2
で求めた無線セルのサブ集合に追加する．この無線セルのサブ集合
に対し，追加の周波数ブロックを割り当てる． 
Step 4: すべてのスラックのない無線セルに対して少なくとも 1 つの追加の
周波数ブロックが割り当てられるまで，Step 2と Step 3を繰り返す． 
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2.4.6.1節と同じシミュレーション諸元を用い，上述のカラム生成法を適用して追
加の周波数ブロックを決定した上で，FLEXCA-LP手法を適用した．カラム生成法
を適用した場合としない場合の各周波数スロットの割当結果と，目的関数値の改善
度を表 2.6にまとめる．この表を見るとわかるように，おおむね 10～20%程度の
改善が得られていることがわかる． 
 
表 2.6 FLEXCA-LPとカラム生成法（CG）による周波数ブロックごとの周波数スロット割当
結果 
Frequency Block j  Normal Patterns by FLEXCA-LP Additional Patterns 
by CG 
Total ηCG 
 1 2 • • • 7 8 • • • 1 2 • • •   
FLEXCA-LP 123 257 • • • 141 118 • • • - - • • • 2366  T=6:30 
UTC CG 74 254 • • • 66 118 • • • 77 62 • • • 2063 87.2%
FLEXCA-LP 78 315 • • • 71 92 • • • - - • • • 2017  T=6:40 
UTC CG 91 82 • • • 56 91 • • • 96 58 • • • 1836 91.0%
FLEXCA-LP 88 208 • • • 83 160 • • • - - • • • 2206  T=6:50 
UTC CG 53 94 • • • 47 120 • • • 167 67 • • • 1799 81.6%
FLEXCA-LP 96 118 • • • 206 154 • • • - - • • • 2163  T=7:00 
UTC CG 96 35 • • • 113 148 • • • 126 68 • • • 1874 86.6%
FLEXCA-LP 98 88 • • • 193 309 • • • - - • • • 2257  T=7:10 
UTC CG 98 55 • • • 113 89 • • • 99 50 • • • 1899 84.1%
FLEXCA-LP 97 62 • • • 99 297 • • • - - • • • 2227  T=7:20 
UTC CG 97 55 • • • 110 164 • • • 33 11 • • • 2059 92.5%
FLEXCA-LP 120 110 • • • 88 167 • • • - - • • • 2084  T=7:30 
UTC CG 120 62 • • • 97 167 • • • 48 41 • • • 1931 92.7%
FLEXCA-LP 163 237 • • • 105 125 • • • - - • • • 2242  T=7:40 
UTC CG 156 79 • • • 83 145 • • • 49 47 • • • 2092 93.3%
FLEXCA-LP 178 284 • • • 82 108 • • • - - • • • 2151  T=7:50 
UTC CG 84 120 • • • 105 85 • • • 41 27 • • • 1919 89.2%
 
2.5.2 周波数再利用回数の上限を考慮した FLEXCA-LP 手法 
2.3.2節で紹介した FLEXCA-LP手法は，衛星内で同一周波数帯域を再利用可能
な無線セル数の上限値（以降，“再利用制約”と呼ぶ）を設けず，同一周波数スロ
ットを使用する無線セル間の距離が，再利用可能な無線セル間の距離（2.4.6.1節で
は，同一周波数スロットの再利用には 4セル繰り返しが可能な距離）以上であれば，
割り当てられた周波数スロットの再利用回数に制限はないと仮定した．しかし，同
一周波数スロットを使用する無線セルが増加すると，他の無線セルによる干渉電力
が無視できないというシステム内干渉により，回線品質が劣化する． 
本節では，許容干渉電力量の観点から，同一衛星内で同一周波数スロットを再利
用することが可能な無線セル数の上限値が存在する場合において，再利用制約を考
慮した周波数スロット割当のための線形計画モデルである，FLEXCA-LP手法での
線形計画モデルの改良型を紹介し，このモデルの定量的な評価結果を示す[69]． 
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2.5.2.1 再利用制約条件付き周波数スロット割当線形計画モデル 
2.3.2節で紹介した FLEXCA-LP手法と同様，無線セルと周波数ブロックをそれ
ぞれインデックス iと jで表し，時刻 tにおいて，無線セル iが周波数ブロック jの
使用可否を表す変数 ( )ijA t を(2.1)式のように定義する．また，時刻 tにおいて，周
波数ブロック jに割り当てられる周波数スロット数を ( )jB t ，無線セル iの所要周波
数スロット数を ( )iR t と表す．なお，2.3.2.1節に記載したとおり，適用するセル繰
り返し数を q，軌道面数を pとすると，周波数ブロックの総数 2M pq= とする． 
FLEXCA-LP 手法では，無線セル iは ( ) 1ijA t = となっている周波数ブロック jに
割り当てられた周波数スロット数 ( )jB t をすべて使用可能としていたが， 本節では，
( )jB t の中で無線セル iに割り当てられるべき周波数スロット数 ( )ijC t を新たに定義
する．さらに，再利用制約条件として，同一衛星内で同一周波数スロットを再利用
することが可能な無線セル数の上限値をU とする．したがって，既知のパラメー
タは， ( )ijA t ， ( )iR t ，U であり，未知変数は ( )jB t と ( )ijC t となる． 
FLEXCA-LP手法と同様，線形計画モデルの目的をシステムに割り当てる周波数
スロット数の総和とすると，線形計画モデル式は以下のようになる． 
Minimize 
1
( )
M
j
j
B t
=
∑  (2.13) 
Subject to 
1
( ) ( ) ( ),    for all 
M
ij ij i
j
A t C t R t i N
=
× ≥ ∈∑  (2.14) 
 ( ) ( ),    for all ,   for all ij jC t B t i N j M≤ ∈ ∈  (2.15) 
 
( )
( ) ( ) ( ),    for all ,   for all ij ij j
i S l
A t C t UB t l L j M
∈
× ≤ ∈ ∈∑  (2.16) 
ここで， ( )S l は衛星 l内の全無線セルの集合を，また， Lは衛星の集合を表す． 
まず，(2.14)式の制約条件は，(2.6)式と同様，無線セル iに割り当てる周波数ス
ロット数（つまり，無線セル iで使用可能な周波数スロット数）は所要周波数スロ
ット数以上でなければならないことを示す．(2.15)式の制約式は，無線セル iに割
り当てる周波数スロット数と周波数ブロック jに割り当てる周波数スロット数以
下にするという制約式である．最後に(2.16)式の制約式は，同一衛星内において，
同一周波数スロットを再利用可能な無線セル数の上限値がU であることから，同
一衛星内で繰り返し使用する周波数スロット数の総和が ( )jUB t 以下にすることを
示している． 
2.5.2.2 評価結果 
評価に使用する非静止衛星通信システムの諸元は表 2.1と同様である．また，ト
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ラヒック量も2.3.2.2節と同様，図 2.6と図 2.7を用いて求めている．なお，評価は
2:00UTC の一時刻のみを対象とし，セル繰り返し数 qは，3，4，7，9，12，13，
16について調査した． 
同一周波数スロットを再利用可能な無線セル数の上限値U を変化させたときの
目的関数の値（すなわち，システム全体で必要な周波数スロット数の総和）の変化
を図 2.17に示す．この図より，再利用回数の上限値U に無関係に，セル繰り返し
数 qが大きくなるにつれて，多くの周波数リソースを必要とすることがわかる．こ
れは，セル繰り返し数を増やすと周波数リソースの利用効率が低下するためである．
換言すると，アンテナの放射パターンが十分急峻であり，3セル繰り返しが使用可
能であれば，再利用回数の上限値にかかわらず，3セル繰り返しを適用すべきとい
うことになる．また，評価対象とした非静止衛星通信システムとトラヒック量のモ
デルについて調査する限り，再利用回数の上限値が 3もしくは 4程度であれば，十
分な周波数利用効率が得られることもわかる． 
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図 2.17  衛星あたりの再利用回数に対する周波数スロットの総数の変化 
2.6 まとめ 
本章では，マルチスポットビームを有する非静止衛星通信システムを対象にした
周波数リソース割当手法を提案した．非静止衛星通信システムでは，衛星の移動に
伴って，スポットビームのカバレッジエリアに相当する無線セルあたりのトラヒッ
ク量やセル間の干渉条件がダイナミックに変動するため，割当結果をダイナミック
に変化させる FLEXCA のアーキテクチャを採用した．この FLEXCA のアーキテ
クチャを元に，大局最適な解が得られる線形計画法（LP: Linear Programming）
を使用した周波数リソース割当手法（FLEXCA-LP手法）を提案した． 
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次に，実際のシステム運用を考慮し，衛星の移動に伴って発生する無線セル間の
ハンドオーバ呼によるトラヒック量の収容を可能にする， FLEXCA-LP手法の改
良版である FLEXCA-Hys手法を提案した．この手法を用いることにより，周波数
スロット数を 10%増加させるだけで，呼の切断率を半減以下にするという効果を
シミュレーションにより確認した． 
また，無線セルに割り当てた周波数スロットの一部を継続呼やハンドオーバ呼と
いう“優先呼”用に占有的に割り当てる，3種類の周波数スロット制御手法（Channel 
Reservation Technique，Split High-Usage Group Technique，Split Final Group 
Technique）を適用し，評価を行った．この結果，Channel Reservation Technique
とSplit Final Group Techniqueが有効であることをシミュレーション結果から示
した．シミュレーションの例では，約 10%の周波数スロットを優先呼用に用意す
ることにより，継続呼の切断率とハンドオーバ失敗率を新規呼の呼損率以下に低減
可能であることを示した． 
この他，LP で発生するボトルネック状態の緩和のため，カラム生成法と呼ばれ
る手法の適用効果について検討を行った．カラム生成法を非静止衛星通信システム
の周波数リソース割当問題に適用する場合は，ボトルネックとなっている複数のセ
ルに対して新たに追加したカラムを使用可能とし，LPの定式化を改良した上で解
を得る．シミュレーションの結果，所要周波数リソース量が 10%以上少なくなる
ことから，カラム生成法の適用が有効であることを確認した． 
衛星通信システムでマルチスポットビームを使用する場合，スポットビームによ
る電波の放射指向性パターンのフロアレベルが存在によって，システムで許容する
干渉電力量によっては，一衛星内で同一周波数リソースを再利用可能なセル数の上
限が存在しうる．この制約条件がある場合にも FLEXCA-LP 手法の枠組みが使用
できるよう，LPの定式化を改良した．シミュレーション結果から，同一周波数ス
ロットを使用可能な無線セル数が衛星あたりに 3もしくは 4以上であれば，この制
約条件による所要周波数スロット数の増加はないことを示した．この考案した LP
モデル式を使用することで，衛星あたりの周波数再利用回数と所要周波数リソース
量を見積もることができるため，リンクバジェットの設計に有用であると考えられ
る． 
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第3章 非静止衛星通信システムにおけるタイムスロット割
当手法 
本章では，非静止衛星通信システムが多元接続方式として FDMA/TDMAの併用
型を採用する場合の周波数リソースである周波数スロットとタイムスロットの組
み合わせ（以下，周波数・タイムスロットと呼ぶ）の割当手法を提案する．無線セ
ルに割り当てられる周波数リソースはゲートウェイ地球局で管理される．したがっ
て，無線セルに割り当てた周波数リソースを無線セルにアクセス可能な複数のゲー
トウェイ地球局に配分することが求められる．この周波数リソースの割当において，
話中切断を回避するため，周波数リソースの時間的な連続性を考慮していることが
特徴である．また，本章では，非静止衛星通信システムを用いたショートメッセー
ジサービスを実現するためのタイムスロット割当手法についても紹介する． 
3.1 まえがき 
本章では，非静止衛星通信システムが多元接続方式として FDMA/TDMAの併用
型（MF-TDMA 型）を採用する場合の周波数・タイムスロットの割当手法を提案
する．本章で対象とする非静止衛星通信システムは，周波数リソース管理を司る中
央局で集中制御的に周波数リソースを割り当てた後，運用開始前にあらかじめゲー
トウェイ地球局（以下，GW地球局と略記）に割当結果を配分し，GW地球局では
呼が発生すると，自局で管理する周波数・タイムスロットを新規呼に割り当てると
いう，Pre-plan 型アーキテクチャを採用すると仮定する．この“集中制御型の周
波数リソース割当”と“自律分散型の周波数リソース運用”を用いることにより，
大局最適な周波数ソース割当と呼の発生時における周波数リソースの即時割当を
実現する． 
システムモデルとして，衛星のフィーダリンクのカバレッジエリア内には複数の
GW地球局が存在し，ユーザ端末はサービスリンク側の無線セルとフィーダリンク
側の周波数リソースを通じて複数の GW 地球局と通信可能であると仮定する．こ
の場合，無線セルに割り当てた周波数リソースを複数の GW 地球局に配分する必
要がある．さらに，周波数リソースの急激な変動による話中切断を避けるため，時
間の経過によらず同一の周波数リソースを使用するという，“時間的連続性の確
保”が望まれる．このように本章では，非静止衛星通信システムにおいて，実運用
で必要とされる時間的連続性の確保を目的とした，複数 GW 局への周波数・タイ
ムスロットの割当手法について紹介する[70]-[73]． 
なお，第 2章では，多元接続方式として FDMAを採用した非静止衛星通信シス
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テムを対象に，無線セルへの周波数リソースの割当手法を紹介した．本章では，第
2章で紹介した無線セルへの周波数スロット割当手法を拡張し，周波数と時間とい
う 2次元の周波数リソースに対して割当を行う点と，この周波数リソース割当の際
に，GW地球局単位で割り当てられる周波数リソースの時間的連続性を考慮した点
に特徴がある． 
さらに，本章では，非静止衛星通信システムを用いたショートメッセージサービ
スの実現を目的とし，ショートメッセージサービス用のタイムスロット割当手法に
ついても紹介する．非静止衛星通信システムでは，複数の衛星が移動しながらサー
ビスを行うため，各地域に対し，複数の衛星がさまざまな仰角で電波を照射するこ
とが可能である．一般に，ユーザ端末はビル間や建物内などさまざまな場所に存在
する．したがって，常時複数の衛星を使用する非静止衛星通信システムの特徴を活
かし，高仰角の衛星や低仰角の衛星を用いて，ショートメッセージの端末への到達
率を上げる工夫が必要である．一方で，実運用面を考慮すると，端末の電池の消費
電力を削減するために，間欠的に電波を照射する必要があるほか，地域によって電
波の照射回数が異ならないよう公平性を保つ工夫が必要である．これらの制約条件
を考慮したヒューリスティックアルゴリズムを提案し，シミュレーションにより提
案手法の有効性を示す[74]． 
3.2 連続性を考慮した周波数・タイムスロット割当手法 
3.2.1 対象とする非静止衛星通信システムのアーキテクチャ 
自律分散型の処理が可能な衛星搭載用の高機能プロセッサを搭載しない非静止
衛星通信システムでは，3.1節で述べたように，集中制御型アーキテクチャを用い
て，トラヒック量の予測値を元に，周波数リソース割当計画を作成し，リアルタイ
ムの呼発生に応じて周波数リソースを割り当てる前に，GW地球局に周波数リソー
ス割当計画の結果を配布しておく必要がある．GW地球局は衛星のフィーダリンク
のカバレッジエリア内にあるが，ある衛星のフィーダリンクカバレッジエリアが隣
接する衛星のフィーダリンクカバレッジエリアと重複するため，GW地球局は複数
の衛星のカバレッジエリア内に存在することがある．また，衛星のカバレッジエリ
ア内に複数の GW 地球局が存在することがある．したがって，周波数リソースの
割当においては，衛星と GW地球局の間の接続性を考慮する必要がある．  
本章では，図 3.1に示すように，本章では衛星のフィーダリンクカバレッジエリ
ア内にあるすべての GW地球局（図中では，GESと略記）を SSN（Sub-Satellite 
Network）と呼ぶ．この SSN内の GW地球局の構成は，衛星の移動に伴って時間
的に変動する．したがって，衛星の移動に伴い，無線セルのトラヒックの変動や無
線セル間の干渉条件の変化に加え，SSN内の GW地球局の接続性を考慮し，周波
数・タイムスロットを割り当てる必要がある．3.1節に記載したように，集中制御
型アーキテクチャを用いて作成した周波数・タイムスロットの割当結果を GW 地
球局に配布する必要があるが，本章では，この割当結果のことを FTSP（Frequency 
and Time Slot Plan）と呼ぶ．図 3.2に示すように， FTSPを作成するセンター
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（FTSP Planning Center）が各 GW地球局用の FTSPを作成し，地球上に配置さ
れている GW地球局（図中では，GESと略記）に配布する．GW地球局は配布さ
れた FTSP を用いて，無線インタフェースを介して呼の接続処理（つまり，呼の
発生に対する周波数リソースの割当）を行う． 
GES#1 GES#2
Spot Beam
Satellite
Sub-Satellite
Network (SSN)
Radio Resource 
for Spot Beam
GES#3
FTSP for
GES#1
FTSP for
GES#2
FTSP for
GES#3
Single Global Beam Coverage
in Feeder Link
Satellite
Movement
 
図 3.1 非静止衛星通信システムにおける 1衛星内の SSN（Sub-Satellite Network）の構成 
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図 3.2 非静止衛星通信システムの集中制御型アーキテクチャ 
このようなシステムアーキテクチャでは，FTSPの作成（つまり，GW地球局ご
とに適切な周波数・タイムスロットの割当）が周波数有効利用の鍵となる．しかし，
各時刻において周波数リソースの利用効率のみを重視すると，各時刻における
FTSPの結果が急激に変化するため，呼に割り当てている周波数・タイムスロット
の変更を余儀なくされることから，ハード・ハンドオーバ処理が生じる．このハー
ド・ハンドオーバによって話中の中断が発生し，サービス品質の劣化を招く恐れが
ある．したがって，周波数・タイムスロットをできる限り長い期間割り当てるほう
がよい．以上より，周波数利用効率とサービス品質の両方を考慮した，「GW地球
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局ごと，無線セルごとの周波数・タイムスロットの連続性を考慮した割当」が課題
である[70]-[73]．この連続性問題については，次節で詳説する． 
3.2.2 周波数リソースの連続性問題 
無線セルに周波数リソースを割り当てるときは隣接する無線セルに同一の周波
数リソースを割り当てることはできない．したがって，隣接する無線セルには互い
に異なる周波数リソースを割り当てる必要がある．これにより，衛星が移動する非
静止衛星通信システムでは，呼の継続中に複数の無線セルによって呼が収容される
ため，無線セル間のハンドオーバが発生する．この場合，呼の接続品質を維持する
ため，make-before-break型のハンドオーバを行うため，無線セル内で発生するト
ラヒック量に見合った周波数リソースのみならず，make-before-breakハンドオー
バに必要な周波数リソースも各無線セルに割り当てておく必要がある．このほか，
GW地球局ごとに無線セルの周波数リソースを分配する際，GW地球局と衛星の接
続性を考慮する必要がある． 
FTSPを作成する際に，周波数・タイムスロットの時間的変動を考慮せず，周波
数リソースの利用効率のみを重視すると，周波数・タイムスロットの割当結果は割
当の更新時刻ごとに大きく異なるため，結果として FTSP の割当結果は断片的に
なる．FTSPの内容が断片的になると，無線セルが収容する呼量が変化しなくても，
更新時刻をまたがって継続する呼に対して周波数・タイムスロットの再割当
（intra-cell handover）を行う必要がある．この周波数・タイムスロットの再割当
処理が更新時刻において一斉に発生すると，周波数・タイムスロットの再割当処理
に必要なプロセッサの負荷が急激に増大し，瞬時に周波数・タイムスロットの再割
当を行うのは困難になる可能性がある．この場合，呼の中断が発生し，接続品質の
劣化が発生する．また，ITU-T の E.700 シリーズの勧告によると，呼の強制切断
率を十分に低く抑える必要があることを考慮すると[63]，make-before-break型ハ
ンドオーバに必要な余分な周波数・タイムスロットも必要になり，周波数リソース
の有効利用が困難となる． 
以上から，GW地球局ごと・無線セルごとに周波数・タイムスロットの割当を行
う際は，周波数・タイムスロットを連続して割り当てる，“周波数リソースの連続
性”を実現するため，なるべく長時間，同一の周波数・タイムスロットを GW 地
球局と無線セルの組み合わせに割り当てる必要がある．したがって，3.2 節では，
周波数リソースの不連続性を最小化するような周波数・タイムスロットの割当手法
を提案する． 
3.2.3 トラヒックフローモデル 
第 2章で記載した図 2.6のトラヒック分布の例に示すように，地表面は地表セル
（GC: Ground Cell）と呼ばれる細分化された領域に分かれており，GCごとにト
ラヒック量が得られると仮定する．各 GCは１以上の衛星のカバレッジエリア内に
含まれており，GC内の端末は衛星を介して１以上の GW地球局との通信を行う．
図 3.3の例では，GC gが衛星#１と衛星#２から照射されるスポットビームのカバ
レッジエリアである無線セルに含まれているため，GC gは両方の衛星を介して
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GW基地局 A～Cと通信を行うことができる． 
ここで，“シングルパス”と“ダイバーシチパス”という用語を定義する．ダイ
バーシチパスとは，GCと GW地球局間を異なる衛星で結ぶ経路の組み合わせを指
す．また，シングルパスは GC から GW 地球局への経路数が一つしか存在しない
経路のことを指す．図 3.3では，GC gから GW地球局 Bへは衛星#1と衛星#2を
経由する 2経路があるので，ダイバーシチパスということになる．一方，GC gか
らGW地球局Aへは衛星#1を通る経路しかないためシングルパスということにな
る．同様に，GC gから GW地球局 Cについてもシングルパスとなる． 
時刻 tにおける GC gのトラヒック量（呼量）を ( , )E t g とする．GC gから可視
である衛星（GC gを照射する衛星）を介して，これらの衛星の SSNにある GW
基地局に配分されるトラヒック量のモデル化を紹介する．まず，時刻 tにおける GC 
gでの衛星 jの“可視率（Visibility）” ( , )jp t g という指標を導入する．この可視
率は地表面から見た衛星の見えやすさを表し，0以上 1以下の値域を有する．たと
えば，可視率は衛星仰角に比例すると仮定すると，時刻 tにおける GC gでの衛星
j の 仰 角 ( , )je t g （ た だ し ， 0 ( , ) 90je t g≤ ≤ ） で の 可 視 率 ( , )jp t g は ，
( , ) ( , ) 90j jp t g e t g= となる．時刻 tにおいて GC gから衛星 jのみが接続可能であ
るという“接続率” ( , )jP t g を次式のように定義する． 
 { }( , ) ( , ) 1 ( , )j j l
l j
P t g p t g p t g
≠
= −∏  (3.1) 
一方，同時に複数の衛星と接続可能である確率（接続率）は次式により求められ
る． 
 { }
, ,
( , ) ( , ) ( , ) 1 ( , )mn m n l
l m n
P t g p t g p t g p t g
≠
= −∏"
"
"  (3.2) 
図 3.3の例では，衛星#1のみの接続率 1( , )P t g ，衛星#2のみの接続率 2 ( , )P t g ，衛
星#1と#2の同時接続率 12 ( , )P t g は以下のようになる． 
 { }1 1 2( , ) ( , ) 1 ( , )P t g p t g p t g= −  (3.3) 
 { }2 2 1( , ) ( , ) 1 ( , )P t g p t g p t g= −  (3.4) 
 12 1 2( , ) ( , ) ( , )P t g p t g p t g=  (3.5) 
以上より，時刻 tにおいて GC gのトラヒック量 ( , )E t g は，衛星#1 の GC gを
照射する無線セル 1b，および，衛星#2 の GC gを照射する無線セル 2b トラヒック
量 1( , , )E t g b ， 2( , , )E t g b に分配される．それぞれのトラヒック量を以下の式で求め
る．なお，以下の式の右辺において分子が 1( , )P t g もしくは 2 ( , )P t g の項がシングル
パスのトラヒックであり， 12 ( , )P t g の項がダイバーシチパスのトラヒックに相当す
る． 
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 1 121
1 2 12
( , ) ( , )( , , ) ( , )
( , ) ( , ) ( , )
P t g P t gE t g b E t g
P t g P t g P t g
+= + +  (3.6) 
 2 122
1 2 12
( , ) ( , )( , , ) ( , )
( , ) ( , ) ( , )
P t g P t gE t g b E t g
P t g P t g P t g
+= + +  (3.7) 
従って，無線セル iの照射領域を irで表すと，一般に，時刻 tにおける無線セル iの
トラヒック量は下式のようになる．この式で得られる無線セル iのトラヒック量と
許容呼損率から，(2.2)式の Erlang-B式を用いることにより，所要通信チャネル数
が得られる．この所要通信チャネル数を満足するよう，周波数・タイムスロットの
割当を行えばよいことになる． 
 ( , ) ( , , )
ig r
E t i E t g i
∈
=∑  (3.8) 
無線セルごとのトラヒック量が決まると，次に，無線セルごとのトラヒック量を
GW地球局ごとのトラヒック量に分配する必要がある．この分配を行うにあたって，
“デフォルト GW地球局”という概念を新たに導入する．このデフォルト GW地
球局は，GCのトラヒックがシングルパスによって GW地球局で終端される場合，
終端に最も適した GW地球局という位置づけであり，GCごとに一意に決定される．
3.2節では，図 3.4に示すように，GCから最短距離に位置する GW地球局をデフ
ォルト GW地球局としている． 
Ground Mesh#g
GES#A GES#B
(Default GES of Ground Mesh#g)
GES#C
Satellite#1 Satellite#2
Feeder Link 
Satellite Coverage 
Area
Beam
SSN of Satellite#1 SSN of Satellite#2
 
図 3.3 地表セル（GC）から衛星を介して GW地球局との通信を行うネットワークの構成 
ちなみに，図 3.3の例では，GC gのデフォルト GW 地球局は B なので，シン
グルパスのトラヒックもダイバーシチパスのトラヒックも GW地球局 Bに収容さ
れる．したがって，時刻 tにおける GC gのトラヒック量 ( , )E t g を各 GW地球局で
分配した結果，GW地球局 A，B，Cのトラヒック量 ( , )AE t g ， ( , )BE t g ， ( , )CE t g は
以下のとおりとなる． 
 ( , ) ( , ) 0A CE t g E t g= =  (3.9) 
 1 2 12
1 2 12
( , ) ( , ) 2 ( , )( , ) ( , )
( , ) ( , ) ( , )B
P t g P t g P t gE t g E t g
P t g P t g P t g
+ += + +  (3.10) 
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図 3.4 地表セル（GC）ごとのデフォルト GW地球局の例（GCから最も近い GW地球局をデ
フォルト GW地球局とする場合であり，GW地球局が 6局の場合） 
3.2.4 無線セルへの周波数スロットの割当アルゴリズム 
各無線セルへの周波数スロットの割当結果が FTSP の作成への入力データにな
る．FTSPの作成では連続性を考慮する必要があるため，その前段である周波数ス
ロットの割当でも連続性を考慮する必要がある． 
各無線セルへの周波数スロットの割当アルゴリズムの制約条件と目的関数を以
下にまとめる[71]． 
＜目的＞ 
・システム全体で使用する周波数スロットの総数を最小化すること． 
・同一の周波数スロットを割り当てる時間を最大化すること． 
＜制約条件＞ 
・時変である無線セル間の周波数再利用条件を満足すること． 
・無線セルの所要周波数スロット数以上の周波数リソースを割り当てること． 
 
以下に，周波数スロットの割当アルゴリズムを記載する． 
＜変数定義＞ 
tΔ  : 割当間隔 
N  : 周波数スロットあたりのタイムスロット数 
( )iR t  : 時刻 tにおける無線セル iの所要通信チャネル数 
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( )iX t  : 時刻 tにおいて無線セル iと干渉する無線セルの数 
( )if t  : 時刻 tにおいて無線セル iに割り当てた周波数スロット数 
( )iF t  : 時刻 tにおいて無線セル iに割り当てた周波数スロットの
集合 
＜アルゴリズム＞ 
For （割当時刻の昇順に従って）全ての割当時刻 t  
Step 1: ( ) ( )i iR t X t の降順で（つまり，割当条件の厳しい順に）無線セルをソ
ートする． 
For （Step 1でソートされた順に従って）すべての無線セル i  
Step 2: { }( ) 1 ,  if ( ) 1( )
( ),        if ( ) 1 or 0
i i
i
i i
R t N R t
f t
R t R t
⎧⎡ ⎤⎪ − >⎪⎢ ⎥=⎨⎪ =⎪⎩
 を求める． 
Do while ( ( ) 0if t > ) 
Step 3:  if ( )iF t t−Δ の中で時刻 tにおいても干渉条件を満足し，割り
当て可能な周波数スロットがある 
then その周波数スロットを無線セル iに割り当てるとともに，
( )iF t に追加する． 
else 新たな周波数スロットを割り当て， ( )iF t に追加する． 
End while 
End for 
End for 
3.2.5 周波数・タイムスロット割当の目的関数と制約条件 
3.2.4節で紹介したアルゴリズムを用いて得られる無線セルごとの周波数スロッ
トの割当結果と3.2.3節のトラヒックフローモデルを用いて，各 GW 地球局に割り
当てるべき周波数・タイムスロットを決定するアルゴリズムを本節で紹介する[73]． 
周波数・タイムスロットの割当アルゴリズムの制約条件と目的関数を以下にまと
める． 
＜目的＞ 
・同一の周波数・タイムスロットを割り当てる時間を最大化すること． 
＜制約条件＞ 
・各無線セルに割り当てた周波数スロットをすべて余すことなく使用し，
FTSP作成のために周波数・タイムスロットに細分化すること． 
・各時刻における各無線セルにおいて，周波数・タイムスロットはトラヒック
フローに基づいて得られるトラヒック量の比に従って割り当てること． 
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以下に，周波数・タイムスロットの割当アルゴリズムを記載する． 
＜変数定義＞ 
tΔ  : 割当間隔 
N  : 周波数スロットあたりのタイムスロット数 
( , , )S t i k  : 時刻 tにおける無線セル i用に GW 地球局 kに割り当てるべ
き周波数・タイムスロット数 
( , , )S t i kΔ  : 無線セル i用に GW地球局 kに割り当てるべき周波数・タイ
ムスロット数の変化量（ ( , , ) ( , , ) ( , , )S t i k S t i k S t t i kΔ = − −Δ ）
( )iF t  : 時刻 tにおける無線セル iに割り当てた周波数スロットの集
合 
( , , )U t i k  : 時刻 tにおいて無線セル i用に GW 地球局 kに割り当てられ
た周波数・タイムスロットの集合 
( , , )U t i kΔ  : 時刻 tにおいて ( , , )S t i kΔ が負のときに ( , , )U t t i k−Δ から取り
除かれた周波数・タイムスロットの集合 
( , , )D t i k  : 時刻 tにおける無線セル i用に GW 地球局 kに割り当てた周
波数・タイムスロットによって判明する不連続な周波数・タ
イムスロット数の数 
( , )kE t i  : 時刻 tにおける無線セル iから発生する GW 地球局 k向けの
トラヒック量 
 
なお，不連続量 ( , , )D t i k の定義を以下に示す．また，図 3.5に不連続となる周波
数・タイムスロットの割当の例を示す． 
＜ ( , , )D t i k の定義＞ 
if ( , , ) 0S t i kΔ >  then 
( )iF t t−Δ に含まれたが ( )iF t に含まれない周波数・タイムスロットの
総数（図 3.5の上段の例を参照のこと） 
else 
( )iF t に含まれているが ( )iF t t−Δ に含まれなかった周波数・タイムス
ロットの総数（図 3.5の下段の例を参照のこと） 
end if 
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 time = t-Δt time = t 
ΔS(t, i, j, k) > 0 
(e.g.,  
ΔS(t, i, j, k)=+1) 
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図 3.5 不連続となる周波数・タイムスロットの割当例とそのときの不連続量 
3.2.6 周波数・タイムスロットの割当方針 
周波数リソースは“周波数スロット”と“タイムスロット”という 2つの次元が
あるため，周波数スロットとタイムスロットのいずれを優先して割り当てるかとい
う，二種類の割当方針が考えられる．つまり，同数の周波数・タイムスロットを割
り当てる場合でも，少ない周波数スロットに多くのタイムスロットを割り当てる方
針と，多くの周波数スロットを用いるがそれぞれの周波数スロットには少ないタイ
ムスロットを割り当てる方針である．前者を“集中型”，後者を“分散型”と名付
ける．以下に，この二種類の方針について説明する． 
(a) 集中型周波数・タイムスロット割当方針 
ある無線セルに割り当てられた周波数スロットを GW 地球局で周波数・タイム
スロットに分配する際，集中型の割当方針の場合は図 3.6(a)に示すように，各 GW
地球局に割り当てるべき通信チャネル数 ( , , )S t i k の分だけ，周波数スロットに多く
のタイムスロットを割り当てる．したがって，各 GW 地球局に割り当てられた一
連のタイムスロットは少ない周波数スロットに集中的に割り当てられるようにな
る． 
(b) 分散型周波数・タイムスロット割当方針 
集中型とは反対に，分散型の割当方針の場合は，各 GW 地球局に割り当てるべ
き通信チャネル数 ( , , )S t i k を無線セルに割り当てられた周波数スロットに均等に分
配している．イメージとしては，図 3.6(b)のようになる．これにより，各 GW 地
球局に割り当てられるタイムスロットは多くの周波数スロットに分散されること
になる． 
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図 3.6 周波数・タイムスロットの割当方針（(a)集中型，(b)分散型）に基づいて各 GW地球
局に割り当てられた周波数・タイムスロットのイメージ図 
3.2.7 周波数・タイムスロットの割当アルゴリズム 
3.2.7.1 周波数・タイムスロット割当アルゴリズムの基本的な流れ 
周波数・タイムスロットの連続性を保つためには，割当時刻 tの前の割当時刻
t t−Δ で割り当てた周波数・タイムスロット集合 ( , , )U t t i k−Δ の周波数・タイムス
ロットを ( , , )U t i k の候補としたほうが良い．この考えに基づいた，周波数・タイム
スロットの割当アルゴリズムの基本フローを示す． 
 
For （割当時刻の昇順に従って）全ての割当時刻 t  
For すべての無線セル i  
Step 1: ( , , ) : ( , , ),   for all iU t i k U t t i k k K= −Δ ∈ （ただし， iK は無線セル iが
属する衛星の SSNにあるすべての GW地球局の集合） 
Step 2: ( , , )S t i k と ( , , )S t i kΔ を求める（  for all ik K∈ ）． 
Step 3: ( , , )U t i k の中から割当解除する周波数・タイムスロットの集合
( , , )U t i kΔ を決定し，割当解除する（ ( , , ) 0S t i kΔ < ， for all ik K∈ ）． 
Step 4: 追加割当すべき周波数・タイムスロット数 ( , , )S t i kΔ を割り当てる
（ ( , , ) 0S t i kΔ > ，  for all ik K∈ ）． 
End for 
End for 
 
以下の節では，Step 2～4の詳細アルゴリズムについて説明する． 
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3.2.7.2 GW 地球局に割り当てる周波数・タイムスロット数の求め方（Step 2） 
本節では，3.2.7.1節に記載したアルゴリズム内の Step2 の詳細を記載する．時
刻 tにおいて，無線セル i用に GW 地球局 kへ割り当てるべき通信チャネル数
( , , )S t i k は，無線セル iから GW 地球局 kに向けてのトラヒック量 ( , )kE t i の比例配
分により求めるとする．詳細は以下のアルゴリズムに従う． 
 
For 無線セル iが属する衛星の SSNにあるすべての GW地球局（ iK∈ ） 
Step 1: 0 0( , , ) ( , , )S t i k B t i k= ⎢ ⎥⎣ ⎦を求める．ただし， 
0
( , ) ( , )
( , , )
( , )
i
k
K
Nf t i E t i
B t i k
E t iλ
λ∈
= ∑  
である． 
Step 2: 0( , , ) : ( , , )S t i k S t i k= とする． 
Step 3: 0 0( , , ) ( , , )B t i k S t i k− の降順で GW地球局をソートする． 
End for 
Do while ( ( , , ) ( , )
ik K
S t i k Nf t i
∈
<∑ ) 
Step 4: Step 3でソートされた順に， 0( , , ) : ( , , ) 1S t i k S t i k= + とする． 
End while 
For 無線セル iが属する衛星の SSNにあるすべての GW地球局（ iK∈ ） 
Step 5: ( , , ) ( , , ) ( , , )S t i k S t i k S t t i kΔ = − −Δ を求める． 
End for 
 
3.2.7.3 周波数・タイムスロットの割当解除処理と割当処理（Step 3～4） 
直前の割当時刻に比べて，割り当てるべき通信チャネル数が減少している（つま
り， ( , , ) 0S t i kΔ < となる）場合，割当を解除する周波数・タイムスロットを選択す
る必要がある．逆に，直前の割当時刻に比べて，割り当てるべき通信チャネル数が
増加している（つまり， ( , , ) 0S t i kΔ > となる）場合，追加割当の対象となる周波数・
タイムスロットを選択する必要がある． 
具体的な周波数・タイムスロットの選択は，次に述べるアルゴリズム－“シリア
ルナンバリングアルゴリズム”，“DP-based アルゴリズム”，“Greedy 型アル
ゴリズム”－によって決定される．各アルゴリズムともに周波数・タイムスロット
割当の評価関数を定義しており，その評価関数値に基づいて，対象の周波数・タイ
ムスロットを選択する． 
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各アルゴリズムの詳細を以下に記す． 
3.2.7.3.1 シリアルナンバリングアルゴリズム 
このアルゴリズムは，周波数・タイムスロットにシリアル番号を付与し，付与さ
れた番号に沿って，各 GW 地球局への周波数・タイムスロットの割当を行うとい
うものである．図 3.7に集中型と分散型の割当方針におけるシリアル番号の付与順
序を示す．集中型の場合は，ある周波数スロットにおいて全タイムスロットの番号
付けを終えたあと，次の周波数スロットに移り，その周波数スロットのタイムスロ
ットの番号付けを行う．一方，分散型は 1番目のタイムスロットにおいて周波数ス
ロットに対して番号付けを終えた後，2番目のタイムスロットに移るという流れで
番号付けを行う．以降，この番号を RTS (Relative Timeslot) IDと呼ぶ． 
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(a) 集中型         (b) 分散型 
図 3.7 シリアルナンバリングアルゴリズムでのシリアル番号の付与方法 
周波数・タイムスロットの割当時刻の中で最初の割当時刻では，各 GW 地球局
に必要な通信チャネル数分だけ，RTS IDの昇順に周波数・タイムスロットが割り
当てられる．したがって，図 3.6のように，各 GW 地球局に割り当てられた周波
数・タイムスロットは一つの連続した RTS IDのかたまりになる．しかし，時間の
経過と共に，無線セルに割り当てられる周波数スロットが変化するため，GW地球
局に割り当てられた周波数・タイムスロットは，図 3.6のような一つのかたまりで
はなく，複数のかたまりに分かれることがある．周波数・タイムスロットのかたま
りが細切れになると，周波数・タイムスロットの割当結果の連続性を確保しにくい
ため，なるべく一つのおおきなかたまりになるように周波数・タイムスロットを割
り当てる必要がある．したがって，このアルゴリズムでは，周波数・タイムスロッ
トの割当および割当解除を以下の関数にしたがって実施する． 
 { }Maximize   max ( , , , )       for all  and 
i
c
k K
L t i k c t i
∈
∑  (3.11) 
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ここで， ( , , , )L t i k c は，時刻 tにおける無線セル i用に GW 地球局 kに割り当てられ
た周波数・タイムスロットのかたまり cの長さ（つまり，かたまり cにおける RTS 
IDの最大値－最小値＋1）である． 
3.2.7.3.2 動的計画法を用いたアルゴリズム 
シリアルナンバリングアルゴリズムとは異なり，この動的計画法を用いたアルゴ
リズム（以下，DP-basedアルゴリズムと呼ぶ）と次節で紹介する Greedy型アル
ゴリズムは RTS IDという概念を使用しない．このアルゴリズムと Greedy型アル
ゴリズムでは，GW地球局に対して各周波数スロットに割り当てるタイムスロット
数の分散値を使用する．集中型および分散型の周波数・タイムスロット割当の目的
に従い，それぞれ，周波数スロットごとのタイムスロット数の分散値を最大化，お
よび最小化することを目的とする． 
動的計画法（DP: Dynamic Programming）は，与えられた最適化問題を一種の
多段決定問題（Multi-stage Decision Problem）としてとらえ，各段階において最
適な決定を行う[75]．最短経路問題や工場での人的リソース配分問題などが多段決
定問題の例として挙げられる．また，動的計画法では，与えられた問題を“繰り返
しの関係”を有する関数方程式として定式化し，順次解くことにより最適解を求め
るため，計算量が少ないという特徴を有する．以下に，動的計画法を周波数・タイ
ムスロット割当に適用するための定式化を紹介する． 
まず，多段数をM とし，多段の最終段であるM 段において，最終的に割り当て
ることになるリソースの総和を MX とし，M 段までの（動的計画法で用いる）関数
の最適値を ( )M Mh X と表す．また，第m段のみで割り当てるリソースを ms と表し，
この割当によって得られる関数値を ( )M Mg s と表す． MX は
1
M
m
m
s
=
∑ となる．この場合，
一般的に，最小化問題の最適解を得るための動的計画法の一般式は， 
 { }
1
1( ) min ( ) ( )M
M mm
M M M M M M M
X s
h X g s h X s
=
−
=
= + −∑  (3.12) 
と表される． 
(3.12)式において，GW 地球局を動的計画法の“段（Stage）”，周波数・タイ
ムスロットを“割り当てるリソース”とみなすことで，各 GW地球局への周波数・
タイムスロット割当問題の最適解を得ることができる．仮に，無線セルに割り当て
られる周波数スロット数が 1ならば，(3.12)式の ms はその周波数スロットにおいて
GW地球局に割り当てるタイムスロット数として扱える．しかし，無線セルに割り
当てられる周波数スロット数が複数の場合は，多次元の動的計画法の方程式として
定式化する必要がある． 
時刻 tにおいて，無線セル iに割り当てられた z番目の周波数スロット zr の中で，
GW地球局 kに割り当てるタイムスロット数を ( ), ,k zs t i r と表す．また， ( ), ,k zX t i r を
ID が k までの GW 地球局に割り当てたタイムスロット総数（すなわち，
( ) ( )
1
, , , ,
k
k z m z
m
X t i r s t i r
=
=∑ ）とする．複数の周波数スロットに対応するため，(3.12)式
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を下式のように拡張する． 
 
{ }
{ }
{ }
( , )
1
1 ( , )
1 ( , )( , , ) ( , , )
( , , )
1 1 1
( , , ),    ( ( , , ) 0)
( , , ), , ( , , ), , ( , , )
min ( , , ), , ( , , ), , ( , , )
      ( , , ) ( , , ), , (
k z z
f t i
k zz
k k k z k f t i
k k k z k f t is t i r B t i r
s t i r
k k k k
S t i k k S t i k
h X t i r X t i r X t i r
g s t i r s t i r s t i r
h X t i r s t i r X
=
≤
−
≤Δ ∀ Δ >
⎡= ⎣
∑
+ −
" "
" "
"{ }( , ) ( , ), , ) ( , , ), , ( , , ) ( , , )z k z k f t i k f t it i r s t i r X t i r s t i r ⎤− − ⎦"
  
  (3.13) 
ここで， ( ), , zB t i r は，時刻 tにおいて無線セル iに割り当てられた z番目の周波数ス
ロット zr のタイムスロット数を意味する．よって，時刻 tにおいて，無線セル iに割
り当てられた z番目の周波数スロット zrの中で，GW 地球局 kに割り当てるタイム
スロット数 ( ), ,k zs t i r は ( ), , zB t i r 以下となる． 
なお，本節の冒頭に述べたように，本アルゴリズムで使用する動的計画法に適用
する評価関数 ( )h i および ( )g i は，周波数スロットに割り当てるタイムスロット数の
分散値とする． ( )g i は(3.14)式で定義する． 
 { } ( )( , ) 21 ( , )
1
1( , , ), , ( , , ), , ( , , ) ( , , ) ( , )
( , )
f t i
k k k z k f t i k z k
z
g s t i r s t i r s t i r s t i r s t i
f t i
=
= −∑" "  (3.14) 
ここで， ( ),ks t i は ( ), ,k zs t i r の平均値である． ( )h i についても(3.14)式と同様の式で
表される． 
(3.14)式の値を最大化すると集中型周波数･タイムスロット割当方針に従い，最小
化すると分散型周波数・タイムスロット割当方針に従うことになる．なお，(3.13)式
は分散型周波数・タイムスロット割当方針に従うための多元動的計画法の定式にな
っているため，集中型周波数・タイムスロット割当方針に従うように式を変更する
場合は，(3.13)式の”min”を”max”に変更するだけでよい． 
3.2.7.3.3 Greedy 型アルゴリズム 
Greedy（貪欲）型アルゴリズムでは，DP-basedアルゴリズムと同様に，周波数
スロットに割り当てるタイムスロット数の分散値を用いるが，以下のヒューリステ
ィック型のアルゴリズムを用いる． 
 
Step 1: 周波数スロット zrの中での未割当タイムスロット数 ( ), , zB t i r を求める． 
For GW地球局 ik K∈  
Step 2: (3.14)式の右辺に示すタイムスロット数の分散値を最大化（集中型）
または最小化（分散型）するように，周波数スロット zrに割り当てる
タイムスロット数 ( ), ,k zs t i r を求める． 
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Step 3: ( ) ( ) ( ), , : , , , ,z z k zB t i r B t i r s t i r= − を求める． 
End for 
 
3.2.8 計算機シミュレーションによる評価結果 
本節では，表 3.1に示す非静止衛星通信システムを対象に，これまでに紹介した
周波数・タイムスロット割当アルゴリズムの性能評価結果をまとめる．なお，評価
対象期間は，トラヒックの最繁忙時を含む 1時間である． 
周波数・タイムスロット割当アルゴリズムの性能評価を行うために，本節では，
システムで発生した不連続となった周波数・タイムスロット数をシステムに割り当
てられた全タイムスロット数で除算して得られる“不連続発生確率”を以下のよう
に定義する． 
 ( , , )
( , )
t i k
t i
D t i k
P
N f t i
≡
∑∑∑
∑∑  (3.15) 
図 3.8は，TDMA フレームあたりのタイムスロット数を変化させたときの 3 種
類の周波数・タイムスロット割当アルゴリズムでの不連続発生確率を表す．集中型，
分散型という2種類の割当方針があるため，図には計6種類の曲線が描かれている． 
表 3.1 非静止衛星通信システムの諸元[19] 
Orbital Period 6 hours 
Number of the orbital planes 2 
Number of the satellites per orbital plane 5 
Number of the beams per satellite 163 
Number of time slots in a TDMA frame N (configurable) 
Planning interval Δt 1 min. 
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図 3.8 TDMAフレーム内のタイムスロット数の変化に対する不連続発生確率の変化 
図 3.8より以下のことがわかる．DP-based アルゴリズムと Greedy アルゴリズ
ムはほぼ同程度の性能であり，シリアルナンバリングアルゴリズムよりも性能がよ
いことがわかる．図では，DP-basedアルゴリズムの一部の結果が記載されていな
い．これは，TDMAフレーム内のタイムスロット数が少ない場合，DP-basedアル
ゴリズムで定式化した多元動的計画法の次元数が多くなるため，計算時間が長くな
り，計算結果が得られなかったためである．DP-basedアルゴリズムは，動的計画
法を用いているため，最適解を得ることができるが，Greedyアルゴリズムを用い
てもほぼ同等の性能が得られることから，Greedyアルゴリズムが最も優れている
と判断できる． 
また，図 3.8より，集中型周波数・タイムスロット割当方針よりも分散型周波数・
タイムスロット割当方針の方が優れていることがわかる．周波数・タイムスロット
の連続性を確保するためには，連続する割当時刻において，同じ周波数・タイムス
ロットを割り当てる必要がある．しかし，無線セルへのトラヒック量の減少に伴っ
て，無線セルに割り当てられる周波数スロットが減少することがある．集中型の割
当方針の場合，特定の GW 地球局に周波数スロットの多くのタイムスロットを割
り当てるため，その周波数スロットがある割当時刻に割当解除されると，その GW
地球局に割り当てられていた周波数・タイムスロットを他の周波数・タイムスロッ
トに移す必要がある．この場合には，不連続となる周波数・タイムスロット数が多
くなる．一方，分散型の割当方針の場合，無線セルに割り当てられている周波数ス
ロットが減少しても，各 GW 地球局に割り当てるべき周波数・タイムスロット数
も減少しているため，周波数スロットに分散してタイムスロットを割り当てている
分散型は周波数スロット数の減少によって受ける影響が少なくなる． 
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図 3.9は図 3.8と同様のグラフであるが，図 3.9ではシングルパスのみのトラヒ
ック量のみを考慮して，周波数・タイムスロットの割当を行った結果を示している．
この“シングルパスのみのトラヒック量”とは，つまり，非静止衛星通信システム
でダイバーシチサービスを提供しないことを想定した場合の結果であると考えれ
ばよい．図 3.8と図 3.9を比較すると，図 3.8に比べて図 3.9の不連続発生確率が
低いことがわかる．ダイバーシチパスのトラヒックは，ある GCから発生したトラ
ヒックが異なる衛星を介して同一の GW 地球局に到達する場合にのみ発生するた
め，ダイバーシチパスのトラヒック量は，時間に対する変動が激しい．したがって，
ダイバーシチパスを考慮すると，割り当てられる周波数・タイムスロット数の変動
が大きくなり，連続性を確保しにくくなるのである． 
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DP-based with Spread -type
Greedy with Concentrated -type
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Number of Time Slots in a TDMA Frame, N
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concentrated-type strategy
 
図 3.9 シングルパスのみを考慮した場合の不連続発生確率の変化 
次に，GW 地球局数が周波数・タイムスロットの連続性に与える影響を調べる．
GW地球局の位置を表 3.2にまとめる．また，調査対象とする GW地球局数を 6，
12，18とし，それぞれの GW地球局数で選択される GW地球局は表 3.2において
IDが 1から GW地球局数まで順に選択される（例えば，GW地球局数が 6の場合
は，ID=1～6 が選択される）．なお，シングルパスのトラヒック量のみを調査対
象にしている．これは，ダイバーシチパスのトラヒック量が GW 地球局によって
変動するため，GW地球局数の変動による周波数・タイムスロットの割当結果に与
える影響の評価に適していないためである． 
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表 3.2 GW地球局の位置 
GES ID Lat. 
(deg)
Lon. 
(deg) 
GES ID Lat. 
(deg)
Lon. 
(deg)
GES ID Lat. 
(deg)
Lon. 
(deg) 
1 -30 150 7 -20 -45 13 15 -15 
2 -35 -70 8 30 120 14 65 90 
3 50 10 9 -8 113 15 -25 115 
4 30 75 10 20 -100 16 -40 175 
5 -25 30 11 36 127 17 55 -65 
6 45 -120 12 24 55 18 -5 -80 
 
図 3.10は，2 種類の割当方針と 3 種類の割当アルゴリズムのそれぞれの組み合
わせについて，GW地球局数を変化させたときの不連続発生率を示している．なお，
TDMAフレームあたりのタイムスロット数を 9としている．図 3.9の結果と同様，
分散型の割当方針に基づくDP-basedアルゴリズムとGreedyアルゴリズムの不連
続発生率が最も低い．また，分散型の場合，GW地球局数を増加させても，集中型
と比較して，不連続発生率の増加量が少ないこともわかる． 
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図 3.10 シングルパスのみを考慮した場合の不連続発生率の変化 
次に，図 3.11に TDMAフレームあたりのタイムスロット数が 3～15の場合に，
GW地球局数を変化させたときの周波数・タイムスロット割当結果の不連続発生率
を示す．まず，図 3.8と同様，TDMA フレームあたりのタイムスロット数が多く
なる程，不連続発生率は低くなることが確認できる．これは，TDMA フレームあ
たりのタイムスロット数が多いと，無線セルに割り当てられる周波数スロット数が
少なくなり，時間変化と共に割り当てられる周波数スロットがあまり変化しないこ
とに起因する．しかし，無線セルに割り当てるべき周波数スロット数を求める際，
必要な通信チャネル数を周波数スロット単位に丸めることから，TDMA フレーム
あたりのタイムスロット数が増加するほど，GW地球局に割り当てるべき周波数・
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タイムスロット数は増加することに注意が必要である． 
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図 3.11 分散型割当方針を用いて Greedyアルゴリズムを適用した場合の 
GW地球局数の変化に対する不連続発生率の変化 
3.2.9 まとめ 
3.2節では，非静止衛星通信システムが多元接続方式として FDMA/TDMA 型を
使用し，複数の GW 地球局が周波数スロットとタイムスロットを共有するシステ
ムを対象にした，周波数・タイムスロットの周波数リソース割当プラン（FTSP）
の作成アルゴリズムを提案した．この提案アルゴリズムでは，システムのダイナミ
ックな変動に伴う，無線セルあたりのトラヒック量や衛星カバレッジ内に含まれる
GW地球局の構成，無線セル間の周波数再利用条件の変動などを考慮し，かつ，周
波数・タイムスロットという周波数リソースの再割当時に伴う Intra-cell hard 
handoverの発生を回避するよう，周波数リソースの時間的連続性の確保を目的と
している． 
割当アルゴリズムとして，2種類の割当方針（集中型周波数・タイムスロット割
当方針，分散型周波数・タイムスロット割当方針）と 3 種類の FTSP の作成アル
ゴリズム（シリアルナンバリングアルゴリズム，動的計画法を用いた DP-basedア
ルゴリズム，Greedy型アルゴリズム）を提案し，周波数リソースの時間的連続性
の観点から評価と考察を行った．その結果，(1)セルに割り当てられる周波数スロ
ットの変化による影響を少なくできる分散型周波数・タイムスロット割当方針が優
れていること，(2)ヒューリスティックアルゴリズムである Greedy型アルゴリズム
は，最適解が得られる動的計画法を用いた DP-based 型と同程度の性能が得られ，
かつ，計算量の観点から Greedy型アルゴリズムが良いこと，(3)周波数スロット数
あたりのタイムスロット数を増やし，無線セルに割り当てられる周波数スロット数
の変動を少なくすることで，周波数リソースの不連続の発生を少なくできること，
(4)提案手法は，地表面に設置する GW 地球局数が増加しても周波数リソースの不
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連続事象の発生が大幅に増加しないこと，が判明した． 
なお，本節で紹介した手法は，FDMA/TDMA型の非静止衛星通信システムの実
運用にも適用可能な集中制御型の周波数・タイムスロットの割当手法であり，提案
手法の一部は，実際に，ICOシステムに適用された． 
3.3 ショートメッセージサービス用タイムスロット割当手法 
3.3.1 非静止衛星通信システムを用いたショートメッセージサービス（HPSM サー
ビス） 
電子メールは IP（Internet Protocol）を用いた代表的なサービスであり，パー
ソナル通信では欠かすことのできない通信手段の一つである．通信回線の高速化と
アプリケーションソフトの高度化に伴い，電子メールに添付される電子ファイルが
増え，電子メールの容量は急激に増加している．一方で，ユーザ端末の能力や通信
回線の伝送速度，さらには，電子メールの受信に必要な料金の観点から，電子メー
ルのエッセンス（例えば，送信者のアドレスや件名）のみを送信するショートメッ
セージサービス（SMS）の需要も世界各国で増加している[76]．SMS を使用する
ユーザはショートメッセージを受信したあと，必要に応じて電子メールの全文を受
信することができる． 
これまでにも述べてきたように，衛星通信システムは広範囲のカバレッジエリア
を有するため，グローバルサービスの提供に適している．特に，LEO（Low Earth 
Orbit）やMEO（Medium Earth Orbit）と呼ばれる，複数の衛星を使用する非静
止衛星通信システムは，サービスカバレッジエリアが全世界の地表面であるため，
ショートメッセージの配信に有効なシステムの一つである．一般に，SMS は電子
メールサービスの補助的な位置づけと考えられるが，需要も多く，実際にすでにい
くつかの非静止衛星通信システムが SMSサービスを展開している[77]-[79]．地上
セルラーシステムを用いた SMS では，SMS 用の無線リソース管理に関する研究
は行われてきたが[80][81]，非静止衛星通信システムを用いた SMS サービスの運
用方法や無線リソース管理に関する研究は行われていない． 
地上のセルラーシステムなどと比較し，非静止衛星通信システムでは送信電力が
限られているためにリンクマージンが少ない．特に，マルチスポットビームを採用
する非静止衛星通信システムの場合は，衛星から放射可能な電力がスポットビーム
に分散される．これでは，屋内にいるユーザへのサービス提供が困難になる[82]．
この欠点を克服するため，あるバーストタイミングでは衛星の全送信電力を一つの
スポットビームに集中させ，送信電力を増やしてショートメッセージサービスを行
うという，HPSM（High-Power Short Message）サービスが提案されている[83]．
非静止衛星通信システムでは，複数の衛星が軌道面上を移動しているため，地表面
上のいたるところから複数の衛星を観測することができる．これは，ユーザがシャ
ドウイング等によりある衛星からの電波を受信できない場合でも，他の衛星からの
電波を受信できることから，ショートメッセージの受信確率を高めることができる． 
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この HPSMサービスにおいて，ショートメッセージサービスのメッセージ情報
のほかに，電話や高速データサービスの着呼を示すページング情報を含むことがで
きると，ページング情報の受信を契機に，屋内など電波伝搬状態が比較的劣悪な環
境にいるユーザが電波環境の良い場所に移動することにより，電話などの通常サー
ビスを受けられるなど，利用範囲も広がると考えられる． 
3.3節では，まず，非静止衛星通信システムを用いた HPSM サービスの要件と
HPSM 配信のためのスケジューリング問題について説明する．次に，スケジュー
リングアルゴリズムを提案する．計算機シミュレーションによる提案アルゴリズム
の性能評価結果から提案アルゴリズムの有効性を示す． 
3.3.2 HPSM サービス要件と衛星通信システムモデル 
3.3.2.1 HPSM サービスモデル 
HPSMサービスは，非静止衛星通信システムの貴重な無線リソースを使用した，
補助的な位置づけのサービスである．したがって，音声呼やデータ通信呼用に使用
する周波数スロットやタイムスロットの一部のみを HPSMサービスで使用するこ
とを想定する．また，非静止衛星通信システムでは，衛星内にマルチスポットビー
ムを搭載していることが多いが，衛星の送信電力を集中させて，送信信号の受信確
率を上げるため，特定のタイムスロットに一つのスポットビームからのみ照射でき
ると仮定する．さらに，ユーザ端末の電力消費を抑えるため，端末はスリープモー
ドを搭載し，予め定められた時間間隔で動作可能であると仮定する． 
HPSM サービス用の周波数リソースを他の主要トラヒック用の周波数リソース
と時間で分けるため，多元分割方式として TDMAを使用することを想定する．図 
3.12に示すように，TDMA フレームは階層構造になっており，T個のサブフレー
ムから構成されるフレームが F個集まるとスーパーフレームになる．サブフレーム
には HPSMサービス用のタイムスロットが一つだけ用意されており，HPSMサー
ビス用のタイムスロット以外のタイムスロットは音声トラヒックなどの主要サー
ビスに使用されると仮定する．また，スーパーフレームは HPSMサービス用のス
ケジューリングプランが生成される 1サイクルとする．スーパーフレームの間，衛
星の相対的な移動が無視できるほど，フレーム長は十分短いと仮定する． 
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図 3.12  TDMAフレームと HPSMサービス用タイムスロットの構成 
HPSM サービス用のタイムスロットを用いて照射される HPSM バーストは
HPSM用の制御情報とショートメッセージが含まれ，HPSMバーストを照射する
スポットビームのカバレッジエリア内（つまり，無線セル内）に存在するユーザ端
末に配信される．この制御情報とショートメッセージが配信される論理的なチャネ
ルをそれぞれ，制御シャネル（CCH: Control Channel），メッセージチャネル
（MCH: Message Channel）と呼ぶ．CCHによって運ばれる制御情報は，HPSM
バーストを照射するスポットビームの無線セル内の全ユーザ端末に配信される．一
方，MCH によって運ばれるショートメッセージは HPSM バーストを照射するス
ポットビームの無線セル内の特定のユーザ端末に配信されると仮定する．CCH に
は，“HPSM 配信スケジュール”が記載されており，このスケジュールにはショ
ートメッセージが配信される位置とタイムスロット ID の情報が記載されている．
ユーザ端末が端末の位置を認識していることを仮定すると，ユーザ端末はこの
HPSM 配信スケジュールを受信することによって，スリープモードを解除し，動
作するタイミングやメッセージの受信タイミングを知ることができる． 
3.3.2.2 HPSM サービス要件 
3.3.2.1節で紹介したサービスモデルを実現するため，HPSM 配信スケジュール
は全地表面でショートメッセージサービスの提供を可能するため，HPSM 用のタ
イムスロットにおいても，隣接する衛星間で無線セル間干渉を発生させてはならな
い．したがって，HPSMサービスでは，無線セル間干渉を回避するような HPSM
スケジューリングアルゴリズムが求められる．一方，ユーザ端末の利便性を考慮す
ると，建物等の遮蔽により電波伝搬路が見通し外になり，ショートメッセージが受
信不可能になることを回避するため，できる限り多くの衛星からショートメッセー
ジ用の電波（以降，HPSM バースト”と呼ぶ）を照射したほうが良い．また，ユ
ーザ端末がたとえ HPSM配信スケジューリングを受信できなくてもショートメッ
セージを受信することができるよう，定期的な配信という仕組みがあったほうが良
い．さらに，ユーザ端末の消費電力を考えると，電源投入後，できるだけ早くスリ
ープ状態に移行できるよう，頻繁な HPSM配信スケジュールの配信が求められる． 
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以上のシステム構成や運用方針を踏まえ，HPSM 配信スケジュールを作成する
ために必要なサービス要件を次のようにまとめる． 
要件 1: 地表面上のいかなる場所においても MCH に含まれるショーとメッ
セージは間欠的，かつ，定期的に送信されること． 
要件 2: 地表面上のいかなる場所においても CCHに含まれる HPSM配信ス
ケジュールはできるかぎり頻繁に送信されること． 
要件 3: （ユーザ端末が CCH と MCH を受信する機会を最大化するため）
HPSMバーストはできる限り多くの衛星から照射されること． 
要件 4: タイムスロット当たりに各衛星から電波を照射できるスポットビー
ムは高々1つであること． 
要件 5: 地表面上のいかなる場所においても，複数の衛星から照射される
HPSMバーストが干渉しないこと． 
HPSM 配信スケジュールを生成するには，各衛星各スポットビームの照射タイ
ミングを決定する必要がある．以降，各スポットビームの照射タイミングを記載し
たデータベースを“HPSM スケジューリングプラン”と呼ぶ．スポットビームに
よって電波が放射される前に，HPSMスケジューリングプランの一部が HPSM配
信スケジュールに変換され，このHPSM配信スケジュールがCCHの一部として，
スポットビームのカバレッジエリアに存在するユーザ端末に配信される．図 3.13
にHPSMスケジューリングプランからCCHに乗せてHPSM配信スケジュールが
放射されるまでの様子を示す．なお，HPSMスケジューリングプランから HPSM
配信スケジュールへの変換には，スポットビームのカバレッジエリア（つまり，無
線セルの領域）に関する情報を使用する． 
以降では，HPSM スケジューリングプランの作成に必要な問題の明確化を行う
とともに，上記の 5つの要件を満足する HPSMスケジューリングプランの作成ア
ルゴリズムを提案する． 
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図 3.13 HPSMスケジューリングプランと HPSM配信スケジュール 
3.3.2.3 非静止衛星通信システムのモデル 
非静止衛星通信システムにはM 個の軌道面に合計 S個の衛星があるとする．図 
3.14に示す非静止衛星通信システムの例では， 2M = ， 6S = である．参考までに，
文献[19]に紹介されている ICOシステムでは， 2M = ， 10S = であり，衛星の軌
道周期は約 6時間である． 
衛星にはB個のスポットビームがあり，各スポットビームによって形成されるカ
バレッジエリアから無線セルが決定する．なお，無線セルは互いに重ならないよう
に定義している．この無線セルは，セルラーシステムの“セル”の概念と同じであ
る．したがって，ある衛星のカバレッジ内にいるユーザ端末はその衛星からは一つ
のスポットビームのカバレッジエリア内にいると定義できる．図 3.15に，文献[19]
で紹介されている ICO システムのスポットビームに関する諸元を元に作成した無
線セルを示す．このように，スポットビームの入射角と衛星～地表面までの距離が
スポットビームによって異なるため，無線セルサイズは一様ではない． 
地球の全地表面をG個のほぼ同じ面積を有するような領域（GC: Ground Cell）
に分割すると仮定する．なお，図 3.16に示すように，GC の面積は無線セルより
も小さいため， 図 3.16に示すように，無線セルは複数の GCを含むことを想定す
る．また，3.3.2.1節に記載した仮定に基づき，MCHに含まれるショートメッセー
ジは，MCHを運ぶスポットビームによって形成される無線セル内の存在する複数
の GCの中で，一つの GCに存在するユーザ端末に向けて配信されることとする． 
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図 3.14 2軌道面で計 6衛星を有する非静止衛星通信システムの例 
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図 3.15 文献[19]に紹介されている非静止衛星通信システムの衛星あたり 163のスポットビ
ームとスポットビームによって形成される無線セル 
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図 3.16 無線セル（RC）と地表セル（GC）の例．この例では，形成されている GCの様子を
わかりやすくするため，GC数を 540としている． 
さらに，スポットビームからはその無線セル内に含まれる GCの ID（GC ID）
をすべて通知し，ユーザ端末はこの GC ID情報を受信することによって，ユーザ
端末がいる GC IDを推定すると仮定する．ちなみに，GPSなどの正確な位置情報
システムによって提供される位置情報を用いることによって，ユーザ端末はGC ID
を特定することも可能である．また，GPSシステムと同様に，HPSMサービスを
提供する非静止衛星通信システム自身が位置情報通知サービスを提供することも
可能である． 
3.3.3 HPSM スケジューリングの課題 
3.3.3.1 課題の定義 
本節ではまず，HPSMスケジューリングプランの作成アルゴリズムに使用する 2
つの新たな用語を定義する．また，HPSM スケジューリングプラン作成アルゴリ
ズムで考慮すべき二種類の課題をまとめる． 
図 3.16に示すように，スポットビームが照射されると，そのスポットビームの
無線セルには複数の GCが存在する．スポットビームの照射された無線セル内に存
在するユーザ端末は CCHを受信することによって，HPSM配信スケジュールを入
手することができる．このように，無線セル内の GCが任意の HPSMバーストで
照射されることを，以降では，“GCは照射される”と呼ぶことにする．また，以
降では，“照射”という用語は GCが任意の HPSMバーストで照射されることと
定義する． 
3.3.2.2節に記載したように，スーパーフレーム内のどのフレーム IDとどのタイ
ムスロット ID にどのスポットビームを照射させればよいかを決定するのが
HPSMスケジューリングである．ここで，GCごとに照射される HPSMバースト
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（タイムスロット ID）が決定していると，GC 内のユーザ端末はこの GC が照射
されるタイムスロット IDで定期的に受信することができる．これによって，“サ
ービス要件 1”に記載されている“MCHに含まれるショートメッセージは間欠的，
かつ，定期的に送信されること”の実現につながる．このように，GCに特定のタ
イムスロット IDで照射されることを，“同期割当”と呼ぶ． 
以上より，HPSM スケジューリングプランを生成するに当たっての課題は以下
の 2つになる． 
課題 1: 各 GCに対して特定のタイムスロット IDを決定すること． 
課題 2: 各スポットビームの放射タイミングを決定すること． 
3.3.2.1節で述べたように，HPSM スケジューリングプランのサイクルはスーパ
ーフレームである．したがって，スーパーフレーム内に必ず各 GCに対する“同期
割当”を実現する必要がある．逆に，これを実施することにより“サービス要件 1”
を満足することができる．一方，“サービス要件 2”を満足するためには，各 GC
に対してできる限り多く“照射”が行われる必要がある．この頻繁な“照射”を実
現するため，すべてのフレームで全 GCが“照射”されることを目指す． 
以上より，“サービス要件 1～3”は以下の“目的 1～3”を達成することである
により満足できると言える． 
目的 1: 全ての GC はスーパーフレーム内に少なくとも 1 回の“同期割当”
が行われること． 
目的 2: 全ての GC はスーパーフレーム内にできるかぎり多く“照射”が行
われること．（少なくとも各フレーム内で 1 回の“照射”が行われ
ること．） 
目的 3: 全ての GC はできる限り多くの衛星から“同期割当”や“照射”が
行われること． 
以上をまとめると，HPSMスケジューリングプランを作成するアルゴリズムは，
“サービス要件 4～5”を考慮しつつ，上記の“目的 1～3”を達成することが求め
られる． 
3.3.3.2 課題への対処方針 
まず，“課題 1”について検討する．スポットビーム間干渉を回避するため，同
一のタイムスロットで同期割当を行う GC は互いに十分に離れている必要がある．
全地表面上で同一のタイムスロットで同期割当を行う GC 群を最適に求めるには
アルゴリズムが必要であるが，この種の問題は「集合被覆問題（Set Covering 
Problem）」と呼ばれ，NP完全問題であるため，最適解を出力するアルゴリズム
は存在しない． 
“課題 2”についても，照射するスポットビームと照射タイミング（フレーム ID
とタイムスロット ID の組み合わせ）を決定する問題は，0-1 割当問題であり，こ
れも NP完全問題に属する． 
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したがって，課題 1および 2に対するアルゴリズムは，現実的な実行時間内で解
が得られる，ヒューリスティック型のアルゴリズムが必要である．次節で，ヒュー
リスティックアルゴリズムを提案する． 
3.3.4 同期割当のためのタイムスロット ID と GC とのマッピング 
3.3.3.2節で述べたように，同一のタイムスロットで同期割当を行う GCの集合を
決定する“課題 1”に対処するためのアルゴリズムを紹介する．なお，同一のタイ
ムスロットで同期割当を行う GC の集合に ID を付与し，この ID を“GC グルー
プ ID”と呼ぶ． 
E個の GCからなるグループは同一のタイムスロット IDで同期割当を行うとす
る．GCは GCグループ IDが 1～Zのいずれかに属することとすると，全 GC数G
はZEに等しくなる．同一 GC グループに属する GC は同一タイムスロット ID で
同期割当が行われるので，これらの GCを照射可能なスポットビームを決定する必
要があるが，同一 GCグループ内の GCが距離的に近いと無線セル間の干渉が発生
する．したがって，無線セル間の干渉を回避するためには，図 3.16に示すように，
GC グループに属する GC を地理的に散在させる必要がある．この図の例では，
45Z = ， 12E = である．このように，同一 GC グループに属する GC を散在させ
ることによって，文献[19]で紹介されているように，スポットビームのアンテナ指
向性の半値幅が数度という非静止衛星通信システムの場合は，同一タイムスロット
でこれらの GCに照射されても無線セル間の干渉は発生しない． 
ところで，12という値は，12個の頂点を有する正 20面体を念頭においている．
つまり，地球を正 20面体として捉えると，12箇所の頂点がおのずと得られる．こ
の正 20 面体を回転させることにより，地表面上の任意の場所で 12 箇所の頂点を
求めることができる． 
次に，“目的 2”を達成するためには，各フレームで全 GCを照射しなければな
らない．よって，GCグループ数Zはフレーム内の HPSM用タイムスロット数T以
下でなければならない．3.3.6節で紹介する提案アルゴリズムの評価用シミュレー
ションでは， 192Z T= = としている．よって，GC 数は 2,304 である．なお，正
20面体における隣接する頂点の離角は 63.4度であり，隣接する GC間における地
球中心の離角の最小値（GCの面積を考慮し，GCの端と隣接 GCの端の角度）は
約 53 度である．検討の対象としている非静止衛星通信システム[19]では，スポッ
トビームの半値幅が 2度以下であるため，スポットビーム間の干渉は発生しない．
スポットビームの半値幅が広いシステムの場合でたとえ，53 度の離角でもスポッ
トビーム間の干渉を回避できない場合は，頂点の数が少ない正多面体を選択するこ
とで干渉を回避できる．以上より，“サービス要件 5”のスポットビーム間干渉の
回避はこのアイデアを用いることで達成できる． 
3.3.5 HPSM スケジューリングアルゴリズム 
HPSMスケジューリングプランはスーパーフレーム毎に作成される．以下では，
“課題 2”を解決するため，“目的 1～3”を達成する HPSMスケジューリングプ
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ランの作成アルゴリズムを提案する．なお，提案アルゴリズムは，“サービス要件
4”の「同一タイムスロットでは，1衛星あたりの照射可能スポットビーム数は高々
1である」を満足する． 
3.3.5.1 割当管理 
3.3.3.1節に記載したように，無線セルに含まれる GCセルの中で 1つの GCのみ
が，その GCの特定のタイムスロット IDにて同期割当される．よって，同期割当
の対象となる GCが決定されると，タイムスロット IDは自ずと決定されるのであ
る．よって，他に決定すべき事項は当該 GCを照射可能なスポットビーム IDとス
ーパーフレーム内のフレームを決定するフレーム IDである． 
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図 3.17 “同期割当”と“照射”を表す 3次元のマトリックス（同期割当が◎，照射が○） 
図 3.17に示すようなスポットビーム ID，GC ID，フレーム IDからなる三次元
のマトリックスを管理することにより，“課題 1”と“課題 2”を達成しているか
否かを確認することができる．例えば，ある GCに対する同期割当をおこなうため
に，この GCを照射可能なスポットビームを選択する場合，同期割当された GC ID
とスポットビーム IDの交点に同期割当を意味する“◎”を記載する．このスポッ
トビーム IDの縦の列において，このスポットビームの無線セル内に含まれる他の
GCに対して，“照射”を意味する○を記載する．なお，一つのタイムスロット ID
では 1衛星に付き高々1つのスポットビームしか照射できないため，同一衛星内の
他のスポットビームを用いて，同一 GCグループ IDに属する他の GC IDに◎を
つけることはできない． 
このマトリックスにおいて，全ての GCの「スポットビーム－フレーム面」に少
なくとも 1つ（できれば多く）の◎が記載されると，“目的 1”が達成されること
になる．一方，全ての GCとフレーム IDの組み合わせにおいて，「水平の行」に
少なくとも 1つ（できれば多く）の◎もしくは○が記載されると，“目的 2”が達
成されることになる． 
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3.3.5.2 HPSM スケジューリングアルゴリズムの方針 
以下に記載する HPSM スケジューリングアルゴリズムでは，“目的 2”よりも
達成が困難な“目的 1”を重視する．これは，“目的 2”を重視することにより，
“目的 1”を達成できないというリスクを回避するためである．よって，アルゴリ
ズムの第 1のステップでは，全ての GCに対して同期割当のためのスポットビーム
ID とフレーム ID を決定する．これによって，照射される GC と未照射の GC に
分類される．次のステップにて，照射が完了した GCよりも未照射の GCの優先度
を高くし，照射のためのスポットビームを決定する． 
第 3と第 4のステップでは，できる限り多くの衛星を用いて同期割当と照射をお
こなうことを目指す．これによって，“目的 3”を達成すると同時に“目的 2”の
照射の機会を最大化するという目的も達成できる． 
3.3.5.3 HPSM スケジューリングアルゴリズムの概要 
3.3.5.2節に記載したアルゴリズムの方針に沿った，HPSM スケジューリングプ
ラン作成のアルゴリズムの概要を以下に記載する． 
Step 1: 全ての GCに対して以下の処理を実行する． 
- GCを照射可能なスポットビームを選択する． 
- GCとスポットビームの組み合わせに対し，フレーム IDを選択する． 
- GCの同期割当用タイムスロット IDに対し，同期割当を行う． 
Step 2: スーパーフレーム内の全てのフレームにおいて，照射が完了してい
ない GCに対して，以下の処理を実行する． 
- GCを照射可能なスポットビームを選択する． 
- 照射可能なスポットビームの無線セルに複数の未照射の GC が複数存
在する場合，そのうちの一つの GCを選択する．GCが決まると同期割
当用のタイムスロット IDが自ずと決定するため，選択した GCとスポ
ットビームに対して同期割当を行う． 
Step 3: 全ての GCに対して以下の処理を実行する． 
- 対象となる GCに対して同期割当を行うことが可能だが，Step 1と 2
で選択されていないスポットビームを選択する． 
- 選択したスポットビームと対象の GC の組み合わせに対してフレーム
IDを決定する． 
- GCの同期割当用のタイムスロット IDにおいて，選択したスポットビ
ーム IDとフレーム IDの組み合わせで同期割当を行う． 
Step 4: スーパーフレーム内の全てのフレームにおいて以下の処理を実行す
る． 
- 同期割当が可能な GC IDとスポットビーム IDを選択する． 
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- 選択した GC の同期割当用タイムスロット ID において，このフレー
ム IDにおいて，選択した GC IDとスポットビーム IDの組み合わせに
対して同期割当を行う． 
3.3.5.2節の方針に従い，Step 1 の処理で全 GC に対する同期割当処理を行うこ
とで“目的 1”の達成を目指している．Step 3は Step 1や Step 2で選択されてい
ないスポットビームを使用して同期割当を行うことで，“目的 3”の達成に寄与し
ている．さらに，Step 2と Step 4の処理を行うことにより，“目的 2”の達成を
目指している． 
なお，アルゴリズムの補足説明やアルゴリズムの実行に必要な選択基準について
は，本論文の末尾に掲載している付録を参照されたい． 
3.3.6 シミュレーション結果 
3.3.6.1 シミュレーション条件 
この節では，表 3.3に示す計算機シミュレーションの諸元を用いて得られたシミ
ュレーション結果を紹介する．なお，非静止衛星通信システムのシステムパラメー
タとして，文献[19]の ICO システムの諸元を用いている．シミュレーションの対
象期間である衛星の軌道周期（=6時間）内のフレーム総数は 1,014（=6時間／21.3
秒）である．なお，スーパーフレーム内のフレーム数 Fはパラメータとして変化さ
せている．また，グラフ中に示すシミュレーションの結果は，スーパーフレーム数
（ 1,014 F= ）の平均値である． 
表 3.3 シミュレーション諸元 
Number of Orbital Planes (M) 2 
Total Number of Satellites (S) 6, 10, 12 
Satellite Altitude 
(Orbital Period) 
10,390 km 
(Approx. 6 hours) 
Satellite Separation Uniform in each orbital plane 
Number of Spot-beams per Satellite (B) 163 
Number of Frames per Super Frame (F) 1, 2, 4, 6, 8, 10 
Number of GCs per GC group (E) 12 
Number of Timeslots per Frame (T) 192 
Number of GC groups (Z) 192 
Frame Length Approx. 21.3 sec 
Simulation Period =Orbital Period 
3.3.6.2 提案アルゴリズムの各処理が結果に与える影響 
図 3.18はフレームあたりに GC を照射するスポットビーム数とそのスポットビ
ーム数を有する GC 数の分布を示している．なお，衛星数 Sは 10，スーパーフレ
ームあたりのフレーム数 Fは 8 である．図中の値はスーパーフレーム内のフレー
ム数（この場合は 8）で平均化した値であるため，確率密度分布としてみなすこと
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ができる．図中の 4種類の曲線は，提案アルゴリズムの各 Stepの処理が完了した
時点の結果を表している．凸型の曲線の頂点が右側にあるほど，多くのスポットビ
ームから照射が行われていることを意味する．図からわかるように，Step 1 が終
了した時点では，全 GCの 40%が未照射の状態であるが，Step 2ではほとんど全
ての GCが少なくとも 1回は照射を完了し，Step 3では全ての GCがフレームあ
たりに 1回は照射されていることがわかる．この結果から，“目的 2”を達成して
いることがわかる． 
図 3.19は図 3.18と同様のグラフであるが，図 3.19は同期割当に関するデータ
をまとめている．なお，衛星数やスーパーフレームあたりのフレーム数は図 3.18
のときと同じである．この図より，Step 1 の処理が完了した時点で全ての GC が
同期割当を完了していることがわかる．また，図 3.18と同様に，アルゴリズムの
処理 Stepが進むにつれて，同期割当を行うスポットビーム数が増えている（図中
の凸型曲線の頂点が右方向に動いている）ことがわかる．さらに，これら 2つの図
から，提案アルゴリズムが想定通りに結果に作用していることもわかる． 
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図 3.18 フレームあたりに照射が完了した GC数の分布 
（衛星数 10S = ，スーパーフレームあたりのフレーム数 8F = ） 
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図 3.19 フレームあたりに同期割当が完了した GC数の分布 
（衛星数 10S = ，スーパーフレームあたりのフレーム数 8F = ） 
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なお，同期割当が完了した GC数の割合の平均値は次式で表される． 
 1
G
g
g
N g
F G
=
×
×
∑
 (3.16) 
ここで， gN はスーパーフレーム内で GC gと同期割当を行ったスポットビーム数
を表す．この計算を行うと，Step 4の処理を完了した時点で，79.9%の GCが全て
のフレームで同期割当が行われたことがわかった．ちなみに，Step 1 の処理を完
了した時点では，12.5%であったことから，Step 2～4の処理の有効性がわかる． 
3.3.6.3 提案アルゴリズムの性能評価 
本節では，提案アルゴリズムの性能評価結果を紹介する．なお，以降に示すデー
タは，アルゴリズムの全ての処理（つまり，Step 4 の処理）を完了した後の結果
である． 
図 3.20は，衛星数 Sとスーパーフレームあたりのフレーム数 Fを変化させたと
きの同期割当に失敗した GCの割合を示している．衛星数によらず，スーパーフレ
ームあたりのフレーム数Fを増加させることによって，同期割当が行われていない
GC数が減少する様子を確認できる． 
衛星数 Sが 6のときに着目すると，スーパーフレームあたりのフレーム数Fが 1
のときに 50%の GC が同期割当されていないことがわかる．衛星数 Sが 6 という
ことは，GC グループあたりの GC 数（つまり， 12E = ）の半分である．よって，
同期割当される GCは最大でも6 12 50%= となり，提案アルゴリズムが期待通りに
動作していることが確認できる．この論理に基づくと，衛星数が 12であればフレ
ーム数が1でもすべてのGCに対して同期割当を行うことができると期待できるが，
実際には 5%の GCが同期割当されていない．この理由の一つとして，提案アルゴ
リズムが網羅的探索（exhaustive search）を行わず，現実的な計算時間で解を得
ることを可能にする straightforward型のアルゴリズムであるため，最適解を得る
ことができないという点が挙げられる．もう一つの理由は，提案アルゴリズムの開
発目的を同期割当の性能のみとせず，“目的 1～3”に示すように，提案アルゴリ
ズムが，照射や衛星数についての目的も達成するように設計されているためである
と考えられる． 
いずれにせよ，“目的 1”を達成するためには，衛星数に比べて GCグループあ
たりの GC数を少なくすべきであるということが結論づけられる． 
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図 3.20 衛星数とスーパーフレームあたりのフレーム数を変化させたときの同期割当に失敗
した GCの割合 
次に，3 種類の衛星数の場合において，GC への照射の平均間隔を表 3.4にまと
める．Upper-boundと書かれた行に記載されている値は，次式によって得られる，
照射の平均間隔の理想値（つまり，最大値）である． 
 
Z E Z ET
S T A S A
× ×
× =
× × ×  (3.17) 
ここで，Aは非静止衛星通信システムのスポットビームによって形成される無線セ
ル内に含まれる GC 数の平均値であり，幾何的な情報から求めたもの，つまり，
HPSM スケジューリングで設けている制約が存在しない環境で得られる値である．
今回のシミュレーション諸元では， 4.21A= となった．一方，表中の Illumination
と記載された行の値は，提案アルゴリズムを用いることによって得られた値である．
Difference は提案アルゴリズムの結果と Upper-bound 値との差を Upper-bound
値で除算した値である． 
この表より，提案アルゴリズムの結果は Upper-bound値に近い値が得られてお
り，特に，衛星数が 12のときはほぼ理想的な結果に等しくなっている．衛星数が
少なくなると，Upper-bound から乖離する量が増えるが，これは，衛星数が少な
い場合は，スポットビームを選択するときの自由度が少なくなるためである．また，
この表から，例えば衛星数が 10 のときの照射の平均間隔（つまり，CCH を受信
する平均間隔）は 6.3秒（=21.3×56.8／192）であることがわかる．よって，ユー
ザ端末が電源を投入後，最大でも 6 秒程度待てば，CCH に含まれる HPSM 配信
スケジュールを受信し，すぐに間欠受信モード（スリープモード）に入ることがで
きる．この数値のオーダは，実運用でも十分満足が得られる値であると思われる． 
 
第 3章 非静止衛星通信システムにおけるタイムスロット割当手法 
- 72 - 
表 3.4 3種類の衛星数の場合における照射の平均間隔（単位は，サブフレーム，スーパーフ
レームあたりのフレーム数は 8） 
 S=6 S=10 S=12 
Upper-bound 91.2 54.7 45.6 
Illumination 98.1 56.8 46.4 
Difference (%) 7.56 3.84 1.75 
 
図 3.21と図 3.22はそれぞれ衛星数が 6 と 12 のときの，GC に対して同期割当
および照射を行った衛星数とその場合の GC数の割合を表している．この 2つの図
から，“目的 3”の「できる限り多くの衛星から同期割当，および，照射が行われ
ること」を達成しているかを検証することができる．この 2 つの図の凡例にある
“Upper-bound”は，前述のものと同じであり，HPSM スケジューリングで設け
ている制約を何ら考慮せず，無線セルのエリアという幾何的な情報のみを使用して
求めた数値である． 
これらの図より，提案する HPSMスケジューリングアルゴリズムはスーパーフ
レームあたりのフレーム数 Fを増やすと，Upper-bound（つまり，理想的な値）
に近づいていることがわかる．特に，照射の結果（図の(b)の結果）は，フレーム
数Fが少なくても Upper-boundに近づくことがわかる．このことから，提案アル
ゴリズムは極めて有効であることがわかる．また，図 3.21と図 3.22の(b)からわか
るように，衛星数に依存せず，フレーム数 Fが 4程度で Upper-boundに近づくこ
とがわかる．このことから，提案アルゴリズムは衛星数に対して適応的であること
もわかる． 
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図 3.21 衛星数が 6のときの(a)GCに対して同期割当を行う衛星数とその GCの割合，(b) GC
に対して照射を行う衛星数とその GCの割合 
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(a) Sync-assignment 
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(b) Illumination 
図 3.22 衛星数が 12のときの(a)GCに対して同期割当を行う衛星数とその GCの割合，(b) GC
に対して照射を行う衛星数とその GCの割合 
次に，ユーザ端末の観点から，提案アルゴリズムによって提供される HPSMサ
ービスの性能評価を進める．なお，評価指標は，各 GCにおける「照射回数に対す
る同期割当回数の割合」とする．図 3.23に，緯度における評価指標の結果を示す．
この図から，緯度によらず，照射回数に対する同期割当の比が緯度に依存しないこ
とがわかる．よって，提案アルゴリズムを用いることにより，地表面上の場所によ
る偏差が少ない，公平な割当を達成できているといえる． 
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図 3.24は日本および韓国周辺（緯度は約 40度）のある GC（図中の A）に着目
した結果である．照射されたタイムスロットは，この GC Aの同期割当用タイムス
ロットが最も多く約 20%を占めている．（ちなみに，この数値は，図 3.23の結果
の裏づけとなっている．）他は，GC IDが Bや C用の同期割当用タイムスロット
で照射されていることがわかる． 
なお，提案アルゴリズムでは，GC間での同期割当や照射の回数に差が生じない
ように GC間の公平性を保つよう，アルゴリズムの処理を設計したが，他の公平性
の視点をアルゴリズム内に盛り込むことができる．例えば，陸地を海の領域よりも
優先させたい場合は，アルゴリズム内の GCごとに行う処理や，GCを選択する処
理において，陸地の GCを優先的に選択すればよい．このように，提案アルゴリズ
ムは柔軟性にも富み，実運用でも適用可能である． 
最後に，HPSM スケジューリングプランの作成に要する計算時間に関する結果
をまとめる．1.7 GHzの CPUクロックを有する Pentium 4プロセッサのパソコン
を用い，10衛星でスーパーフレームあたりのフレーム数Fが 8のときの計算時間
は 46.4秒であり，所要メモリは 27 MByteであった．また，GC IDやフレーム ID
のデータサイズをそれぞれ 2 Byte，スポットビームの無線セルに含まれる GC 数
を 4（(3.17)式で使用した値）と仮定すると，スポットビームから放射される HPSM
配信スケジュールのデータサイズの見積もりは 16 Byte となる．以上のように，
HPSMスケジュールリングプランの作成に必要な計算機リソースやHPSM配信ス
ケジュールのデータサイズからも，提案アルゴリズムは実運用でも適用可能である
ということが言える． 
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図 3.23 各緯度における同期割当の割合 
（衛星数 10S = ，スーパーフレームあたりのフレーム数 8F = ） 
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図 3.24 GC (A)において同期割当または照射が行われたタイムスロット IDの分布 
（衛星数 10S = ，スーパーフレームあたりのフレーム数 8F = ） 
3.3.7 まとめ 
3.3節では，非静止衛星通信システムを用いたショートメッセージサービス
（SMS）の有効性に着目し，同サービスを行うために必要な機能要件と目的につ
いての整理を行った．非静止衛星通信システムでは送信電力量に制限があることと，
補助的なサービスである SMSに与える周波数リソースを最小限にすべきであるこ
とから，システム内のすべてのスポットビームで同一の周波数を使用し，あらかじ
め定められた SMS 用のタイムスロットを使用することを想定した．また，SMS
用のタイムスロットを用いて 1衛星内で，同時に放射できるスポットビーム数の上
限を 1に設定し，衛星の送信電力を集中させるようなシステムとした．このように，
タイムスロットのバーストタイミングごとに衛星の全送信電力を一つのスポット
ビームに集中させる，HPSM（High-Power Short Message）サービスを提供する
に当たって，衛星とスポットビームの照射タイミングを決定する，HPSM スケジ
ューリングプラン作成アルゴリズムを提案した． 
シミュレーション結果から，提案アルゴリズムが 5つのサービス要件の全てを満
足していることはもとより，アルゴリズムを構成する 4ステップのそれぞれが性能
の向上に大きく貢献し，目的を達成していることを確認した．さらに，得られた結
果がサービス要求事項を無視した場合に得られる上限値（Upper-bound）に極めて
近いことから，提案アルゴリズムの有効性を確認した．このほか，提案アルゴリズ
ムは細分化された地表面領域（GC）の緯度等によらず，公平な HPSMのサービス
品質を提供できることも確認できた． 
なお，提案アルゴリズムはストレートフォワード型のヒューリスティックアルゴ
リズムであり，所要計算時間も 1分以内と短い．また，割当対象の GCの選択をア
ルゴリズム内で行っていることから，陸地と海の差別化などの要望にも柔軟に対応
可能である．したがって，提案アルゴリズムは柔軟性にも富み，実運用でも十分に
適用できると言える． 
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第4章 広域無線通信システムにおける周波数・電力リソース
割当手法 
第 2章および第 3章では，周波数スロットやタイムスロットといった周波数リソ
ースの割当手法を提案した．本章では，非静止衛星通信システムや HAPS では周
波数と並んで貴重な無線リソースである電力リソースも合わせて同時に考慮した，
有効かつ実用的な集中制御型の無線チャネル割当手法を提案する．提案手法は，線
形計画法（LP: Linear Programming）を使用することにより大局最適解が得られ
ること，また，システムで使用可能な無線リソースを最大限有効利用し，システム
容量を最大化することによりデータトラヒックのスループットを向上できるとい
う特徴を有する． 
4.1 まえがき 
優れたサービス品質をユーザに提供するためには，無線通信システムにおいて無
線リソース割当手法が果たす役割は大きい．特に，トラヒック量がシステム容量に
近いときは，無線リソース割当の重要性は一段と高まる．従来のように，電話のト
ラヒックが流れるトラヒックの主流であったときは，トラヒック量の予測は比較的
容易であり，また，トラヒック量に見合った必要な無線リソースの見積もりも，第
2 章や第 3 章でも記載したように，Erlang-B 式を使うことで実現可能であった．
しかしながら，IP（Internet Protocol）トラヒックの代表例であるデータトラヒッ
クが主流になった昨今，データトラヒックはバースト性を有するため，電話トラヒ
ックのように必要な無線リソースを見積もることは極めて困難である．無線リソー
スは貴重な有限の資源であるため，データトラヒックのようなバースト性を有する
トラヒックを収容できるよう，利用可能な無線リソースを効率よく使用する必要が
ある．これが実現できると，サービス品質（QoS: Quality of Service）が向上し、
ユーザの満足度も高まる． 
本章では，トラヒックチャネルの割当単位として“無線チャネル”という用語を
使用する．これは，FDMA，TDMA，CDMAにおける周波数スロット，タイムス
ロット，コードに相当する．これは，本章で提案する手法が，いずれの多元接続方
式でも適用可能であることから一般性を持たせるためであるが，以降に紹介するさ
まざまな説明や数値結果では，簡単のため，FDMA を例とする．また，周波数ス
ロットの割当対象である無線セルを RCと略する．なお，無線チャネル割当の結果
は第 2章や第 3章と同様，実運用前に準備される，Pre-plan 型を想定している．
したがって，トラヒック量の変動に対する適応性を確保するためには，第 2章およ
び第 3章でも紹介した FLEXCA型アーキテクチャの使用を必要とする．ちなみに，
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DCA は一般的に無線チャネルを効率よく使用すると考えられている[84]が，呼ご
とに発生する様々なイベントごとに多くの制御情報の送受信を必要とすることか
ら，高度なペイロード機能や性能が要求されること，また，トラヒック負荷が高い
場合には，DCAよりも FCAの方が呼損率や呼の切断率を低く抑えることが示され
ている[85]．これは，トラヒック量の予測が正確である場合は，FCA の方が大局
的な無線チャネル割当の最適解を得るのに対し，DCA は局所情報を用いたオンデ
マンド型の無線チャネル割当を行うことから，局所最適解しか得られないためであ
る． 
ところで，衛星通信システムや成層圏プラットフォームシステム（あるいは，
HAPS: High Altitude Platform Systemとも呼ばれる）のような広域無線アクセス
システムではオンボードに搭載できる重量が限定されているため，電力を供給する
ソーラー電池パネルや燃料電池の搭載規模の制限によって，供給できる電力量が限
定される．また，複数の国や地域をサービス対象とする広域無線アクセスシステム
では，他の無線システムとの周波数帯の共用問題が存在する．与干渉量については，
二国間や国際での規定（たとえば，HAPSに対する周波数帯の共用に関して，ITU-R
勧告[86][87]が存在する）を遵守する必要があり，この点でも送信電力量の制約が
存在する．このように，地上系の無線通信システムとは異なり，広域無線アクセス
システムでは，周波数のみならず電力も有限でしかも，貴重な無線リソースである．
したがって，無線チャネルを割り当てる際は，周波数制約と電力制約の両方を考慮
する必要がある． 
第 2章や第 3章では，非静止衛星通信システムを対象に，周波数制約条件のみを
考慮した無線チャネル割当手法を紹介した．このほかにも，電力制約のみを考慮し
た無線チャネル割当手法についての検討が行われてきた[88]-[89]．しかし，両方の
無線リソースの制約条件を“同時に”考慮した無線チャネル割当手法は提案されて
いない．本章では，周波数と電力の両リソースを同時に考慮した，有効的かつ実用
的な集中制御型無線チャネル割当手法を提案する[90]．なお，提案手法は，線形計
画法（LP: Linear Programming）を使用しているため，大局最適の無線チャネル
割当解を得ることができる． 
提案手法の性能評価を行うため，例として，日本をサービスカバレッジとする
HAPSシステムを対象とし，提案手法の有効性を示す．また，実運用時やシステム
設計時にも有効である，システム容量のマージンの調整や複数の飛翔体間での負荷
分散も可能にする LPモデル式も紹介する．さらに，カラム生成法を用いた性能の
改善効果も示す[91]． 
4.2 対象システム 
本章で紹介する無線チャネル割当手法は，静止衛星通信システムや非静止衛星通
信システム，HAPSなどの送信電力に制限がある無線通信システムのいずれにも適
用可能である．性能評価対象として使用する HAPSは地上 20km付近の成層圏に
飛行船などの複数の飛翔体を浮遊させ，図 4.1に示すように，飛翔体からはマルチ
スポットビームを照射する[90]．非静止衛星通信システムも 1 以上の衛星を有し，
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各衛星からマルチスポットビームを照射するため，HAPSと非静止衛星通信システ
ムのシステム構成は同様である．なお，本章での説明や性能評価では，スポットビ
ームのカバレッジエリア（つまり，RC）が不変であると仮定する． 
 
図 4.1 HAPSのシステムイメージ 
4.3 周波数スロット割当の目的 
本章で示す性能評価の結果例では，多元接続方式として FDMAを例にしている
ため，以降，無線チャネルを周波数スロットと言う．システムで使用可能な周波数
スロットは，トラヒック量などに応じて RCに割り当てられる．また，RC間の干
渉レベルが所定の値以下であれば，周波数スロットを異なる飛翔体間で再利用する
ことも可能である．一方，電力リソースは飛翔体ごとに占有され，飛翔体の電力リ
ソースを他の飛翔体と共有することはできない． 
周波数スロット割当では，システムがサービス対象とするカバレッジエリア内に
不均一に分布しているトラヒック量を考慮する必要がある．特に，システムのカバ
レッジエリアが広いHAPSや衛星通信システムなどの広域無線通信システムでは,
必須の要件である．地域によるトラヒック量の偏差を考慮する場合，公平な QoS
を実現するため，地域ごとの収容可能トラヒック量（Carriedトラヒック量）が発
生するトラヒック量（Offeredトラヒック量）に比例するよう，周波数スロット割
当を行うべきである．また，Carriedトラヒック量と Offeredトラヒック量の比を
最大化する必要がある． 
Offered トラヒック量に応じた公平な QoS 実現のための周波数スロット割当に
加え，周波数スロット割当を行う際は，システムで使用可能な周波数帯域や電力資
源を有効に使用し，ユーザの満足度を高める必要がある．つまり，Carriedトラヒ
ック量の総和（システム容量）を最大化しておく必要がある． 
以上より，以下の 2点を周波数スロット割当における目的として定義する． 
目的 1: システムのカバレッジエリア内にあるエリア（4.4.3節で定義する
“GC”に相当）ごとの QoSレベル（Carriedトラヒック量と Offered
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トラヒック量の比）の最小値を最大化すること． 
目的 2: RC内のCarriedトラヒック量の総和であるシステム容量を最大化す
ること． 
4.4 システムとトラヒックのモデル 
本節では，RCと飛翔体の構成モデル，周波数再利用モデル，トラヒックモデル
を紹介する． 
4.4.1 無線セルの構成モデル 
飛翔体には多くのスポットビームが搭載されており，無線セル（RC）はスポッ
トビームで照射された領域によって形成される，論理的な領域のことである．本節
では簡単のため，6角形の RCモデルを使用する．また，スポットビームの照射角
度によらず，RCサイズは同一であると仮定し，ある地表面領域は同一飛翔体から
はいずれか一つの RCのみに含まれるとする．数値評価には図 4.2(a)に示すように，
飛翔体あたり 31個の RCがあるモデルを使用している． 
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(a)         (b) 
図 4.2 2種類の周波数再利用パターン(a)飛翔体内の周波数再利用パターン（4セル繰り返し
モデル），(b)飛翔体間の周波数再利用パターン（3セル繰り返しモデル） 
4.4.2 周波数再利用モデル 
RCに対して周波数スロットを効率よく割り当てるために，セルラーシステムで
使用されている周波数再利用パターンの概念を採用する． 
HAPSなどの広域無線アクセスシステムでは図 4.1や図 4.2に示すように，飛翔
体は複数のスポットビームを照射しており，また，飛翔体のカバレッジエリアの一
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部は隣接する飛翔体のカバレッジエリアと重なっている． 
本章では，複数の RCで同一周波数を再利用可能なセル間隔を 4セル繰り返しで
得られる距離とする．よって，図 4.2(a)に示すように，飛翔体内の RCに対して適
用するセル繰り返し数を 4とする．飛翔体内の RC間の干渉は，4セル繰り返しで
回避できるが，飛翔体のカバレッジエリアが重複するため，複数の飛翔体のカバレ
ッジエリアが重複する領域にあるRCは隣接飛翔体のRCと 4セル繰り返しに必要
な距離を確保できず，干渉が発生する．この飛翔体間の干渉回避のため，飛翔体を
一つの大きなセルとみなし，図 4.2(b)に示すように規則的な 3 セル繰り返しを適
用する．よって，表 4.1に示すように，HAPS内の RCは，RCに適用する 4セル
繰り返しの再利用パターンm（ 1,2,3,4m= ）と飛翔体に適用する 3 セル繰り返し
の再利用パターン n（ A,B,Cn= ）から構成される 12色（すなわち，A1，A2，・・・
C3，C4）のうちの 1色に色分けされる．システムで使用可能な周波数スロットを
12 色に色分けすることになる．以降，この“色”のことを“周波数ブロック”と
呼び，RCに適用する 4セル繰り返しの再利用パターンmと飛翔体に適用する 3セ
ル繰り返しの再利用パターン nによって，機械的に一意に決定される RCごとの周
波数ブロックを“デフォルト周波数ブロック”と呼ぶ． 
表 4.1 A1から C4までの周波数ブロック 
 Intra-airship frequency reuse pattern  
m=1 m=2 m=3 m=4 
n=A A1 A2 A3 A4 
n=B B1 B2 B3 B4 
Inter-airship frequency 
reuse pattern 
n=C C1 C2 C3 C4 
しかし，それぞれの RCが使用できる周波数ブロック数を 1つに限定すると周波
数利用効率が低くなる．飛翔体の配置にも依存するが，周波数再利用条件（本章で
は，RC間の距離が 4セル繰り返しを適用できる距離以上であること）を満足して
いれば，デフォルト周波数ブロック以外の周波数ブロックを使用すべきである．
RCごとの各周波数ブロックの使用可否を決定する方法はいくつかあるが，本章で
は比較的シンプルなアプローチを採用する． 
まず， ( )m i と ( )n j をそれぞれ飛翔体 j，RC iの周波数再利用パターンとする．
したがって，飛翔体 jの RC iのデフォルト周波数ブロックは， ( )m i と ( )n j の組み
合わせとなる．以降で紹介するアプローチでは， ( )m m i= かつ ( )n n j≠ からなる周
波数ブロックについて，再利用可能か否かを調査する．例えば，飛翔体 jの RC iの
デフォルト周波数ブロックを ( ) 1m i = と ( ) An j = の組み合わせ（つまり，A1）とす
ると，デフォルト周波数ブロックが B1であるすべての飛翔体・RCとの周波数再
利用条件を調査し，周波数再利用条件を満足しているならば，A1 以外に B1 が使
用できると判断する．同様に，デフォルト周波数ブロックが C1の飛翔体・RCに
ついても調査する． 
このようにして，飛翔体・RCのそれぞれに対して，どの周波数ブロックを使用
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できるか否かを判定し，“周波数再利用行列”と呼ぶ変数 ,,
m n
i jX を作成する．周波
数再利用可能であれば，この変数には 1 が代入される．なお，この行列は4.4.4節
で紹介する周波数スロット割当手法の LPモデル式で使用される． 
4.4.3 トラヒックモデル 
本章では，トラヒック需要量は 5 km四方の領域（以降，GC: Gound Cellと呼
ぶ）の人口に比例した値を仮定する．シミュレーションによる提案手法の性能評価
では，全 GCでのトラヒック量の総和を 1 Gbpsとし，人口に応じて GCごとのト
ラヒック量を求めている． 
日本における人口は公的機関のデータベースを使用しており，人口分布を図 4.3
に示す[93]．同図では，600 km×1,000 kmの領域に 24,000個の GCが存在する．
図 4.4に，シミュレーションによる性能評価で使用する各 GCでのトラヒック量の
モデルを示す． 
 
図 4.3 日本の中心部における 5km四方の人口データ 
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図 4.4 5km四方の GCごとのトラヒック量と飛翔体のカバレッジエリア 
4.4.4 飛翔体カバレッジモデル 
飛翔体は移動せず，図 4.4に示すように，正三角形の格子状に配置されており，
トラヒック量を有する GCを覆うよう配置されている．全部で 24機の飛翔体があ
り，図 4.4では 12 度の仰角で円を描いている．なお，図中の数字は飛翔体の ID
である． 
4.5 周波数と電力の制約を考慮した周波数スロット割当用LPモデル
式 
4.5.1 LP モデルの目的 
提案の無線チャネル割当手法は線形計画法（LP: Linear Programming）を用い
ているが，4.3節に定義した 2つの目的を達成するため，“Step 1”と“Step 2”
という二段階の処理を行う．Step 1と Step 2はそれぞれ，“目的 1”と“目的 2”
を実現するために定式化されており，すべての変数の値は LPモデルを解くことに
よって得られる． 
まず，“トラヒック収容率”という変数を導入する．これは，“目的 1”で述べ
た「各 GCにおける Carriedトラヒック量に対する Offeredトラヒック量の比」と
いう QoS 指標である．ちなみに，このトラヒック収容率を上げることがシステム
全体の Carriedトラヒック量，すなわちシステム容量の増大につながる． 
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二段階の LPモデル式の Step 1では，“トラヒック収容率の最小値（各 GCの
トラヒック収容率の最小値）”を最大化することで，“目的 1”を達成する．Step 
2では，“目的 2”を達成するため，システム容量（Carriedトラヒック量の総和）
を最大化する．このとき，Step 1 で最大化したトラヒック収容率の最小値を維持
するため，Step 2では各 GCのトラヒック収容率は Step 1で最大化したトラヒッ
ク収容率の最小値以上であるという制約条件を設ける． 
電力制約や周波数制約などの制約条件は Step 1および Step 2ともに共通である．
なお，すでに述べたように，電力制約は飛翔体ごとに設定されるが，周波数リソー
スはシステム内で再利用可能であるため，周波数制約はシステム全体に対して適用
される． 
本章では，電力制約や周波数制約のみを考慮し，2つの目的に対応させた周波数
スロット割当のための LPモデルを“基本 LPモデル”と呼ぶ．まず，基本 LPモ
デル式の紹介を次節以降で行う． 
4.5.2 インデックス，パラメータ，変数の説明 
インデックス，パラメータ，決定変数，従属変数をそれぞれ表 4.2，表 4.3，表 
4.4，表 4.5にまとめる． 
（１）インデックス 
表 4.2 インデックス一覧 
i  : 飛翔体内のRC ID（ i =1, 2, …, B） 
j  : 飛翔体ID（ j =1, 2, …, H） 
k  : GC ID ( k =1, 2, …, K ) 
m  : 飛翔体内の周波数再利用パターンを表すID（m =1, 2, 3, 4） 
n  : 飛翔体間の周波数再利用パターンを表すID（n =A, B, C） 
（２）パラメータ 
表 4.3 パラメータ一覧 
B  : 飛翔体内のRC数 
H  : 飛翔体の総数 
K  : GCの総数 
,i jA  : 飛翔体 jのRC iの領域に含まれるGCの集合 
kB  : GC kを照射するRCの集合 
d  : 周波数スロットあたりのデータの伝送レート [kbps] 
kD  : GC kのトラヒック量 [kbps] 
p  : 飛翔体の直下点で必要とされる送信電力量 [W] 
maxP  : 飛翔体あたりの許容送信電力量 [W] 
TotalF  : システムが使用可能な周波数スロット数の総和（=システムに
割り当てられた周波数帯域／周波数スロットあたりの帯域幅）
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（３）決定変数 
表 4.4 決定変数一覧 
( , )kC i j  : 飛翔体 jのRC i  に収容されるGC k用のCarriedトラヒック量
[kbps] 
,m nF  : 周波数ブロック ,m n（周波数再利用パターンmとnの組み合わ
せ）に割り当てられた周波数スロット数 
kα  : GC kのトラヒック収容率 
（４）従属変数 
表 4.5 従属変数一覧 
α  : 全てのGCを対象にした，トラヒック収容率の最小値
（ { }mink kα= ） 
( )L i  : 伝搬損の補正値（= RC iの中心での伝搬損／飛翔体直下の伝
搬損P)  
,
,
m n
i jX  : 飛翔体 jのRC iが周波数ブロック ,m nの使用可否を表す周波
数再利用行列の要素．可能であれば ,, 1
m n
i jX = であり，そうでな
ければ ,, 0
m n
i jX = ． 
( , )C i j  : 飛翔体 jのRC iによって収容されるCarriedトラヒック量 
[kbps] 
allC  : システム容量，つまり，全てのRCによって収容されるCarried
トラヒック量 [kbps] 
( )P j  : 飛翔体 jの所要送信電力量 [W] 
allF  : 周波数ブロックに割り当てられた周波数スロット数の総和 
4.5.3 LP 式 
Step 1と Step 2におけるLPモデル式を以下に記載する．すでに述べたように，
まず，Step 1 では，トラヒック収容率の最小値αを最大化する．その後，Step 2
では各 GCのトラヒック収容率 kα が Step 1で最大化したα以上になることを保証
した上で，システム容量 allC の最大化を図る． 
4.5.2節で紹介したように，決定すべき変数は ( , )kC i j ， ,m nF ， kα である．飛翔体 j
の RC iが使用可能な周波数ブロック ,m nに割り当てられる周波数スロット数 ,m nF
の増加に伴い，Carriedトラヒック ( , )kC i j も増加する．これにより，必然的に kα も
増加する．しかしながら，周波数制約や電力制約のため，周波数ブロックに割り当
てられる周波数スロット数は限定される． 
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（１）Step 1 
Maximize α  (4.1) 
Subject to 
( , )
( , )
k
k k k
i j B
D C i jα
∀ ∈
× = ∑ , for all k  (4.2) 
 
,
( , ) ( , )
i j
k
k A
C i j C i j
∀ ∈
= ∑ , for all  and i j  (4.3) 
 ( ) ( ) ( , )
i
pP j L i C i j
d
= ∑ , for all j  (4.4) 
 ,, ,
( , )m n
i j m n
m n
C i jX F
d
≥∑∑ , for all  and i j  (4.5) 
 all ,m n
m n
F F=∑∑  (4.6) 
 max( )P j P≤ , for all j  (4.7) 
 all totalF F≤  (4.8) 
 ( , ) 0kC i j ≥ , for all , ,  and i j k  (4.9) 
 , 0m nF ≥ , for all  and m n  (4.10) 
 kα α= , for all k  (4.11) 
 
（２）Step 2 
Maximize all ( , )
j i
C C i j=∑∑  (4.12) 
Subject to 
( , )
( , )
k
k k k
i j B
D C i jα
∀ ∈
× = ∑ , for all k  (4.13) 
 
,
( , ) ( , )
i j
k
k A
C i j C i j
∀ ∈
= ∑ , for all  and i j  (4.14) 
 ( ) ( ) ( , )
i
pP j L i C i j
d
= ∑ , for all j  (4.15) 
 ,, ,
( , )m n
i j m n
m n
C i jX F
d
≥∑∑ , for all  and i j  (4.16) 
 all ,m n
m n
F F=∑∑  (4.17) 
 max( )P j P≤ , for all j  (4.18) 
 all totalF F≤  (4.19) 
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 ( , ) 0kC i j ≥ , for all , ,  and i j k  (4.20) 
 , 0m nF ≥ , for all  and m n  (4.21) 
 kα α≥ , for all k  (4.22) 
 
ちなみに，Step 2 の LP モデルにおける制約条件式である(4.13)式～(4.21)式は
Step 1の(4.2)式～(4.10)式と同一である．以下に，書く制約条件式について説明す
る． 
制約条件の(4.2)式～(4.4)式と(4.6)式はそれぞれ，GC kにおいてシステムに収容
されるCarriedトラヒック量，飛翔体 jのRC iが収容するCarriedトラヒック量，
飛翔体 jの所要送信電力量，システムで使用する周波数スロット総数を示す定義式
である．(4.5)式の左辺は飛翔体 jの RC iに割り当てられた周波数スロットの総数
を表しているため，この値は，同式の右辺である飛翔体 jの RC iが収容する
Carriedトラヒック量 ( , )C i j から得られる所要周波数スロット数以上でなければな
らない．(4.7)式と(4.8)式の不等式は，飛翔体の所要送信電力量とシステムに割り
当てられる周波数スロット総数がそれぞれ，電力制約と周波数制約を超えないこと
を課している．(4.9)式と(4.10)式は，Carried トラヒック量と割り当てられた周波
数スロット数が非負であるための制約式である．最後に，(4.11)式は，Step 1での
目的式である(4.1)式の定義に必要な制約式である． 
トラヒック収容率に関する制約式は Step 1と Step 2で異なる．Step 1における
(4.11)式は，すべての GCにおけるトラヒック収容率を同一にするための制約式で
あったのに対し，Step 2での(4.22)式は，各 GCのトラヒック収容率が Step 1で
最大化したトラヒック収容率を下回らないようにするための制約式である． 
4.6 シミュレーションによる性能評価結果と考察 
本節では，4.4節で紹介した HAPSのシステムや RCの構成例，トラヒックモデ
ルを用いたシミュレーションによる性能評価結果を示す． 
4.6.1 シミュレーションのパラメータ 
トラヒックや飛翔体カバレッジ，周波数再利用行列については4.4節で紹介した
とおりである．その他のパラメータは表 4.6のとおりである．なお，システムで使
用可能な周波数スロット総数 totalF や飛翔体の許容送信電力量 maxP はシミュレーシ
ョンでの変数として値を変化させている． 
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表 4.6 性能評価のためのシミュレーションパラメータ 
Parameter Value 
Data bit rate per frequency slot d  144 kbps 
Transmission power required for one  
frequency slot at the sub-airship point p  
0.1 W (ref. [94]) 
ちなみに，以下のシミュレーション結果は，4.4.3節のトラヒックモデルのみを
使用しているが，実運用環境ではトラヒック量は時間に応じて変化する．したがっ
て，FLEX-CAの考え方を用いて，トラヒック量の変化に応じて無線チャネル割当
結果を更新する必要がある．時変のトラヒック量に応じて無線チャネル割当結果を
更新する手法や，トラヒック量の変化を吸収する割当手法，ハード・ハンドオーバ
を避けるための無線チャネルの連続性を確保する割当手法については，第 2章およ
び第 3章を参照されたい． 
4.6.2 提案手法の有効性の実証 
提案手法の有効性を実証するため，提案手法を他の 2つの手法と比較する．１つ
は周波数制約のみを考慮した割当手法（以降，この手法を FCO: Frequency 
Constraint Onlyと呼ぶ）であり，もう 1つは電力制約のみを考慮した割当手法（以
降，この手法を PCO: Power Constraint Onlyと呼ぶ）である．FCOは基本 LP
モデル式の中から(4.7)式を除いた LP モデル式であり，PCO は基本 LP モデル式
の中から(4.8)式を除いた LPモデル式である． 
図 4.5に FCO，PCO，提案手法（基本 LP モデル式）のそれぞれの手法におけ
る Step 1と Step 2での，各周波数ブロックに割り当てられた周波数スロット数を
図示している．なお，システムで使用可能な周波数スロット総数 totalF を 1,000にし
ているため，FCOや提案手法では，この上限値を超えていない．しかし，PCOで
は周波数スロットの制約を考慮していないため， totalF を大幅に超えていることがわ
かる．また，この図より，いずれの割当手法においても，Step 1と Step 2の各周
波数ブロックに割り当てられた周波数スロット数が異なっていることがわかる． 
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図 4.5 各周波数ブロックに割り当てられた周波数スロット数（システムが使用可能な周波数
スロット総数 totalF は 1,000） 
ここで，(4.5)式の両辺について RCの総和を取ると次式のようになる． 
 , allall , ,
, ,
1 ( , )m ni j m n
i j m n i j
CR X F C i j
d d
≥ =∑∑∑ ∑ , for all  and i j  (4.23) 
(4.23)式の左辺は，RC に割り当てられた周波数スロット数の総和，つまり，シス
テムに割り当てられた周波数スロット総数を表す．また，同式の右辺は，RCが実
際に使用可能な周波数スロット数の総和を表す．この式の不等号は，必ずしも割り
当てられた全ての周波数スロットを使用できるとは限らないということを示して
いる．理由は，(4.4)式に示すように，電力制約条件の比較対象となる所要送信電力
量は Carriedトラヒック量が必要とする周波数スロット数から見積もられており，
Carriedトラヒック量が必要とする周波数スロット数は，割り当てられた周波数ス
ロット数の全てではないためである．表 4.7に FCO，PCO，提案手法のそれぞれ
におけるStep 1とStep 2でのRCに割り当てられた周波数スロット数の総和 allR と
RC が使用可能な周波数スロット数の総和 allC d，ならびに， allC dを allR で除算し
て得られる周波数リソースの使用効率ηを示す． 
表 4.7 システムで使用可能な周波数スロット数と割り当てられた周波数スロット数 
FCO PCO Proposed  Step 1 Step 2 Step 1 Step 2 Step 1 Step 2 
Usable frequency 
slots allC d [slot] 
4,206 62,077 6,958 108,893 4,206 35,099
Allocated 
frequency slots 
allR [slot] 
61,997 62,077 114,411 794,444 61,997 62,047
Utilization 
efficiency η [%] 6.8 100.0 6.1 13.7 6.8 56.6
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図 4.5の提案手法のデータ（図中の“Proposed”）に着目すると，Step 1と Step 
2 における各周波数ブロックに割り当てられた周波数スロット数が大きく変化し
ている様子がわかる．一方，FCOの結果に着目すると，Step 1と Step 2の割当結
果は似ている．これは，提案手法が電力制約を考慮しているため，電力制約下の中
で Step 2の目的であるシステム容量の最大化を図っているのに対し，FCOでは電
力による制限がないことが理由である．表 4.7の周波数利用効率ηからも提案手法
が電力制約により，割り当てられた周波数スロット数のすべてを使用できないこと
がわかる．提案手法は電力制約条件下でシステム容量 allC を最大化しているが，
FCO は電力制約がないため，割り当てられた全ての周波数スロットを使用するこ
とができる（つまり，(4.23)式の両辺が等号になる）．したがって，FCOでは Step 
2においてシステム容量を最大化する際においても，周波数ブロックあたりに割り
当てる周波数スロット数を Step 1の結果から大きく変更する必要がないのである． 
一方，表 4.7からわかるように PCO の周波数利用効率ηは低いことがわかる．
PCO では周波数制約がないため，多くの周波数スロットが各周波数ブロックに割
り当てられている．しかし，電力制約のため，割り当てられた多くの周波数スロッ
トを使用することはできない．表 4.7から PCOが他の割当手法に比べて最も多く
の周波数スロット数を割り当てていることから，このシミュレーションパラメータ
は，電力制約より周波数制約の方が厳しい条件であるということがわかる．（逆に，
周波数制約より電力制約の方が厳しいと，割り当てられる周波数スロット数は
PCOより FCOの方が多くなる．） 
図 4.6は，FCO，PCO，提案手法における Step 1と Step 2での各飛翔体の所要
送信電力量を示している．許容送信電力量 maxP を 1,000 W に設定しているため，
PCOと提案手法では，飛翔体の所要送信電力量が 1,000 Wになっているが，FCO
では電力制約を考慮しないため，上限の 1,000 Wを超えている．なお，Step 1か
ら Step 2 への所要送信電力量の増加がシステム容量 allC の増加に寄与していると
いう点は，手法によらず共通である．しかし，飛翔体によっては（例えば，飛翔体
ID#10），電力制約のない FCOの Step 2の所要電力値が提案手法の Step 2の所
要電力値よりも少ない場合がある．これは，提案手法が限られた電力の中でシステ
ム容量 allC の最大化に向けて，可能な限り飛翔体の電力を使用しているためである． 
図 4.5と図 4.6から，提案手法が周波数と電力の両方の制約条件を満足している
ことが確認できる．この他，図 4.5と図 4.6(c)から，提案手法の Step 1では，周
波数スロット数の上限に達している（つまり， all totalF F= となっている）が，飛翔
体当たりの所要電力を見ると，飛翔体 ID#19 のみが許容送信電力量の上限に達し
ていることがわかる．これは，電力制約に比べて周波数制約が厳しいことを意味す
る．したがって，トラヒック収容率の最小値を上げるためには，使用可能な周波数
スロット数 totalF を増やす必要がある．このような数値を得ることにより，枯渇して
いる無線リソースが周波数と電力のいずれであるかを判定することができ，システ
ム設計時に有用である． 
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(c) 提案手法 
図 4.6 許容送信電力量 max 1,000 WP = での各飛翔体の所要送信電力 
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4.6.3 制約条件の変化に対する提案手法の感度解析結果とその考察 
本節では，提案手法を用いた際に，周波数制約条件（周波数スロット数の上限
totalF ）と電力制約条件（送信電力量の上限 maxP ）の変化に対する目的変数の特性に
ついて検討する．なお，図 4.7はシステムの周波数スロット数の上限 totalF を 1,000
に固定し，飛翔体あたりの送信電力量の上限 maxP を変化させたときの 4種類の従属
変数の結果を示す．また，図 4.8は飛翔体あたりの送信電力量の上限 maxP を1,000 W
に固定し，システムの周波数スロット数の上限 totalF を変化させたときの 4種類の従
属変数の結果を示している．4種類の変数とは，システムに割り当てられた周波数
スロットの総数 allF ，飛翔体の所要送信電力量の最大値 ( ){ }p max jP P j= ，トラヒッ
ク収容率の最小値α，システム容量 allC である． 
図 4.7(a)と図 4.8(a)の縦軸に使用している 2種類のパラメータ allF と pPはシステ
ムの所要無線リソースの使用状況を表している．この結果から，周波数制約と電力
制約のいずれが厳しい制約条件であるかを知ることができる．一方，図 4.7(b)と図 
4.8(b)の縦軸に使用している 2種類のパラメータであるトラヒック収容率の最小値
αとシステム容量 allC はそれぞれ Step 1と Step 2の目的関数であり，制約条件の
変化に伴う目的関数値の変化の様子を知ることができる．  
図 4.7(a)と図 4.8(a)から，Step 1では allF と pPがそれぞれ上限値の totalF と maxP よ
りも少ないが，Step 2 ではこれらの上限値に等しくなっている領域があることが
わかる．たとえば，図 4.7(a)では，送信電力量の上限 maxP が 700 W未満のときは，
Step 1での allF の値は上限値である 1,000よりも少ないが，Step 2では上限値と等
しくなっている．この理由を以下に説明する． 
図 4.6に示したとおり，Step 1では，少なくとも 1つの飛翔体の所要送信電力量
が上限の maxP に達しているものの，多くの飛翔体の所要送信電力量はこの上限値
maxP に達していないことが多い．一方，Step 2では，使用可能な送信電力量と使用
可能な周波数スロット数を用いて Step 2の目的関数であるシステム容量を最大化
している．したがって，この結果は提案手法が使用可能な周波数リソースと電力リ
ソースを効率よく使用していることを示している． 
次に，図 4.7と図 4.8を比較すると，図 4.7(a)に示すシステムに割り当てられた
周波数スロット総数 allF の傾向と，図 4.7(b)に示すトラヒック収容率の最小値α の
傾向が似ていることに気がつく．これは，図 4.8(a)と図 4.8(b)についても同様で
ある．図 4.7を例として説明する．図 4.7の(a)と(b)から， maxP が 700 Wまでは周
波数リソースに余裕があることがわかる．したがって，700 Wまでは maxP を増加さ
せることによって，周波数スロットを割り当てることができるため，トラヒック収
容率の最小値であるαが単調増加する．しかし， maxP が 700 W よりも大きい領域
では，図 4.7(a)からわかるように周波数リソースの空きがないため，許容送信電力
量を増加させてもαの増加にはつながらない．以上の理由から，周波数スロット総
数 allF とトラヒック収容率の最小値α の特性曲線の形状がほぼ等しくなるのである．
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図 4.8では周波数リソースを横軸のパラメータとしているが，図 4.7の場合と同様
に， totalF が 1,900以上では許容送信電力量に余裕がなくなるため，この領域ではα
の値が飽和する． 
いずれの場合も，αの値は周波数リソースの値に大きく依存し，電力リソースの
値は二次的な要因であることがわかる．これは，送信電力が飛翔体ごとに閉じたも
のであるのに対して，周波数スロットは飛翔体間で共有することで，使用可能な周
波数スロットの総数 totalF を柔軟に周波数ブロックに割り当てることができること
に起因する．したがって，飛翔体間で共有できる周波数リソースの方が電力リソー
スよりもシステム容量の増大化への貢献度が高いということが言える． 
このほか，図 4.7(a)と図 4.8(a)のようなデータを取得することにより，Step 1
の処理を終了した時点において，無線リソースのいずれか（つまり，周波数リソー
スか電力リソース）が上限に達しているのかを把握することができる．例えば，図 
4.7(a)から飛翔体の許容送信電力量 maxP が 600 W 未満では許容送信電力量の上限
に達しており，電力制約状態にあることがわかる．一方， maxP が 1,000 Wより大き
い場合は周波数スロット総数の上限に達しており，周波数制約状態となっている．
さらに，600 Wから 1,000 Wまでは両方の制約が影響していることもわかる． 
このように，周波数リソースと電力リソースのパラメータを変化させ，無線リソ
ースの割当状況を観察することにより，周波数リソースと電力リソースのいずれが
厳しい制約条件かを知ることができる．また，このような情報を用いることにより，
飛翔体に必要な送信電力量を最適化するなど，システム設計にとって有用である． 
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(b) 
図 4.7 システムが使用可能な周波数スロット総数 totalF が 1,000という条件下で，許容送信電
力量 maxP を変化させたときの各種パラメータの変化； 
(a)システムに割り当てられた周波数スロットの総数 allF と所要送信電力の最大値
( ){ }p max jP P j= ，(b)トラヒック収容率の最小値αとシステム容量 allC  
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(b) 
図 4.8 飛翔体の最大送信電力量周波数スロット総数 maxP が 1,000 Wという条件下で，システ
ムが使用可能な周波数スロット数 totalF を変化させたときの各種パラメータの変化； 
(a)システムに割り当てられた周波数スロットの総数 allF と所要送信電力の最大値
( ){ }p max jP P j= ，(b)トラヒック収容率の最小値αとシステム容量 allC  
4.7 実運用を考慮した LP モデル式の高度化 
前節までは，基本 LPモデル式を紹介するとともに，基本 LPモデル式を用いた
数値検討を通して，基本 LP モデル式の有効性を明らかにした．本節では，基本
LPモデル式をさらに改良し，実運用で想定される要求条件を制約条件式として導
入し，実運用での適用可能性を高める． 
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4.7.1 収容率の上限の導入 
各 GCのトラヒック収容率は基本 LPモデル式の Step 1で求めたトラヒック収
容率の最小値α以上となっているが，Step 2 においてシステム容量を最大化する
ことによって，Step 2 で得られた各 GC のトラヒック収容率には大きなばらつき
がある．図 4.9の破線は， total 1,000F = ， max 1,000 WP = という制約条件下での各
GC のトラヒック収容率を降順に並べた結果である．なお，図では，24,000 個の
GC のうち，トラヒック収容率が上位の 2,200 個 のみを示している．ちなみに，
残りの GCのトラヒック収容率はすべて同一であり，値はトラヒック収容率の最小
値であるαと等しい．このシミュレーションケースの場合，トラヒック収容率の最
小値と最大値は約 1万 5千倍もの差があることがわかる． 
基本 LPモデル式のように，余剰の無線リソースを最大限使用し，システム容量
を最大化しても，システムの運用を行う際にはユーザ間の公平性を考慮する必要が
あるため，一般的にはこのような極めて大きな格差を生じる結果は望まれない．特
に，Offeredトラヒック量の 1万倍以上の Carriedトラヒック量が得られる無線リ
ソースは不要であり，一般には，各 GCの Offeredトラヒック量に対してある程度
の Carriedトラヒック量（マージン量）が得られれば十分である．なお，このよう
なシステムのマージン量はシステム運用者やシステム設計者がそれぞれの方針や
指針に沿って決定することが想定される．このような場合，必要以上のマージン量
は不要であり，その余剰マージンを他のユーザに振り分けるほうが良いという考え
られる．このような要求のもと，周波数スロット割当を行うには，Step 2 におい
てトラヒック収容率の上限U を設定する以下の制約式を追加すればよい． 
 k Uα ≤ , for all k  (4.24) 
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図 4.9 トラヒック収容率の上限を設けることによる効果 
（ total 1,000F = ， max 1,000 WP = のとき） 
前述の通り，このトラヒック収容率の上限U はシステムの運用者や設計者が決定
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するパラメータであるが，図 4.9では，例としてU が 1の場合（つまり，マージン
がない場合）のほか，U が 2 や 5，10 の場合の結果を示している．このように，
トラヒック収容率の上限を設定することで，基本 LPモデル式の結果（図中の破線）
に比べて無線リソースが多くの GCに割り振られていることがわかる． 
4.7.2 飛翔体の可視率に基づくトラヒックの配分設定の導入 
図 4.1に示すように，いくつかの GCからは複数の飛翔体が見えるため，GCの
トラヒックを複数の飛翔体に配分する方法は複数考えられる．例えば，システムの
運用者や設計者が配分方法を決定することも考えられる．しかし，文献[95]や[96]
に記載されているように，飛翔体の可視率と仰角の関係が測定などによって推定可
能であれば，可視率と仰角の関係式を用いて定義するトラヒック配分比に沿ってト
ラヒックを飛翔体に配分することも有効であると考えられる[88]．以降では，飛翔
体の可視率を用いたトラヒック分配方法を紹介する． 
まず，GC kのトラヒックを飛翔体 nj に配分する際のトラヒック分配比率を
( )k nr j と表す．なお， ( )k nr j を全飛翔体の和を取ると合計の値は 1 になる．トラヒ
ック分配比率が決まると，GCがカバレッジエリア内にある飛翔体 nj の Carriedト
ラヒック量は次式に従う． 
 ( , ) ( , )
( ) ( )
k k
k k
C i j C i j
r j r j
φ φ ϕ ϕ
φ ϕ
= , for all , ,  and k φ ϕ  (4.25) 
ここで，iφは GC kの領域がカバレッジエリア内に含まれる，飛翔体 jφの RCであ
る．iϕについても同様である．この制約条件式を基本 LPモデル式の Step 1と Step 
2に追加するだけで，飛翔体の可視率に基づくトラヒック配分結果を得ることがで
きる． 
トラヒック分配比率の定義方法はいくつか考えられるが，一つの方法は，上述の
可視率を用いる方法である．なお，可視率を用いたトラヒック分配比の決定方法の
詳細を，4.7.3節に記載する．図 4.10は， ( ),kC i j の比（以降，“トラヒック比率”
と呼ぶ）をいくつかの GCについて記載した例である．同図には，基本 LPモデル
式の結果（図中の“Unconstrained”）と，(4.25)式を基本 LP モデル式の制約条
件に追加した場合の結果（図中の“Desired”）を併記している．なお，各 GCに
おいて，トラヒック比率の和を取ると 1になり，これは Carriedトラヒック量で表
すと ( )
,
,ki j C i j∑ に相当する．また，Carried トラヒック量の純粋な比較を行うた
め，周波数制約や電力制約を設定していない．なお，トラヒック収容率の上限U を
1.0 に設定している．これは，(4.25)式を追加した場合と追加しない場合の両方の
ケースにおいて，Carried トラヒック量を等しくするためである．(4.25)式を制約
条件に追加する場合，トラヒック比率はトラヒック分配比率 ( )k nr j に等しくなるこ
とがわかる．一方，(4.25)式を制約条件に追加しない場合は，GC のすべてのトラ
ヒックがいずれか一つの飛翔体のみに収容されており，所望のトラヒック分配率と
大きくかけ離れていることがわかる． 
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図 4.10 トラヒック分配制約を負荷したときの効果 
（ totalF と maxP が無限大であり，かつ， 1.0U = のとき） 
4.7.3 トラヒック分配比の導出 
4.7.2節で導入した飛翔体ごとに決定されるトラヒック分配比は以下の要領で定
義した． 
まず，GC kからみた飛翔体 xの可視率を ( )k xν で表す．図 4.10の例では飛翔体
xの可視率は仰角に比例すると仮定した．つまり，GC kからみた飛翔体 xの可視
率を ( )k xθ で表し，飛翔体のカバレッジエリアのエッジにおける仰角を minθ で表す
と， { } { }min min( ) ( ) 90k kx xν θ θ θ= − − で求めた．GC kをカバレッジエリア内に含む
飛翔体（集合を kB で表す）のうち，飛翔体 1j のみが可視となる確率は次式で表さ
れる． 
 { } { }
1
1( ) 1 ( ) 1 1 ( )
k
k
k k k
j j j B
j B
v j v j v j
λ μ
λ
λ μ
≠ ∈
∈
⎡ ⎤
− − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦∏ ∏  (4.26) 
この式の分母は，GC kから少なくとも一つの飛翔体が可視となる確率を表してい
る．集合 kB のうち，飛翔体 1j と 2j が可視となる確率は次式で表される． 
 { } { }
1 2
1 2
,
( ) ( ) 1 ( ) 1 1 ( )
k
k
k k k k
j j j j B
j B
v j v j v j v j
λ μ
λ
λ μ
≠ ∈
∈
⎡ ⎤
− − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦∏ ∏  (4.27) 
なお，この式に基にして求められるトラヒック量は飛翔体 1j と 2j のうち，仰角が
高い飛翔体に収容されると仮定している．例えば，GC kをカバレッジエリア内に
含む飛翔体が 1j と 2j （つまり， { }1 2,kB j j= ）であり， 2j より 1j の仰角が高いとす
ると， 1j と 2j へのトラヒック分配比は次式の通りとなる． 
 
第 4章 広域無線通信システムにおける周波数・電力リソース割当手法 
- 99 - 
 
{ }
{ } { }
1 2
1 2
1 1
,
2 2 1
,
( ) ( ) 1 1 ( )
( ) ( ) 1 ( ) 1 1 ( )
k k k
j j j
k k k k
j j j
r j v j v j
r j v j v j v j
μ
μ
μ
μ
=
=
⎡ ⎤
= − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦
⎡ ⎤
= − − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦
∏
∏
 (4.28) 
4.8 カラム生成法による割当結果の改善効果 
4.4.2節では，RCに適用する 4セル繰り返しの再利用パターンm（ 1,2,3,4m= ）
と飛翔体に適用する 3 セル繰り返しの再利用パターン n（ A,B,Cn= ）という，規
則セル繰り返しを基本とした周波数ブロックという概念を導入すると共に，再利用
可能な RC間では互いの周波数ブロックを使用できるという柔軟性を持たせ，周波
数リソースの有効利用を図った．しかし，4.4.2節の手法は，周波数リソースの利
用効率が最適であるとは言えない．本節では，カラム生成法を用いた割当結果の改
善効果を示す． 
カラム生成法は，LP モデル式の解に対し，ボトルネックとなっている変数に対
し，カラムを追加し，ボトルネックを解消し，解(目的関数値)の改善を目指す手法
である．ここで，ボトルネックとなる変数とは，4.5節の基本 LPモデル式では，(4.5)
式にて等号となる RCに相当する．また，カラムとは周波数ブロックに相当する． 
以下に，カラム生成法を適用した最適周波数スロット割当アルゴリズムを記す． 
Step 1: 基本 LPモデル式を解く． 
Step 2: 解の改善が得られる間，Step 3～7の処理を行う． 
Step 3: 追加する周波数ブロック（以下，追加カテゴリと呼ぶ）の数 N を 1
インクリメントする．（周波数ブロックの総数は12 N+ となる．） 
Step 4: LP解の結果から，全ての RCをボトルネックとなっている RC集合
SBCとそうではない RC集合 SNBCに分類する． 
Step 5: SBC に含まれるボトルネックの RC を ( ),C i j の降順にソートする．
ソートされた RC毎に RC間の干渉条件から判断して，新たなカテゴ
リを使用するセルの集合(Maximum Independent Set: MIS)に追加
できる場合はMISに追加し，周波数再利用行列を更新する． 
Step 6: SNBCに含まれる非ボトルネックの RCを ( ),C i j の降順にソートす
る．ソートされた RC毎に RC間の干渉条件から判断して，新たなカ
テゴリを使用するMISに追加できる場合はMISに追加し，周波数再
利用行列を更新する． 
Step 7: 更新した周波数再利用行列を用いて基本 LPモデル式を解く． 
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追加カテゴリ数が N のときにこのアルゴリズムを用いて得られた最小トラヒッ
ク収容率を min ( )
CG Nα とする．4.6節のシミュレーション諸元を用い，周波数リソース
の上限を表す totalF が500と1,000のときの追加カテゴリ数毎の解の改善の様子を図 
4.11に示す．なお，図 4.12では，解の改善度を図る指標として，目的関数であるα
の改善率（ { }min ( )CG Nα α α= − ）を使用した．図 4.11と図 4.12に示すように，追加
カテゴリ数は 2で十分であることが判明した．また，周波数資源が少ない状況下で
は，8%超の改善が得られた． 
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図 4.11 追加カテゴリ数とトラヒック収容率の最小値の変化 
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図 4.12 周波数スロット総数とトラヒック収容率の最小値の変化 
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4.9 まとめ 
衛星通信システムや HAPS などの広域無線アクセスシステムは，周波数リソー
スのみならず，電力リソースも貴重な無線リソースである．本章では，広域無線ア
クセスシステムのための無線リソース割当手法として，周波数リソースと電力リソ
ースを同時に考慮した線形計画法（LP）の定式化を完成させた．提案手法は，地
域によって異なるトラヒック量に比例した無線リソースの割当が可能であり，その
上，余剰の無線リソースを有効利用することにより，システム容量を最大化できる
という特徴を有する． 
提案手法を数値的に評価するため，HAPSの飛翔体が日本の本土上空に配備され
たと仮定し，日本各地の人口からトラヒック量のモデル化を行い，計算機シミュレ
ーションを行った．この結果，提案手法は無線リソースが逼迫している状況でも周
波数制約と電力制約を満足ながら，地域によるトラヒック量の不均一性を考慮しつ
つ，システム容量（収容トラヒック量）を最大化し，周波数スロット数を割り当て
ていることを示した． 
また，実運用を考慮し，システム容量を最大化する際に，トラヒック収容率の地
域ごとの偏差が大きくなり，公平性を欠いた無線リソースの割当結果を改善するた
めの制約条件式や，飛翔体の可視率を考慮した制約条件式を提案し，その有効性を
確認した．これらの制約条件式を追加した LPモデル式は極めて実用的かつ有効で
ある． 
本章で提案した無線リソースの割当手法を用いて周波数スロット割当の検討を
行うことにより，周波数リソースと電力リソースのいずれが逼迫しているかを明確
に知ることができるだけでなく，周波数リソースと電力リソースの最適値を容易に
探索できるため，システム設計にも非常に有用である． 
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第5章 メッシュ型FWAシステムにおける自律分散型無線リ
ソース割当手法 
高速のアクセス回線を構築できる FWAシステムの中で，無線ネットワークの拡
張性および高信頼性を備えたメッシュ網を有するマルチホップ型のFWAシステム
が注目を集めている．本章では，メッシュ型 BFWAシステムに特有の周波数割当
の目的と制約条件を明確にするとともに，自律分散型の周波数スロット割当手法を
提案する．また，複信方式として，非対称性とバースト性を有するデータトラヒッ
クにも柔軟な無線リソースの割当が可能な可変 TDD方式における TDD境界の決
定方法も提案している． 
5.1 まえがき 
近年，安価でかつ簡易に高速のアクセス回線が提供できるシステムである，広帯
域加入者系無線アクセスシステム（Broadband Fixed Wireless Access Systems）
の研究開発が盛んに進められている[43]-[51]，[98]-[102]．その中でも大容量かつ
高信頼性を備えたメッシュ網を有するマルチホップ型の無線通信システムが注目
を集めている[48]-[51]，[103]-[105]．今後，無線通信システムのブロードバンド化
が進められると，広い周波数帯域幅を確保しやすい高周波数帯を使用する可能性が
高くなるが，使用周波数帯が準ミリ波帯以上になると，降雨時には電波が減衰し，
回線品質の劣化を招く．しかしながら，メッシュ型無線通信システムでは，降雨減
衰等の電波伝搬環境の変化が生じてもルートの迂回により通信路の確保が可能に
なる他，トラヒックの変動に対して適応的な経路制御を行うことによって常に安定
したネットワークを提供することができる．本章で紹介するメッシュ型 BFWAシ
ステムでは，電波伝搬環境やトラヒックの変動に応じて無線リンクあたりの無線チ
ャネル数を適応的に変化させることにより，柔軟性をさらに強化している．また，
データトラヒックの特徴である，バースト性と非対称性に対して柔軟に無線リソー
スを割り当てるために，複信方式として時分割複信方式（TDD：Time Division 
Duplex）でかつ，送受信の切替タイミングを可変にする“可変 TDD”を採用する
ことを提案している[106]． 
本章では，このようなメッシュ型 BFWAシステムに特有の周波数割当の目的を
整理するとともに，各無線リンクの無線チャネル数の変化に応じて，各無線ノード
が自律分散的に周波数を割り当てる手法を提案する[107]-[108]．各種手法を評価し
た結果，隣接リンクに割り当てられている周波数の変更を伴う手法が優れているこ
とを示している．また，可変 TDDにおける TDD境界の決定方法も提案し，計算
機シミュレーションにより提案手法の有効性を示す[109]-[110]． 
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5.2 周波数スロット割当手法 
5.2.1 背景 
近年のインターネット通信の急激な需要の増加に伴い，ADSLや光ファイバなど
の高速なアクセス回線が提供されている．同時に，ADSLや光ファイバが整備され
ていない地域を中心に，安価で簡易にアクセス回線が提供できる無線通信システム
として，広帯域加入者系無線アクセス（BFWA: Broadband Fixed Wireless 
Access）システムに関する研究開発が盛んに行われており，すでに地方自治体を中
心として 5GHzや 26GHz帯を用いた実験も行われている[47]．また，アドホック
ネットワークやメッシュ型無線 LANに代表されるように，無線ネットワークを構
成する無線局同士が自律的に通信路を確立するシステムアーキテクチャが注目を
集めている． 
このような背景のもと，無線のメッシュ網やマルチホップ網の適用も想定した，
大容量で高信頼性を有する BFWA システムが近年注目を集めている[49]-[50]．１
つの無線局が複数の無線局と通信路を形成するメッシュ網では，ルート迂回機能に
より，降雨減衰や端末の移動に伴うシャドウイングの発生時でも通信路を確保しや
すくなり，高信頼性を得ることが可能になる．また，経路制御を適切に行うことに
より，トラヒック量の変動に対して優れた適応性も有する．  
昨今の IPトラヒックの主流であるデータ通信サービスにおいては，トラヒック
量がバースト的に変動することが知られている．このように変動の激しいトラヒッ
クに対して，無線リンク(以下，リンクと略記)に複数の無線チャネル（以下，チャ
ネルと略記）を設定可能なシステムを想定すると，リンク当たりのチャネル数を適
応的に変化させることにより，無線ネットワーク全体での通信容量を増大化させる
ことが可能になる[50]．具体的なシステムイメージとしては，例えば，1チャネル
に特定の周波数スロットを割り当て，FDM（Frequency Division Multiplex）方
式を採用する，マルチキャリア型のシステムを想定すればよい[106]．また，バー
スト性と非対称性の特徴を有するデータトラヒックを効率よく収容するためには，
複信方式として，送受信の容量をダイナミックに変化させることが可能な TDDの
使用が有効である．  
このように，バースト性を有するデータトラヒックを収容する無線システムにお
いて，リンク当たりのチャネル数が動的に変化し，チャネルごとに周波数スロット
を割り当てる場合は，周波数割当に必要な情報の収集や配信などに時間を要する集
中制御型のアーキテクチャよりも，自律分散的に周波数スロットを割り当てるアー
キテクチャが望ましい． 
ところで，Point-to-Multipoint（P-MP）型の FWA システムにおける周波数資
源の割当手法に関する研究成果はこれまでに報告されている[115]．また，メッシ
ュ網構成を有する MP-MP（Multipoint-to-Multipoint）型 FWA システムを対象
とした周波数資源の割当に関しては，集中制御型の周波数割当手法の紹介[116]や
セルラーシステムの基地局間の無線マルチホップ網において無線リンクを新たに
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確立するときに，報知情報を用いて自律分散的に周波数を決定する手法などが報告
されている[117]-[118]．しかし，マルチキャリア可変 TDDを採用し，リンクあた
りのチャネル数を適応的に変化させるシステムのための自律分散型の周波数リソ
ース割当手法についてはまだ報告されていない． 
5.2節では，まず，メッシュ網を採用する無線通信システムにおける周波数割当
上の制約条件を述べるとともに，メッシュ網特有の周波数割当における目的を紹介
する．また，リンクを終端する無線ノード（以下，ノードと略記）がチャネル数の
増減に対して，局所的な情報を用いて自律的に割当または割当解除する周波数を決
定するアルゴリズムを提案し，これらの提案手法のシミュレーション評価結果を紹
介する． 
5.2.2 提案メッシュ型 BFWA システムのアーキテクチャ 
5.2.2.1 システム構成 
本章において検討対象とするメッシュ型 BFWA システムの構成を図 5.1に示す
[50]． 
本システムは，複数のノードから構成され，ノード間にリンクが設定される．リ
ンクは相互接続されており，ネットワーク全体はメッシュ網を形成している． 
ノードは，アンテナを含む屋外無線装置（Out-Door Unit: 以下，ODUと略記）
と屋内無線装置（In-Door Unit: 以下，IDUと略記），さらにはネットワーク制御
装置（Network Control Unit; 以下，NCUと略記）から構成される．IDUと NCU
はノードあたりに一台ずつ設置されるが，アンテナを含む ODUはリンクごとに一
台ずつ設置される． 
各リンクは 1以上のチャネルによって構成され，1チャネルにつき 1周波数スロ
ットが割り当てられる．１チャネルを設定するためには，チャネルの両端ノードに
具備されている IDU 内の無線チャネルユニット（以下，CHU と略記）を１セッ
ト使用し，CHU で周波数スロットの設定を行う．この周波数スロットの決定は
IDU内の無線チャネル管理部（以下，CHMと略記）が行う． 
ノードペア間のトラヒックや各リンクの回線品質の変動に対して，NCU がリン
クあたりのチャネル数を最適配分する[50]．NCU は最適配分したリンクあたりの
チャネル数を CHMに通知し，CHMで周波数スロットを選択してチャネルの追加
もしくは削除を行う． 
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図 5.1 メッシュ型 BFWAシステムのアーキテクチャ 
本システムでは，リンクが複数のチャネルによって構成され，複数のチャネルを
共通に増幅する共通増幅方式を採用している．これにより，1チャネルの確立に 1
台の ODUを用意する必要がないため，装置規模や装置コストを縮小することが可
能である．また，1台の ODUにおいて，可変 TDDを実現するために，リンクご
とに用意される ODU 内の送受信用のアナログ回路をサーキュレータ（もしくは，
TDD スイッチ）を用いて送受信を切り替える．したがって，送受信の切替はリン
ク単位で実施される． 
5.2.2.2 TDD 上位と TDD 下位の設定 
一般に，TDD 方式ではリンクを形成する 2 ノードのいずれかが TDD フレーム
のフレーム開始後に TDDバーストを送信し，その後，他方が TDDバーストを送
信する．なお，本論文では，このように TDD フレーム毎に，TDD フレーム開始
後に TDDバーストを送信するノードを「TDD上位」，TDD上位が送信した後に
TDDバーストを送信するノードを「TDD下位」と呼ぶ．この TDD上位／下位属
性は，リンク毎にリンクの両端ノードに対して定義される． 
5.2.3 周波数割当上の制約条件 
ノードに具備される CHUを有効活用し，リンクあたりの伝送容量の増大化を図
るためには，ノードあたりの CHU を最大限利用したチャネル確立が必要となる．
従って，複数のリンクで周波数スロットを効率よく再利用することが求められる．
FWAでは，一般に指向性アンテナを採用するため，隣接リンク同士で同一の周波
数スロットを使用することが可能である．しかしながら，指向性アンテナでもサイ
ドローブレベルが有限であることから，隣接リンクからの回り込みによる干渉波の
受信を避けつつ，隣接リンク同士で同一周波数スロットを利用するためには，これ
らのリンクを終端する共通のノードにおける送受信タイミングを同期させる必要
がある．図 5.2に干渉が発生する例を示す． 
従って，TDD を採用する FWA システムにおいて，同一ノードを端点とする隣
接リンク集合内の複数のリンクが同一周波数スロットを割り当てられる条件は以
下の通りとなる． 
(1) TDD上位／下位属性が同一であること 
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(2) TDDの送受信切替タイミング（以下，「TDD Boundary」と呼ぶ）が同一
であること 
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(b) TDD送受信切替タイミングが異なる場合 
図 5.2 隣接リンクで発生する干渉の例 
なお，図 5.2では固定長の TDD フレームに TS 個の固定長タイムスロットが含
まれていることを想定しているが，前記の制約条件を満足する限り，TDD フレー
ム内の TDDスロットは可変長でもよい． 
5.2.4 周波数割当における２つの目的 
5.2.4.1 目的 1 
5.2.3節に述べたように，同一周波数スロットを隣接リンクとなる複数のリンク
に割り当てることは可能であるが，リンク固有のトラヒック特性に応じてリンク毎
に独立に TDD Boundaryを変化させるためには，隣接リンク同士で異なる周波数
スロットの集合を割り当てる必要がある．さもなくば，図 5.3のような共通の TDD 
Boundary を設定すべきリンクが増え，周波数資源の有効利用を阻害しかねない．
以降では，このように共通の TDD Boundaryを使用する必要のあるリンクの集合
から構成される連結グラフを「TDDサブネットワーク」と呼び，それぞれの TDD
サブネットワークに含まれるリンク数（=1～）を「TDDサブネットワークのサイ
ズ」と呼ぶ．従って，以降では，サイズが 2以上となる TDDサブネットワークに
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属するリンク（以下，「Class-1に属するリンク」と呼ぶ）の総数を最小化するこ
とを周波数割当の第 1の目的とする． 
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{1}
{7,6,5}
{5,6}
{5,6} {7}
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{1,2,3}
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links sharing the 
same TDD boundary.
link 1
link 2
link 3
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link 12
1 2
5
3
7
6
8 9
4
A set of frequency 
slots assigned to the 
link. The underline 
means the frequency 
slot is reused with 
adjacent link(s).
 
図 5.3 TDDサブネットワークの例（リンク 4, 5, 8とリンク 1, 3, 7が共にサイズ 3の TDDサ
ブネットワークを形成しているが，リンク 4, 5, 8が共通の終端ノード 5を有している星状グラ
フであるのに対し，リンク 1, 3, 7は共通の終端ノードを有しないため星状グラフではない） 
5.2.4.2 目的 2 
リンクの各チャネルに異なる周波数スロットを割り当てるという問題は，グラフ
理論における多重辺を含んだ辺彩色問題と同様である．辺彩色問題におけるVizing
の定理[120]により，ノードに終端される各リンクで設定するチャネル数がシステ
ムに与えられる周波数スロット数以上の場合は，2リンク以上が同一の周波数スロ
ットを再利用する必要があるため，共通の TDD Boundaryを有する TDDサブネ
ットワークが必ず存在する．このような場合でも TDDサブネットワークにおける
TDD Boundaryの制御を容易に実現するためには，TDDサブネットワーク内の全
リンクが共通の終端ノードを有し，その終端ノードで TDD Boundaryを制御する
ことが望ましい．すなわち，TDD サブネットワークが星状グラフとなる方が好ま
しい．（星状グラフの例を図 5.3に示す．）なぜならば，複数のノードをまたぐ
TDDサブネットワークの TDD Boundaryを制御するためには，TDD Boundary
を決定するために必要なトラヒック情報の伝達が煩雑になるからである．従って，
同じTDDサブネットワークのサイズを有するTDDサブネットワークにおいても，
星状グラフにならないTDDサブネットワークを少なくするような周波数割当手法
が望まれる．したがって，周波数割当の第 2 の目的を，「星状グラフとならない
TDD サブネットワークに属するリンク（以下，「Class-2 に属するリンク」と呼
ぶ）の総数を最小化すること」とする． 
5.2.5 提案する周波数割当手法 
対象とするシステムでは，前節の検討に基づき， TDDサブネットワークサイズ
が最小になるような周波数スロットを選択する．なお，TDD サブネットワークサ
イズは整数値であるため，TDD サブネットワークサイズが最小となる周波数スロ
ットが複数存在する場合は，第 2の選択基準として CIR（Carrier-to-Interference 
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Ratio）が高い周波数スロットをチャネルに割り当てる[121]．この指針に基づく 3
種類の周波数割当手法を提案する．ちなみに，これらの 3種類の手法はいずれも局
所的な情報のみを利用しており，大局的な情報を必要としていない． 
5.2.5.1 周波数割当手法１（DFS-ALI） 
本章で提案する第 1の周波数割当手法では，リンク lに対してチャネルの追加あ
るいは削除のために周波数スロットを選択する際，リンク lの隣接リンク集合 ( )A l
内の各リンクに割り当てられている周波数スロットの情報のみを使用する．リンク
lに周波数スロット f を割り当てた（あるいは割当解除した）と仮定したときのリ
ンク lを含む TDDサブネットワークサイズ（つまり，同一 TDD Boundaryを使用
すべきリンク数） ( ),N l f を求め，この値が最小となる周波数スロットを選択する．
なお，周波数スロット情報の収集範囲は ( )A l であるため， ( ),N l f の最大値は
( ) 1A l + である． 
最小の ( ),N l f を有する周波数スロットが複数存在する場合は，チャネルの追加
時には，CIRの最大値を有する周波数スロットを選択し，逆に，チャネルの削除の
ために割当解除すべき周波数スロットを選択する場合は，CIRの最小値を有する周
波数スロットを選択する．以降，本手法を「DFS-ALI (Dynamic Frequency 
Selection using Adjacent Link Information)」と略記する． 
ちなみに DFS-ALIは，チャネル追加あるいはチャネル削除を行うリンクを終端
する 2ノードのそれぞれが隣接リンクの各CHUに割り当てている周波数スロット
のリストを交換することを必要とする．したがって，1周波数スロットの定義に必
要な情報量を fB ビット，リンクを終端するノード dの隣接リンク内の CHU 数の
合計を ( )F d とすると，DFS-ALI に必要な制御チャネルの情報量は ( ) fF d B ビット
となる． 
5.2.5.2 周波数割当手法 2（DFS-SALI） 
第 2の周波数割当手法では，DFS-ALIと同様，リンク lに対してチャネルの追加
あるいは削除のために周波数スロットを選択する際に， ( )A l 内の各リンクに割り
当てられている周波数スロットを参照するが，その他に，リンク lの隣接リンクに
割り当てられている周波数スロットが隣接リンクの隣接リンク（すなわち，次隣接
リンク）にも割り当てられているか否かの情報を使用する．例えば，図 5.4におい
て， 20l = の 6本の隣接リンクの中で， 19l = という隣接リンクに着目すると， 19l =
に割り当てられている周波数スロットが， 19l = の隣接リンクであり，かつ 20l = の
次隣接リンクであるリンク { }15,16, 28l = のいずれかに割り当てられているか否か
という情報を入手する．そこで，DFS-ALIと同様，リンク lに周波数スロット f を
割り当てた（あるいは割当解除した）と仮定したときに， ある隣接リンクとこの
隣接リンクにつながる次隣接リンクを含むTDDサブネットワークが形成される場
合に変数 ( , )M l f を 1 インクリメントする．他のすべての隣接リンクについても同
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様に ( , )M l f を更新する．全周波数スロットに対して ( , )M l f を求めた後， ( , )M l f が
最小となる周波数スロット f を選択する． ( , )M l f が最小となる f が複数存在する
場合は，DFS-ALI と同様，最小の N( ( ),N l f を有する f を選択する．（さらに複
数の f が候補となる場合は，DFS-ALIと同様，CIRの情報を利用する．）以降，
本手法を「DFS-SALI (Dynamic Frequency Selection using Second Adjacent 
Link Information)」と略記する． 
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図 5.4 隣接リンクと次隣接リンク 
ちなみに，DFS-SALI は，DFS-ALI に必要な情報のみならず，次隣接リンクに
割り当てられている周波数スロットの情報を集約し，その結果を対向のノードに通
知する必要がある．したがって，DFS-SALIの情報量は，終端ノードの隣接リンク
内の CHU に割り当てられている周波数スロットが次隣接リンクで割り当ててい
るか否かを示す 1ビットを追加すると， { }( ) 1fF d B + となる．たとえば， 4fB = ビ
ットとすると，DFS-ALIに比べた情報量の増加率は，25%となる． 
5.2.5.3 周波数割当手法 3（DFS-Steal） 
第 3の周波数割当手法では，まず，DFS-ALIに基づきリンク lに対してチャネル
の追加あるいは削除のために周波数スロットを選択する．チャネル追加のために選
択された周波数スロットが隣接リンクに割り当てられている周波数スロットと同
一の場合，その隣接リンクにおいて，他の周波数スロットと交換できるかどうかを
チェックする．交換できる場合は交換し，隣接リンクでの周波数スロットの交換作
業が終了した後，対象となるリンクに対して，DFS-ALI で選択した周波数スロッ
トを割り当てる．交換可能か否かは， lの隣接リンク ( )al l の交換前の周波数スロッ
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ト f から求められる ( )( ),aN l l f と， f 以外の周波数スロット f ′から得られる
( )( ),aN l l f ′ を比較し，「 ( ) ( )( ), ( ),a aN l l f N l l f ′> 」の条件を満たしているか否かで
判断する．（なお，この条件を満足する f ′が複数存在する場合は，DFS-ALIでの
周波数選択の方法と同様，最小の ( )( ),aN l l f ′ の値を有する f ′を選択する．さらに
複数の f が候補となる場合は，DFS-ALIと同様，CIRの情報を利用する．）本手
法は，隣接リンクの周波数スロットを Stealするような動作を含むことから，以降，
本手法を「DFS-Steal (Dynamic Frequency Selection with the mechanism of 
Stealing frequency slots)」と略記する． 
DFS-Stealは，チャネル追加を行う際は，隣接リンクの周波数スロットの交換を
伴うため，DFS-ALIや DFS-SALIと比較して，チャネル追加完了までの時間が長
くなるという欠点がある．しかしながら，制御チャネルを用いた対向ノードとの交
換に必要な情報量は，DFS-ALIと同じである． 
5.2.6 シミュレーションによる評価 
5.2.6.1 シミュレーション条件 
5.2.5節で説明した 3 種類の周波数割当手法の性能を評価するため，計算機シミ
ュレーションを実施した．計算機シミュレーションに使用する 3種類のネットワー
クモデルとシミュレーション諸元をそれぞれ図 5.5と表 5.1に示す． 
図 5.5 (a)と(b)のネットワークモデルは，オーバーリーチ干渉が発生しやすい（リ
ンクの延長上に他のリンクが存在するため，これらのリンクに同一周波数を割り当
てると，対向ノード以外のノードからの干渉波を受信する）モデルである．これら
のネットワークモデルでは，規則的にノードが配置され，リンクが定義されている
が，図 5.5 (c)はランダムグラフを用いてノード配置とリンク定義を不規則に行っ
たネットワークモデルである．なお，図 5.5に示すように隣接リンク間での周波数
再利用を可能にするため，隣接ノード毎で TDD上位（図中では，TDD Master）
または下位（図中では，TDD Slave）を交互に設定している． 
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 (c) Network model 3 (Maximum degree of the graph=3) 
 
図 5.5 ネットワークモデル 
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表 5.1 シミュレーション諸元 
周波数スロット総数 5～8 
ノードあたりのCHU数 5～8 
アンテナ指向性利得 30dBi（Gaussian-beamパターンを有
するアンテナと仮定）  
広角サイドローブレベル -10dBi  
アンテナビーム半値幅 2度 
送信電力 0dBm 
伝搬モデル 自由空間伝搬 
 
5.2.6.2 シミュレーションフロー 
性能評価のために実施したシミュレーションのフローを示す． 
 
Step 1: ネットワーク内の全リンクのチャネル数を乱数により決定する．な
お，チャネル数更新 n回目のリンク lのチャネル数を ( , )C n l とする． 
Step 2: 1n − 回目で求めたリンクあたりのチャネル数 ( 1, )C n l− とStep 1で求め
た n回目のチャネル数 ( , )C n l の差 ( 1, ) ( , )C n l C n l− − を求める．（この値
が負であればチャネル数減少とし，この値が正であれば，チャネル数
増加とみなす．） 
Step 3: 「チャネル数の増減がある全リンクの中で，乱数によりリンクを選択
し，選択されたリンクでチャネル削除後，チャネル追加」という処理
をチャネル数の増減がある全リンクに実施する．（なお，チャネル追
加・削除に必要な周波数選択は，リンクの両端ノード，あるいはいず
れかのノードで実施すると仮定する．） 
Step 4: 各リンクの各チャネルに割り当てられた周波数スロットから，TDDサ
ブネットワークの情報や割り当てられた周波数スロットのCIRなど，結
果の検討に必要な情報を取得する． 
 
5.2.7節に示す評価結果では，上記の Step1から Step4までのフローを 100回繰
り返し（ 1 100n = ∼ ），チャネル数の変化があったリンクに対して，周波数スロッ
トの選択を行い，チャネルに対する周波数割当を行っている．１回毎の割当結果を
100回分とりまとめ，度数分布化や百分率表示という統計処理を行っている． 
なお，Step 1における各リンクのチャネル数は，次のように決定した． 
まず，初期値として，全てのリンクのチャネル数 ( , )C n l を 1とする．この初期化
により，リンクを終端するノード dの CHU 数 ( )C d はノードが終端するリンク数
と等しくなる．その後，リンク lの両端の 2ノードが共に「 ( )C d ＜パラメータで与
えられるノードあたりの CHU数の上限値」という条件を満足するリンクの中から，
乱数を用いて 1リンクを選択する．選択されたリンク lに対して ( , )C n l を 1インク
リメントするとともに，このリンク lの両端の 2ノードの ( )C d も 1インクリメント
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する．CHU数に関する上記の条件を満足するリンクが存在する限り，乱数による
リンクの選択と CHUの加算を行い，上記の条件を満足するリンクが存在しなくな
ったときの各リンク lの ( , )C n l をn回目のリンク lのチャネル数とする． 
5.2.7 シミュレーション結果 
提案する 3種類の周波数割当手法の他，自律分散型の周波数割当手法として最も
簡易な CIR情報にのみ基づく手法（すなわち，提案手法のように TDDサブネット
ワークサイズを参照しない手法であり，以降，この手法を「CIR-only」と略記）
を適用してシミュレーションを実施した． 
各周波数割当手法における TDDサブネットワークの発生頻度や CIRの平均値，
また，TDD サブネットワークの発生によってシステムの伝送容量に与える影響の
模様を以下に示す． 
5.2.7.1 TDD サブネットワークの発生頻度 
まず，周波数割当の結果から TDDサブネットワークの調査を行った．図 5.6で
は，横軸に TDDサブネットワークサイズを示し，縦軸に TDDサブネットワーク
に属したリンク総数を確率密度分布として表示している．分布が左側に偏るほど好
ましい周波数割当結果であるといえる．図 5.6(a)と(b)は図 5.5(a)のネットワーク
モデル 1においてシステムの周波数スロット総数が 8の条件の下で，ノードあたり
の CHU数がそれぞれ 8と 5の場合の結果である． 
図 5.6の(a)と(b)からわかるように，提案する 3 種類の周波数割当手法では，シ
ステムの周波数スロット総数に比べてノードあたりの CHU 数を少なくするほど，
TDD サブネットワークサイズを小さくできる周波数スロットの候補が多くなるた
め，TDDサブネットワークサイズを小さく抑えることができる．CIR-onlyの場合
も，周波数スロット数が多いと干渉量が多い隣接リンクに割り当てられている周波
数スロットを避けることが可能となるため，結果的に TDDサブネットワークサイ
ズが小さくなる． 
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(a) No. of frequency slots = no. of CHUs = 8 
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(b) No. of frequency slots = 8 and no. of CHUs = 5 
図 5.6 ネットワークモデル 1における TDDサブネットワークの発生頻度 
また，図 5.6において，Class-1に属するリンク数は横軸の値が 2以上のリンク
数の総和に相当するが，Class-1のリンク数が最も少ないのは DFS-Steal であり，
逆に最も多いのは CIR-onlyであることがわかる．DFS-Stealでの Stealing処理の
効果によって，Class-1に属するリンク数は少なく，また結果的に，サイズの大き
な TDD サブネットワークが作成されにくいことも図よりわかる．DFS-ALI と
DFS-SALIについては，リンク独立に TDD Boundaryが設定可能なリンク（TDD
サブネットワークサイズが 1のリンク）の数に大差はないが，TDDサブネットワ
ークサイズが 2以上では，確率密度分布が異なる．TDDサブネットワークサイズ
が 2のリンク数では，DFS-ALIに比べて DFS-SALIの方が多く，TDD サブネッ
トワークサイズが 3以上では，DFS-ALIに比べて DFS-SALIの方が少ない．これ
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は，DFS-SALIの次隣接リンクの周波数割当情報を考慮する処理の効果が現れてい
る．（Class-2に関する結果は，次節で紹介する．） 
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1 2 3 4 5 6 7
CIR-only
DFS-ALI
DFS-SALI
DFS-Steal
TDD Sub-Network Size [No. of links]
PD
F 
of
 L
in
ks
 fo
r e
ac
h 
TD
D
 S
ub
-N
et
w
ok
 S
iz
e
 
(a) Network model 2 
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(b) Network model 3 
図 5.7 ネットワークモデル 2と 3における TDDサブネットワークの発生頻度（システム内
の周波数スロット総数=ノードあたりの CHU数=8） 
なお，上記の傾向は，周波数スロット割当で必要とする情報収集範囲や情報収集
後の処理アルゴリズムの差から生じるため，一般的にネットワークモデルに依存し
ない．例として，図 5.5(b)と(c)のネットワークモデル 2 と 3 を対象にし，システ
ムの周波数スロット総数とノードあたりのCHU数が共に 8の場合の結果を図 5.7
に示す．ただし例外的に，(2,1)グラフ（すなわち，辺が１本のみのグラフ）や 1,nK
グラフ（すなわち，星グラフ）の形状を有するネットワークモデルでは，次隣接リ
ンクが存在しないため，各割当手法の情報収集範囲や処理機能の差がなく，結果的
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に割当結果に差は生じない． 
5.2.7.2 周波数割当の目的 1と目的 2に関する結果 
DFS-SALIで採用している，次隣接リンクの周波数割当結果の情報を利用する手
法の効果をより詳しく調査するため，5.2.4に示した Class-1と Class-2に属するリ
ンク数についてシステムの周波数スロット総数とノードあたりの CHU 数を変化
させて評価した． 
図 5.8から図 5.10に，それぞれネットワークモデル 1から 3までの結果を示す．
両図とも(a)と(b)にそれぞれ Class-1，Class-2の結果を示している．なお，提案の
周波数割当手法に注目するため，CIR-onlyの結果は省略している． 
まず，これらの図より，ネットワークの形状やシステムの周波数スロット総数，
ノードあたりの CHU数によらず，Class-1, Class-2とも DFS-Stealが最も優れて
いることがわかる．また，Class-1に属するリンク数では，DFS-ALIと DFS-SALI
ではほぼ同じであるが，Class-2 に属するリンク数では，DFS-ALI に比べて
DFS-SALI の方が少なく，周波数割当の第 2 の目的を満足するように働いている
ことがわかる．DFS-Stealは他の 2種類の手法に比べて Class-1のリンク数を 5～
7 割程度に抑えており，また，Class-2 のリンク数を DFS-ALI の 3 割以下に抑え
ている． 
DFS-StealがClass-2のリンク数削減にも有効である理由は次のように考えられ
る．まず，DFS-Stealでは，隣接リンクに割り当てられている周波数スロットを交
換する処理を有するため，上述のように Class-1のリンク数の発生を抑制している．
Class-1と Class-2の定義より，「Class-1に属するリンク数≧Class-2に属するリ
ンク数」という関係が成り立つため，Class-1 に属するリンク数の削減が Class-2
に属するリンク数の削減につながっている．また，DFS-Steal では，Stealing 処
理によってリンクの両端ノードの各ノードが終端している隣接リンクを含む
Class-2の TDDサブネットワーク（例えば，図 5.4の l =12, 20, 32から形成され
る TDDサブネットワーク）の形成を回避できることも挙げられる．  
なお，システムの周波数スロット総数とノードあたりの CHU数の差が同じとい
う条件下（例えば，システムの周波数スロット総数が 8でノードあたりの CHU数
が 7のときと，システムの周波数スロット総数が 6でノードあたりの CHU数が 5
のとき）では，いずれの周波数割当手法においても，システムの周波数スロット総
数が多くなるほど，Class-1と Class-2に属するリンク数は増加する傾向にある．
これは，対象とする問題の規模が大きくなるほど，局所的な情報を用いた自律分散
型の解法では，最適な解を得るのが困難になるという，一般的な傾向に沿った結果
となっている． 
 
第 5章 メッシュ型 FWAシステムにおける自律分散型無線リソース割当手法 
- 117 - 
0
10
20
30
40
50
60
70
4 5 6 7 8
DFS-ALI(8 Freq. Slots)
DFS-SALI(8 Freq. Slots)
DFS-Steal(8 Freq. Slots)
DFS-ALI(7 Freq. Slots)
DFS-SALI(7 Freq. Slots)
DFS-Steal(7 Freq. Slots)
DFS-ALI(6 Freq. Slots)
DFS-SALI(6 Freq. Slots)
DFS-Steal(6 Freq. Slots)
No. of CHUs per Node
N
um
be
r o
f L
in
ks
 in
 C
la
ss
-1
 (%
)
 
(a) Links of Class-1 
0
5
10
15
20
25
4 5 6 7 8
DFS-ALI(8 Freq. Slots)
DFS-SALI(8 Freq. Slots)
DFS-Steal(8 Freq. Slots)
DFS-ALI(7 Freq. Slots)
DFS-SALI(7 Freq. Slots)
DFS-Steal(7 Freq. Slots)
DFS-ALI(6 Freq. Slots)
DFS-SALI(6 Freq. Slots)
DFS-Steal(6 Freq. Slots)
No. of CHUs per Node
N
um
be
r o
f L
in
ks
 in
 C
la
ss
-2
 (%
)
 
(b) Links of Class-2 
 
図 5.8  ネットワークモデル 1における Class-1, Class-2に属するリンク数の変化 
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(b) Links of Class-2 
図 5.9 ネットワークモデル 2における Class-1, Class-2に属するリンク数の変化 
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(b) Links of Class-2 
図 5.10 ネットワークモデル 3における Class-1, Class-2に属するリンク数の変化 
5.2.7.3 システムの伝送容量 
計算機シミュレーションを用いて，TDD サブネットワークがスループットに与
える影響を示す．影響の度合いを定量的に示すため，以下の仮定を置く． 
z リンクの方向別のトラヒック比は，1 :x x− とする（ただし，0 0.5x≤ ≤
であり，また， xを Asymmetric factorと呼ぶ） 
z リンクに割り当てられているすべてのチャネルに流れるトラヒック量
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の合計値は，チャネルあたりの伝送容量 Sと等しい（したがって，1チ
ャネル内の方向ごとのトラヒック量はそれぞれ ( )1S x− と Sxである） 
z Class-1に属さない（すなわち，TDDサブネットワークサイズが 1の）
リンクの TDD比はリンクの方向別トラヒック量の比に応じて変動する 
z Class-1に属するリンクの TDD比は 0.5:0.5に固定される（以降，Class-1
に属するリンク集合を 1C と記述する） 
以上の仮定より，リンク lのチャネル数を ( )C l とすると， Class-1に属さないリ
ンクの伝送可能なトラヒック量の総和は，
1
( )
l C
S C l
∉∑ となる．一方，Class-1に属
するリンクの TDD 比が 0.5:0.5 に設定されることから，チャネルあたりの伝送容
量 Sが方向別に 2S ずつに固定される． 0.5x ≤ であり，また，方向別のトラヒック
量が ( )1S x− と Sxであるため，チャネルあたりの伝送可能なトラヒック量は，
2S Sx+ となる．よって，Class-1 に属する全リンクの伝送可能なトラヒック量の
総和は， ( )
1
0.5 ( )
l C
S x C l
∈
+ ∑ となる．以上より，全リンクの伝送可能なトラヒック
量の総和は， 
 ( ){ }
1 1
( ) 0.5 ( )
l C l C
S C l x C l
∉ ∈
+ +∑ ∑  (5.1) 
で与えられる．一方，ネットワーク全体に割り当てられた全チャネルの伝送容量の
総和は， ( )
l
S C l
∀∑ で与えられる． 
伝送可能なトラヒック量の総和を伝送容量の総和で除算すると， 
 
( )
1 1
( ) 0.5 ( )
( )
l C l C
l
C l x C l
C l
∉ ∈
∀
+ +∑ ∑
∑  (5.2) 
となる．この式で得られる値は，ネットワークが有する伝送容量をどれだけ有効に
使用しているかという，チャネルの総伝送容量の利用効率を示す指標となる． 
図  5.5の 3 種類のネットワークモデルについて，各種周波数割当手法の
Asymmetric factor (図中では，A-factorと略記）とノードあたりの CHU数を変化
させたときのシステム全体で伝送可能なトラヒック量（(5.1)式より得られる）と総
伝送容量の利用効率（(5.2)式より得られる）をそれぞれ図 5.11と図 5.12 に示す．
なお，システムの周波数スロット総数は 8 としている．また，図 5.11では，チャ
ネルあたりの伝送容量 Sを 100 Mbpsとしている． 
図 5.8から図 5.10で示したように，ノードあたりの CHU 数を増やすほど，
Class-1 に属するリンク数が多くなる．Class-1 に属するリンク数の増加に伴って
チャネルの伝送容量の利用効率も低下していることが図 5.12 よりわかる．また，
図 5.12 はトラヒックの非対称性が強い（すなわち， xの値が小さい）ほど，利
用効率が低下していることも示している．この他，図 5.11から，DFS-Steal の伝
送可能トラヒック量が最も多く，この傾向はトラヒックの非対称性が強いほど顕著
に現れている．この結果からも DFS-Stealの有効性を確認することができる． 
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(b) Network Model 2 
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(c) Network Model 3 
図 5.11 TDDサブネットワークによるシステムで伝送可能なトラヒック総量への影響 
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(b) Network Model 2 
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(c) Network Model 3 
図 5.12 TDDサブネットワークによるチャネルの利用効率への影響 
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5.2.7.4 割当周波数スロットの平均 CIR 値 
CIR-only を含めた 4 種類の周波数割当手法によって割り当てられた周波数スロ
ットの CIRの平均値を図 5.13に示す．ネットワークとシステムの周波数スロット
総数によって CIRの平均値は異なるが，図より，CIR-onlyを含めて周波数割当手
法による CIR 平均値の差はほとんどなく，回線品質への影響は無視できると考え
られることがわかる． 
これは，提案する周波数割当手法において周波数スロットの第 1の選択基準であ
るTDDサブネットワークサイズが最小となる周波数スロットが複数存在すること
が多く，このような場合には第 2 の選択基準である CIR をもとに選択しているこ
と，さらに，TDD サブネットワークを最小にするという目的から，隣接リンクに
割り当てられている周波数スロットと同じ周波数スロットを割り当てないように
していることが起因していると考えられる． 
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図 5.13 ノードあたりのCHU数に対するチャネルに割り当てられた周波数スロットのCIR平
均値の変化（周波数スロット数=8） 
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5.2.8 まとめ 
5.2節では，まず，可変 TDDとマルチキャリア方式を採用するメッシュ型 BFWA
システムにおいて，周波数を割り当てる際の制約条件と目的を整理した．本システ
ムにおける周波数割当の目的として，TDD Boundary を共通化すべきリンク集合
である Class-1に属するリンク数を最小化することと，Class-1の中でも星状グラ
フにならない Class-2に属するリンク数を最小化することを掲げた． 
次に，リンクあたりのチャネル数が増減する場合に，追加（あるいは削除）する
チャネルに割り当てるべき（あるいは割当解除すべき）周波数スロットを自律分散
的に選択する 3種類の手法（DFS-ALI，DFS-SALI，DFS-Steal）を提案し，シミ
ュレーションを用いて提案手法の比較を行った． 
数値結果から，DFS-Steal がマルチキャリア TDD を有するメッシュ型 BFWA
システムに最も適した周波数割当手法であることと，DFS-ALI は制御情報量や処
理量が少ないものの，システムに適した割当結果が得られないことが判明した．ま
た，DFS-SALIは，次隣接リンクの情報を使用するため，DFS-ALIに比べて Class-2
に属するリンク数を削減できるが，次隣接リンクの情報を必要とすることと，
DFS-Steal が有する隣接リンクに割り当てられている周波数スロットを交換する
という処理の効果には及ばないことがわかった． 
さらに，伝送可能なトラヒック量とチャネルの利用効率についても，DFS-Steal
が最も優れており，この傾向はトラヒックの非対称性が強いほど顕著に現れること
も確認できた． 
なお，周波数割当手法による回線品質の差はほとんどないことがシミュレーショ
ン結果から得られたため，この点でも DFS-Steal が有効であるといえる．また，
DFS-Stealは，隣接リンクにて周波数スロットの交換を伴うが，周波数スロットの
交換や選択に必要な制御情報を伝達する範囲は，DFS-ALIと同じ 1ホップであり，
制御チャネルに定義すべき情報量が少ないため，DFS-SALIのように TDDフレー
ム効率が劣化しないという特徴がある． 
最後に，本研究の成果がメッシュ型 FWAシステムの動的な周波数割当の研究の
先駆的な役割を果たし，同様のテーマに関する研究が進んでいることを記載してお
く[122]-[124]． 
5.3 ダイナミック可変 TDD 制御手法 
5.3.1 背景 
近年のデータトラヒックの増加に伴い，無線システムにおける上り回線と下り回
線のトラヒックは一般に非対称性を有し，時間によって激しく変動する．このよう
なトラヒックを効率よく収容するため，近年の無線通信システムでは周波数分割複
信（FDD: Frequency Division Duplex）方式に代わって，TDD方式が採用されつ
つある[125]．例えば，TD-CDMA（Time Division and Code Division Multiple 
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Access）システムや IEEE 802.16 システムが TDD を採用するシステムの例とし
て挙げられる[25][126]．また，すでに商用化されている多くの P-MP型の FWAシ
ステムでは TDD を採用している[127]．実際に， MP-MP 型の FWA システムに
おいても FDDに比べて TDDの方が非対称トラヒックを効率よく収容できること
が指摘されている[128]． 
TDD 境界の決定方法については，音声トラヒックとデータトラヒックが混在す
る回線交換型の TDMA/TDD セルラーシステムについての研究成果が報告されて
いる[129]-[130]．これらの論文では，音声トラヒックとデータトラヒックを効率良
く収容するために，周波数スロットやタイムスロットのホッピング機能を伴うセル
内ハンドオーバを用い，TDD境界を調整する方法を提案している． 
5.3節では，パケット交換型のシステムを検討対象とする．回線交換型のシステ
ムでは，同一のタイムスロットを使用するが，5.3節で対象とするパケット交換型
のシステムでは，Layer-2 のパケットを転送するために，TDD フレームにおいて
連続するタイムスロットを割り当てる．このようなシステムの例として，開発した
メッシュネットワークトポロジーを有するMP-MP型FWAシステムを本章で紹介
するとともに，メッシュネットワークを構成する Point-to-Point（P-P）型の無線
リンクを対象に，検討を進める． 
パケット交換型でかつ，ダイナミックに TDD境界を変更するシステムにおける
TDD 境界の決定方法として，トラヒック量に比例したタイムスロットを割り当て
る方法（比例配分法）が考えられている[131]．また，TDD境界は可変ではあるも
のの，運用者によって TDD境界を固定的に設定する方法（固定法）も存在する． 
5.3節では，計算機シミュレーションにより，P-P 型無線リンクを終端する 2 つ
の無線ノードに対して，平均サイズと平均到着時間が等しいトラヒックを印加し，
ダイナミックに TDD 境界を変化させる比例配分法が TDD 境界を TDD フレーム
の中央に設定する固定法に比べて優れている場合と，この逆の場合があることを明
らかにする．さらに，固定法と比例配分法のそれぞれの利点を活かした TDD境界
の決定方法を提案し，提案方法が優れていることを示す． 
5.3.2 開発したメッシュ型 FWA システム 
5.3.2.1 システム構成 
メッシュネットワークトポロジーを有するMP-MP型FWAシステムのアーキテ
クチャと，開発したプロトタイプの ODU（屋外無線装置）と IDU（屋内無線装置）
の概観を図 5.14に示す[133]-[134]． 
ODUは 26GHz帯の無線周波数による無線信号の送受信や IDUでのベースバン
ド信号処理のために中間周波数に変換する機能を有する無線装置である．また，
IDUは，変復調機能や中間周波数との変換，Layer-2のパケット処理，さらには，
無線回線を自律分散的に管理・制御する機能を有する．自律分散型の無線回線制御
を行う無線チャネル管理部（CHM: Channel Manager）には，ダイナミック周波
数選択機能や，適応変調のための変調方式選択機能の他，TDD フレームごとに
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TDD境界を決定する機能を備えている．無線ノードにつき1つの IDUがあり，IDU
は最大 4方向の無線リンクの構築を可能にするため最大 4つの ODUの管理・制御
を行う． 
 
図 5.14 MP-MP型 FWAシステムのアーキテクチャ，並びに， 
開発した ODUと IDUのプロトタイプ 
5.3.2.2 TDD フレーム構成 
開発したシステムの TDDフレーム構成を図 5.15に示す．約 2ミリ秒の TDDフ
レーム内にタイムスロットは合計で 12あり，少なくとも 1タイムスロットを双方
向の送信に割り当てる．このため，上り回線と下り回線のタイムスロット数の比は
1:11から 11:1まで変化させることができる． 
Preamble Number of Timeslots M
Unique
Word
GT
CW
M, N: 1, 2, …, 10, 11 (M+N=12)
GT: Guard Time
CCH: Control Channel
TB: TDD Boundary
TRF: Queue length
(i.e., Traffic in buffer)
MOD: Modulation
M, N: 1, 2, , 10, 11 (M+N=12)
GT: Guard Time
CCH: Control Channel
TB: TDD Boundary
TRF: Queue length
(i.e., Traffic in buffer)
OD: odulation
1TDD frame ≅ 2 ms
Preamble Number of Timeslots N GT
CCH
Other TB OtherTRF MOD
 
図 5.15 開発した FWAシステムの TDDフレーム構成 
5.3.2.3 TDD 境界制御のメカニズム 
無線リンクを終端する 2つの無線ノードのうち，TDD境界を決定する無線ノー
ド（以下，“TDD-Master”と呼ぶ）は，制御チャネル（CCH）内の TBフィール
ドを用いて対向の無線ノード（以下，“TDD-Slave”と呼ぶ）に通知する．
TDD-Master は自ノードのキュー長のみならず，CCH 内の TRF フィールドで通
知されるTDD-Slaveのキュー長を収集する．なお，TDD-MasterおよびTDD-Slave
におけるキュー長は，それぞれが TDDフレーム内で送信する先頭のタイムスロッ
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トの開始時刻に測定される．また，提案システムは適応変調を採用しているため，
対向ノードが使用した変調方式を CCH内のMODフィールドで通知している． 
TDD frame TDD frame TDD frame TDD frame
1 timeslot
11 timeslots
6 timeslot
6 timeslots
TDD Boundary= 1 6 1 6
 
図 5.16 開発した FWAシステムにおける約 2ミリ秒毎の TDD境界の変化例 
TDD境界は TDDフレーム毎（すなわち 2ミリ秒毎）に更新される．図 5.16は，
デジタルオシロスコープで観測したベースバンド部における送受信信号の時間を
示している．この図から，TDD 境界が TDD フレームごとに更新される様子がわ
かる． 
5.3.3 TDD 境界の動的決定方法 
TDD 境界の決定方法の目的は，パケットロスとキューイング遅延時間（パケッ
トが送信バッファに蓄積されてから無線空間で伝送されるまでの時間）を最小化す
ることである．これらの目的を達成することで，スループットを最大化することが
できる．なお，TDD 境界をミリ秒オーダで決定する必要があるため，簡易なアル
ゴリズムが望ましい． 
ここで，TDD境界の決定方法を説明するため，表 5.2に示す変数を定義する． 
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表 5.2 TDD境界決定方法の説明に使用する変数一覧 
TSN  : TDDフレームあたりのタイムスロット総数 
( TS 12N = ) 
P  : TDDフレーム長 ( 2P = ミリ秒) 
( )MQ t , ( )SQ t  : TDDフレーム tにおけるTDD-Masterならびに
TDD-Slaveでのキュー長[bit] 
( )B t  : TDDフレーム tにおけるTDD境界 
( )MR t , ( )SR t  : TDD-MasterおよびTDD-Slaveが送信時に使用する
変調方式の情報伝送速度[bps] 
5.3.3.1 従来方法～比例配分法～ 
比例配分法の考え方は，「両端ノードのキュー長に応じて，TDD フレーム内の
タイムスロットを比例配分する（つまり，キュー長の比に最も近い TDD境界を選
択する）」というものである．適応変調を使用するシステムでは，上り回線と下り
回線の伝送速度が異なるため，「キュー内に蓄積されているトラヒックが全て伝送
されるために必要な時間の比」に最も近くなるよう，TDD 境界を設定する必要が
ある．以上より，5.3.2.2節で説明した TDDフレーム構成に TDD境界決定に関す
る従来方法を適用すると，TDD境界は以下に基づいて決定される． 
 2 6,  if ( ) ( ) 0( )
,               otherwise
TS M SN Q t Q tB t
Z
= = =⎧
= ⎨⎩ 　
 (5.3) 
ただし，Zは(5.4)式により求められる． 
 
( ) ( )1,  if 0.5 1
( ) ( ) ( ) ( )
11,  if 11
,  otherwise
TS M M
M M S S
N Q t R tX
Q t R t Q t R t
Z X
X
⎧ ⎢ ⎥⎪⎪ ⎢ ⎥+ <⎪⎪ ⎢ ⎥+⎪ ⎣ ⎦⎪⎪⎪⎪= >⎨⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

 (5.4) 
なお，(5.4)式内の 0.5は，四捨五入のための定数である． 
5.3.3.2 提案方法～固定・比例併用法～ 
提案方法は，トラヒックが少ない場合には TDD境界を 6( 2TSN= )に固定し，ト
ラヒックが多くなると従来方法を適用する．ここで，「トラヒックが少ない」とは，
「両端ノードのそれぞれに蓄積されているトラヒック量がTDDフレームのタイム
スロット総数の半分（つまり，6タイムスロット）で伝送可能なトラヒック量以下
であること」を指す．提案方法を「固定・比例併用法」と呼ぶ．固定・比例併用法
を式で表すと次式のようになる． 
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( )( )2 6,  if 0.5 and 0.5
( ) ( )
( )1,  if ( ) 0  and 0.5
( )( )
( )11,  if 0.5 and ( ) 0
( )
,   otherwise
SM
TS
M S
S
M
S
M
S
M
Q tQ tN
R t P R t P
Q tQ t
R t PB t
Q t Q t
R t P
Z
⎧
= ≤ ≤⎪⎪⎪
= >⎪
= ⎨⎪⎪ > =⎪⎪⎩
　
　
, (5.5) 
なお，式中のZは(5.4)式に同じである． 
5.3.4 計算機シミュレーションによる性能評価 
5.3.4.1 シミュレーションモデル 
TDD 境界は無線メッシュ網内の無線リンクごとに決定されるので，以降では，
無線メッシュ網を構成する 1 無線リンクに着目する．図 5.17に示すとおり，
TDD-Master と TDD-Slave では，Layer-2 パケットの送受信のために，FIFO
（First-In, First-Out）型の単一のバッファが存在すると仮定する．また，TDDフ
レームのモデルとして，図 5.18に示すような制御チャネル等のヘッダ情報を無視
したモデルを使用する．バッファに蓄積されている Layer-2パケットは，決定され
た TDD境界に基づく送信用タイムスロットを用いて無線伝送される．なお，シミ
ュレーションでは，無線区間でのエラーは発生しないと仮定する． 
Wireless link
TDD-Master TDD-Slave
 
図 5.17 シミュレーションでの無線リンクのモデル 
1 1011122 3 4 5 6 7 8 9TDD boundary :
TDD frame period
Timeslots
for TDD-Master’s
transmission
Timeslots
for TDD-Slave’s
transmission  
図 5.18 TDDフレームのモデル 
5.3.4.3節で示すシミュレーションの結果データの 1サンプルを取得するために，
シミュレーション期間を 200秒（すなわち，10万フレーム）動作させた．また，
TDD-Master と TDD-Slaveの情報伝送速度 ( )MR t と ( )SR t はともに 50 Mbpsであ
ると仮定し，さらに，バッファサイズは 1 Mbytesとした． 
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5.3.4.2 トラヒックモデル 
TDD-Masterならびに TDD-Slaveで発生させた，アプリケーションレベルのデ
ータトラヒックの発生とサイズの分布はそれぞれ指数分布に従うと仮定した．発生
したアプリケーションデータは Layer-2で定義されるMTU（Maximum Transfer 
Unit，本章では 1,500 bytesと仮定）単位でフラグメントされるとした．データト
ラヒックモデルの説明のため，以下の変数を定義する． 
 
Ms , Ss  : TDD-MasterならびにTDD-Slaveでのデータトラヒックの平均サイズ[bit]
Mλ , Sλ  : TDD-MasterならびにTDD-Slaveでのデータトラヒックの平均到着率[1/s]
 
TDD-Master と TDD-Slave で発生するアプリケーションデータの平均サイズ
と平均到着率は等しい（すなわち， M Ss s s= ， M Sλ λ λ= ）とする．また，5.3.4.1
節より， ( ) ( )M SR R t R t= である．シミュレーションでは，次式に沿ってアプリケー
ションデータのトラヒックの発生を模擬する． 
   2  M M S Ss s s Rλ λ λ γ+ = = , (5.6) 
ここで，γは無線伝送路の負荷を決定するパラメータであり，以降，「トラヒック
負荷率」と呼ぶ． 
(5.6)式を長い時間スケールで見ると，TDD-Master と TDD-Slaveのトラヒック
負荷は同等かつ一定である．このような状況において，TDD 境界を固定する（固
定法を適用する）場合は，TDD 境界を TDD フレームの中央である 2 6TSN = で固
定するのが一般的である． 
5.3.4.3 シミュレーション結果ならびに考察 
5.3.4.1節ならびに5.3.4.2節に記載したシミュレーション方法に基づいて得られ
た結果を以下に示す． 
まず，アプリケーションデータの平均サイズ sを 10,000 Byteにし，トラヒック
負荷率 γ を変化させたときのパケットロス率とキューイング遅延の結果を図 5.19
と図 5.20に示す．図中の判例の”Fixed”，”PA”，”CFPA”はそれぞれ，固定法，従
来方法である比例配分法（Proportional Allocation Method），本章で提案する固
定・比例併用法（Combination of Fixed and Proportional Allocation Method）を
意味する．この 2つの図より，負荷が高いとき，固定法はパケットロス率が高くな
ること，また，負荷が低く，パケットロス率が 0の領域でも，固定法は他の方法と
比べてキューイング遅延時間が長いことがわかる． 
以上より，マクロスケールではトラヒック量が等しくても，TDD 境界を中央に
固定しておくより，TDD フレーム単位で適応的に TDD 境界を変動させる方が無
線リソースを有効利用し，パケット転送性能が改善するケースがあることがわかる． 
 
第 5章 メッシュ型 FWAシステムにおける自律分散型無線リソース割当手法 
- 132 - 
0
0.5
1
1.5
2
50 60 70 80 90 100
Fixed
PA
CFPA
Pa
ck
et
 L
os
s R
at
e 
[%
]
Traffic Load Ratio [%]  
図 5.19 トラヒック負荷率 γに対するパケットロス率 
（データトラヒックの平均サイズ s =10,000 [Byte]） 
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図 5.20 トラヒック負荷率 γに対するキューイング遅延時間 
（アプリケーションデータの平均サイズ s =10,000 [Byte]） 
次に，トラヒック負荷率 γを 70%に固定し，アプリケーションデータの平均サイ
ズ sを変化させたときのパケットロス率とキューイング遅延時間の変化を図 5.21
と図 5.22に示す． 
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図 5.21 アプリケーションデータの平均サイズ s に対するパケットロス率 
（トラヒック負荷率 γ =70%） 
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図 5.22 アプリケーションデータの平均サイズ s に対するキューイング遅延時間 
（トラヒック負荷率 γ =70%） 
これら 2つの図より，以下のことがわかる． 
1. パケットロス率については，アプリケーションデータのサイズによらず，
ダイナミックに TDD境界を変動させる比例配分法（PA）と提案方式の固
定・比例併用法（CFPA）が固定法（Fixed）に比べて優れている． 
2. アプリケーションデータのサイズが小さいとき，キューイング遅延時間は，
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固定法が最も短く，比例配分法が最も長い． 
3. アプリケーションデータのサイズが大きいとき，キューイング遅延時間は，
TDD 境界をダイナミックに変動させる，比例配分法と固定・比例併用法
が固定法より優れている． 
図 5.19と図 5.20では，固定法より TDD境界を変動させる方法（比例配分法，
固定・比例配分法）が優れているケースを示したが，アプリケーションデータのサ
イズが小さい場合は，固定法が優れている．これらの事象については，以下のよう
に考察できる． 
例えば，図 5.22において，固定法と比例配分法の曲線が交差するアプリケーシ
ョンデータの平均サイズ sが 3,000 Byteの場合，トラヒック負荷率 γが 70%である
ことから，アプリケーションデータの平均発生間隔は(5.6)式より 0.69 ミリ秒にな
る．このようにアプリケーションデータの発生間隔が TDDフレーム期間の半分で
ある 1ミリ秒より短い場合は，1ミリ秒の時間内でほぼ定常的にトラヒックが印加
される．トラヒックが定常的に印加される状況で，キュー長の瞬時値に基づいて
TDD 境界を変動させることは，不必要かつ不適切である．従って，このような状
況では TDD境界を固定に設定する方がよい． 
逆に，アプリケーションデータの到着間隔が TDDフレーム期間の半分である 1
ミリ秒と同等以上になると，1ミリ秒以内でアプリケーションデータが定常的に到
着しないため，TDD境界のダイナミックな変動が効果的となる． 
図 5.23には，TDDフレーム期間が 4ミリ秒と 8ミリ秒の場合におけるキューイ
ング遅延時間の結果を示しているが，両方とも，アプリケーションデータの平均到
着間隔が TDD フレーム期間の半分よりも短い場合は，図 5.22と同様，固定法が
よいことがわかる． 
提案手法である固定・比例併用法は，到着するアプリケーションデータのサイズ
を参照していない1が，固定法と比例配分法の欠点を補い，トラヒックの発生パタ
ーンによらず優れたパケット転送性能を示している．5.3.3.2節に示したように，提
案の固定・比例配分法はキュー長が短い場合は TDD境界を固定している．アプリ
ケーションデータの平均サイズが小さい場合は，バッファに蓄積されるトラヒック
量が少なくなる（キュー長が短くなる）傾向にある．この場合，TDD 境界を固定
することが多くなるため，固定法と同様に優れた性能が得られている．逆に，アプ
リケーションデータの平均サイズが大きい場合は，TDD 動作における受信期間に
よって，バッファに蓄積されるトラヒック量が多くなる（キュー長が長くなる）傾
向にあるため，ダイナミックに TDD境界を変動させる比例配分法を適用したほう
が，無線資源を有効に利用でき，パケットロス率とキューイング遅延時間の性能が
上がる．従って，提案手法は，アプリケーションデータの発生状況によらず，キュ
ーイング遅延時間を短くできると考えられる． 
 
                                            
1  一般的には，Layer-2においてアプリケーションデータのサイズを取得することは困難である． 
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図 5.23 TDDフレーム長が 4ミリ秒と 8ミリ秒の場合の，データトラヒックの平均サイズ s に
対するキューイング遅延時間（トラヒック負荷率 γ =70%） 
最後に，図 5.24にアプリケーションデータの平均サイズが小さい（1,000 Byte）
のときのキューイング遅延時間を示す．なお，この条件では，トラヒック負荷率に
関わらず，パケットロス率は 0である．この図より，アプリケーションデータの平
均サイズが小さく，かつ，負荷が高くない場合は比例配分法（PA）と固定・比例
配分法（CFPA）の差が大きくなっていることがわかる．このことから，アプリケ
ーションデータの平均サイズが小さく，かつ，無線回線に与える負荷が低くなるほ
ど，従来方法である比例配分法では優れた性能が得られないこともわかる． 
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図 5.24 トラヒック負荷率 γに対するキューイング遅延時間 
（データトラヒックの平均サイズ s =1,000 [Byte]） 
以上より，提案する固定・比例併用法は，アプリケーションデータの平均サイズ
や無線回線に与える負荷に依存せず，優れたパケット転送性能を有する TDD境界
決定法であると言える． 
5.3.5 まとめ 
5.3節では，複信方式として可変 TDD を採用する P-P 型の無線リンクにおける
TDD 境界の決定方法について，計算機シミュレーションを用いて検討した結果を
まとめた． 
従来の制御方法として，TDD 境界を固定する方法（固定法）と，両端ノードの
送信バッファに蓄積されているキュー長に比例配分してタイムスロットを配分し，
TDD 境界を決定する方法（比例配分法）がある．まず，トラヒック量が多い場合
には固定方法では柔軟に無線リソースを割り当てられないという問題点と，トラヒ
ック量が少ない場合でも常にキュー長の瞬時値に比例したTDD境界を使用する比
例配分方法はTDD境界の激しい変動をもたらすため無線リソースを有効に使用で
きないという問題点を明らかにした．これらの問題点を克服するため，固定方法と
比例配分法を併用する手法を提案した．検討の結果，提案手法の固定・比例併用法
は，アプリケーションデータの平均サイズや無線回線に与える負荷に依存せず，優
れたパケット転送性能を有する TDD境界決定法であることを示した． 
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第6章 結論 
本論文は，非静止衛星通信システムや HAPS といった，グローバルカバレッジ
を有し，かつ，周波数リソースのみならず電力リソースも貴重な無線リソースであ
る広域無線アクセスシステムや，メッシュ型のネットワークトポロジーを有する
FWAシステムを対象にした，集中制御型ならびに自律分散型の無線リソース割当
手法に関する一連の研究成果をまとめたものである．各章の要点は次の通りである． 
 
第 2章 非静止衛星通信システムにおける周波数割当手法 
マルチスポットビームを有する非静止衛星通信システムにおいて，周波数再利用
条件が時間と共に変化する無線セルに対する集中制御型の周波数割当手法はこれ
まで提案されていなかった．本論文では，大局最適解が得られる線形計画法（LP）
を使用し，周波数チャネル割当に必要な LPのモデル式（FLEXCA-LP手法）を提
案した．また，実運用での適用を視野に入れた場合，無線セルに割り当てられた周
波数チャネル数の変動や無線セル間のハンドオーバによる継続中の呼の強制切断
率をできる限り少なくする必要がある．この課題に対し，本論文では FLEXCA-LP
手法を改良した FLEXCA-Hys手法を提案した．この手法を用いることにより，周
波数チャネルを 10%程度追加するだけで，強制切断率を半減させることが可能と
なった．また，無線セルに割り当てた周波数スロットの一部を継続呼用に使用する
という，3種類のチャネル制御手法を適用した．この結果，Channel Reservation 
Techniqueが強制切断率の低減化に最も有効であることを示した． 
このほか，カラム生成法を使用した周波数チャネルの有効利用化のための手法を
提案し，10～20％程度の所要周波数チャネル数の削減が図れることがわかった．
また，同一周波数スロットを再利用することによって発生するシステム内干渉量を
リンクバジェットで定める許容干渉電力量以下に抑えるため，同一周波数スロット
の再利用回数の上限を規定する場合にも，周波数割当が可能な LPモデル式を提案
した．この LPモデル式を用いることにより，衛星内での再利用回数と所要周波数
スロット数の関係を把握することができるため，システムの設計に有効である． 
 
第 3章 非静止衛星通信システムにおけるタイムスロット割当手法 
第 2章では，非静止衛星通信システムのための周波数スロットの割当手法を紹介
したが，FDMA/TDMA併用型の多元接続方式を採用する非静止衛星通信システム
では，周波数スロットの割当のみならず，タイムスロットの割当を行う必要がある．
また，割り当てた周波数・タイムスロットが頻繁に切り替わる度に Intra-cell 
handoverが発生する．この Intra-cell handoverの発生頻度を極力少なくするため，
時間的連続性を考慮した周波数・タイムスロットの割当が求められる．さらに，周
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波数・タイムスロットの割当結果は GW 地球局で管理されることから，「GW 地
球局および無線セルごとに，時間的連続性を考慮した周波数・タイムスロット割
当」が求められる． 
以上より，第 3章では，連続性を考慮した周波数・タイムスロットの割当手法の
提案を行うとともに，計算機シミュレーションにより提案手法の性能評価を行った．
この結果，(1)無線セルに割り当てられる周波数スロットの変化による影響を少な
くできる分散型周波数・タイムスロット割当方針が優れていること，(2)ヒューリ
スティックなアルゴリズムである Greedy 型アルゴリズムは，最適解が得られる
DP-based型と同程度の性能が得られ，かつ，計算量の観点から Greedy型アルゴ
リズムが優れていること，(3)周波数スロット数あたりのタイムスロット数を増や
し，無線セルに割り当てられる周波数スロット数の変動を少なくすることで，無線
リソースの不連続の発生を少なくできること，(4)提案手法は，地表面に設置する
GW 地球局数が増加しても無線リソースの不連続事象の発生が大幅に増加しない
こと，がわかった． 
また，この第 3章では，非静止衛星通信システムを用いたグローバルなショート
メッセージサービスを提供するために必要な技術的要件の整理を行った．さらに，
タイムスロットのバーストタイミングごとに衛星の全送信電力を一つのスポット
ビームに集中させる，HPSM（High Power Short Message）サービスを提供する
に当たって，スポットビームの照射タイミングを決定する HPSMスケジューリン
グプランの作成アルゴリズムを提案した．提案手法の性能は，システム上の制約条
件やサービス要求事項を加味しないで幾何的な情報から得られる評価指標の上限
値（Upper-bound）に極めて近いことから，提案アルゴリズムが有効であること，
また，サービス品質が地域によらずほぼ一定であること，さらに，サービス品質の
制御も容易であることを示した． 
第 4章 広域無線通信システムにおける周波数・電力リソース割当手法 
衛星通信システムや HAPS などのシステムは，電力リソースも貴重な無線リソ
ースである．本章では，広域無線アクセスシステムのための無線リソース割当手法
として，周波数リソースと電力リソースを同時に考慮した線形計画法のモデル式を
提案した．この提案手法は，地域によって異なるトラヒック量に比例した無線リソ
ースの割当が可能であり，その上，余剰の無線リソースを活用してシステム容量を
最大化できるという特徴を有する．シミュレーション結果から，提案手法は周波数
制約と電力制約を常に満足し，また，トラヒック量が不均一である各領域のトラヒ
ック量に比例しつつ，その割合であるトラヒック収容率を最大化させること，さら
には，システム容量（収容トラヒック量）を最大化するため，周波数リソースと電
力リソースを効果的に割り当てることを示した．また，実運用を考慮した LPモデ
ル式の拡張を行った． 
本章で提案した手法を用いて無線リソースの割当状況の調査を行うことにより，
周波数リソースと電力リソースのいずれが逼迫しているかを明確に知ることがで
きるだけでなく，周波数リソースと電力リソースの最適値を容易に探索できるため，
システム設計に非常に有用であると思われる．なお，本章は，第 2章から進めてき
た集中制御型の無線リソース割当手法の集大成的な位置づけとなる． 
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第 5章 メッシュ型 FWAシステムにおける自律分散型無線リソース割当手法 
本章では，マルチキャリア TDD 方式を採用するメッシュ型 BFWA システムに
おいて，リンクあたりのチャネル数が増減する場合に，追加（あるいは削除）する
チャネルに割り当てる周波数スロットを自律分散的に選択する 3 種類の手法
（DFS-ALI，DFS-SALI，DFS-Steal）を提案し，シミュレーションを用いて提案
手法の比較を行った．数値結果から，DFS-Steal がマルチキャリア TDDを有する
メッシュ型 BFWAシステムに最も適した周波数割当手法であることを示した．さ
らに，伝送可能なトラヒック量とチャネルの利用効率についても，DFS-Stealが最
も優れており，この傾向はトラヒックの非対称性が強いほど顕著に現れることも確
認できた． 
また，本章では，Point-to-Point（P-P）型無線リンクにおける TDD境界の決定
方法について，シミュレーションを用いて検討した結果をまとめた．TDD 境界を
決定する従来は，TDD 境界を固定する方法と，両端ノードの送信バッファに蓄積
されているキュー長に比例配分してタイムスロットを配分し，TDD 境界を決定す
る方法がある．本章では，それぞれの方法について問題点を明らかにし，これらの
問題点を克服するため，固定方法と比例配分法を併用する手法を提案した．検討の
結果，提案手法の固定・比例併用法は，アプリケーションデータの平均サイズや無
線回線に与える負荷に依存せず，優れたパケット転送性能を有する TDD境界決定
法であることを示した． 
 
以上のように，本研究により，非静止衛星通信システムや HAPS などの広域無
線アクセスシステムに適した集中制御型の無線リソース割当手法を確立すること
ができた．また，メッシュ型のネットワークアーキテクチャを有する FWAシステ
ムのための自律分散型の周波数選択手法の成果が得られた．なお，第 2 章，第 3
章に記載した研究成果の一部は，中高度衛星通信システムの一つである ICO シス
テムの衛星資源管理システムの無線リソース管理ソフトとして実用に供された． 
本論文では，集中制御型と自律分散型の両方の無線リソース割当手法を提案した
が，今後，無線通信システムには，システムの柔軟性やネットワークの拡張性，電
波伝搬環境やトラヒック変動への適応性がますます求められると考えられること
から，自律分散型の無線リソース割当手法の重要性が増すと思われる．しかしなが
ら，システムの設計やプロビジョニング，さらには各種パラメータの感度解析など
には集中制御型の無線リソース割当法が適していることから，今後は，集中制御型
と自律分散型の無線リソース割当手法を適切に使い分けることが重要であろう． 
最後に，今後，研究開発が進められるさまざま無線通信システムに対し，本研究
が無線リソースの割当手法の礎石とならんことを願って，本論文を締めくくること
としたい． 
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付録 
以下では，3.3.5節で述べた HPSMスケジューリングのためのアルゴリズムを実行
するのに必要なスポットビームや GC，フレーム ID の選択基準を中心に補足説明を
行う． 
 
Step 1 
■補足説明 
Step 1は同期割当を行うための初期処理である．同期割当の対象となる GCの周辺
にある GC も照射が行われるが，この Step は“目的 1”を達成するための処理であ
る．ある GCの同期割当用には特定のスポットビームを選択する必要があるが，その
際，“目的 2，3”を達成しやすくするように，スポットビームやフレーム IDを選択
する必要がある． 
GCからの可視衛星数は GCによって異なるため，可視衛星数が最も少ない GCか
ら選択される必要がある． 
■GC，スポットビーム，フレームの選択基準 
GC については，GC を照射可能な衛星数の昇順で選択する．なお，同点の GC が
複数ある場合は，GCグループ IDや GC IDの昇順で選択する． 
スポットビームは以下の基準に従ってソートする． 
-  スーパーフレーム内で選択された，スポットビームと同じスポットビー
ム（つまり，スポットビームが属する衛星）が選択された回数の昇順 
-  スポットビームの無線セル内に含まれる GC数の降順 
- スポットビーム IDの昇順 
フレーム ID については，GC の同期割当用に選択されたスポットビームが同期割
当用に選択された回数が最も少ないフレーム IDを選択する． 
 
Step 2 
■補足説明 
全てのフレームにおいて，全ての GCが照射されるためには，まだ照射が完了して
いない GCを多く含むスポットビームを選択すべきである．これにより， “目的 2”
を達成することができる．なお，照射を行うということは，いずれかの GCに対して
同期割当を行うということであるから，“目的 1”の達成にも寄与している． 
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■スポットビーム，GCの選択基準 
スポットビームは以下の基準に従ってソートする． 
-  スポットビームの無線セル内に含まれる GC数の降順 
-  GCを照射可能なスポットビームがそのスポットビームのみかあるいは
他にもあるかという，スポットビームの“貴重さ”の降順 
- スポットビーム IDの昇順 
GCについては，スーパーフレームの中で同期割当された回数の昇順で GCを選択
する．なお，同点の GCが複数ある場合は，GCグループ IDや GC IDの昇順で選択
する． 
 
Step 3 
■補足説明 
この Step では，どの GC においても同期割当される衛星数を最大化するというこ
とを目的としているが，結果的に，多くの衛星から照射されるという結果にもつなが
る．3.3.5.2節にも記載したように，“目的 3”を達成するために，できるだけ衛星の
異なるさまざまなスポットビームを選択している．また，フレーム ID については，
このようにして選択されたスポットビームが同期割当をおこなっていないフレーム
IDを選択している．これにより，同期割当の頻度のほかに，“目的 3”のさまざまな
衛星を用いた同期割当に寄与している． 
■スポットビーム，フレームの選択基準 
スポットビームは以下の基準に従ってソートする． 
-  同期割当された回数の昇順 
-  可視衛星数が少ない GCを照射可能な貴重なスポットビームか否か）最
少の GCを照射可能なスポットビームか否かという，スポットビームの
“貴重さ”の降順 
- スポットビーム IDの昇順 
フレームについては，スーパーフレームの中で選択されたスポットビームが同期割
当に使用されていないフレームを選択する． 
 
Step 4 
■補足説明 
この最後の Step では，スポットビームの割当は各フレームにおいて可能な限り実
施する．この Stepの目的は“目的 3”の達成であり，この点は Step 3と同様である
が，Step 3が GCごとの処理であるのに対し，Step 4ではフレーム毎の処理である． 
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■スポットビーム，GCの選択基準 
スポットビームは以下の基準に従ってソートする． 
-  各フレームで同期割当に使用された回数の昇順 
-  スポットビームの無線セル内に含まれる，同期割当を行っていない GC
数の降順 
- スポットビーム IDの昇順 
GCについては，スーパーフレームの中で同期割当された回数が最も少ない GCグ
ループに属する GCを選択する．このような GCが複数存在する場合は，GCグルー
プ IDの最小のものを選択する． 
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